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編集方針
SBSグループは、短・中・長期的な価値創造に関心をお持ちいただいているステークホルダーの皆様に向けて、
統合レポートを年次発行しています。統合レポートでは、経営理念と経営ビジョンを基礎に、事業活動とサステ
ナビリティ経営の推進状況をご報告しています。 情報の正確さと信頼性を期するとともに、当社グループについて
事前の知識をお持ちでない方にも無理なくお読みいただけるように、明確で平易な記述とすることを心がけていま
す。なお、SBSグループのウェブサイトでは、本レポートに掲載されていないサステナビリティ情報（当年度から体
系的な内容へ拡充）のほか、IR情報や企業情報全般も網羅的に開示しています。
https://www.sbs-group.co.jp

報告プロセス
本レポートの内容は、当社グループの短・中・長期的な価値創造能力への影響が大きい主題を軸として構成して
います。その特定と重み付けは、年次の報告サイクルにおける起点として環境変化を踏まえつつ慎重に実施し、
報告内容の基礎としています。関連情報を有機的に統合して作成したレポートは、経営層のレビューを経て、印
刷媒体および電子媒体でステークホルダーの皆様へとご提供しています。

報告対象範囲
■国内子会社（20社）
SBS東芝ロジスティクス（株）／TLロジサービス（株）／SBSリコーロジスティクス（株）／SBS三愛ロジスティク
ス（株）／SBSグローバルネットワーク（株）／SBSロジコム（株）／SBSフレイトサービス（株）／SBSロジコム関
東（株）／旭新運輸開発（株）／SBSフレック（株）／SBSフレックネット（株）／（株）日ノ丸急送／SBS即配サポー
ト（株）／SBSゼンツウ（株）／SBS古河物流（株）／SBSスタッフ（株）／SBSファイナンス（株）／マーケティング
パートナー（株）／SBSアセットマネジメント（株）／SBS自動車学校（株）

■公益財団法人
公益財団法人 SBS鎌田財団

報告対象期間
2023年度（2023年1月～12月）
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ガバナンス／GOVERNANCE
71 基本的な考え方

72 コーポレート・ガバナンス体制

73 取締役・執行役員一覧

75 実効性の確保
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 建設的な関係の維持

80 コンプライアンス
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82 情報セキュリティ

統合報告上の主題

※Logistics Technology

物流市場構造の変化 急速な物流市場構造の変化を分析し、戦略的な対応につなげる

M&Aとグループシナジー 成長戦略の核としてのM&Aと、その効果を最大化するプロセス

3PL 企業の物流業務を包括的に手掛け最適化するサービスの強化と展開

物流施設開発 物流インフラ増量の核として、かつ3PLの基礎として、計画的に増床

テクノロジー LT※・ITを戦略的に活用し、価値創造と競争力強化に結び付ける

品質と安全 事業活動の根幹となる輸送・サービス品質と安全の確保

人財 当社グループの成長、ひいては我が国の物流の発展を支える多様な人財の獲得と育成

働き方と生産性 新しい働き方を実現する環境づくりと、業務生産性の継続的向上の追求

エネルギー・気候変動 エネルギー需給ギャップや気候変動のリスクに長期視点で戦略的に対応

危機管理 自然災害をはじめとする、経営にとっての危機への備えの充実

社会との関係 幅広いステークホルダーの皆様との対話に根差した共生

ガバナンス 価値創造の基礎となるコーポレート・ガバナンスの仕組みを改善し進化させる
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SBSグループは、「夢」を追い続けています。

30余年前、トラック1台でスタートしてから現在に至るまで
持続的な成長と、戦略的M&Aにより仲間を増やし、
夢に賛同する多数の物流企業で働くプロフェッショナルが連帯することで、
 独自の専門性とサービスの多様性を磨いてきました。 

創業の志を忘れない唯一無二の物流メガベンチャーとして、
SBSグループは進化し続けます。

経営理念と経営ビジョン
PHILOSOPHY & VISION

“ロジスティクス・テクノロジー（LT）×IT”で成長するメガベンチャー
業界トップティアの地位を確固たるものとし、あらゆる顧客ニーズに応えるとともに、
社会と共生し信頼される企業を目指す

経営ビジョン
VISION

1. サービスの提供を通じお客様の価値創造へ貢献
2. 社会インフラとしてESGを重視し、全てのステークホルダーに貢献
3. 継続的かつ業績に応じた利益還元

経営理念
PHILOSOPHY

● われわれの提案するサービスによって、お客様に喜ばれ、株主に喜ばれ、そして
社員の幸せにつながる会社を目指す。

● 企業の永遠の繁栄は、人を大事にすることにある。みなが生き生きと働くことが
繁栄をもたらす。

● 社会的責任なくして企業の発展はあり得ない。社会と共に生き、人々に喜ばれ、
広く内外社会の発展に貢献する。

経営理念とその実践

SBS GROUP  Integrated report 2024 04



総合物流事業
トラック輸送／鉄道利用輸送／低温物流／物流センター運
営／国際物流／流通加工／企業向け即配便／個人宅配達
（個配）／法人移転・個人引越／館内物流／3PLコンサル
ティング

物流支援事業
マーケティング事業／ペットウエルネス事業／保険・リース
／環境事業／人材事業

不動産事業
賃貸事業／開発事業

SBSグループの事業概要

さまざまな「もの」を
最適な環境で安全・安心に、かつ
よりサステナブルな方法で
運び届ける

経営理念とその実践
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持続可能な発展

総走行距離 131,266,359 km
連結売上高 4,319 億円

経営理念の主な実践状況 （2023年度）

お客様

ROE 13.4 %
ROA 6.6 %
1株当たり配当金 65 円

株主

研修実施項目 66 項目
研修参加実数 11,693 人

社員

Gマーク取得事業所数（取得率） 189 事業所（93.1%）
物流研究助成 5 件
社会的養護を受ける学生への奨学金給付 50 件
環境投資 2,046 百万円
環境効率（CO₂排出量の売上高原単位） 26.625 t/億円 （過去5年間で46%改善）
モーダルシフト輸送量 311,014 t
再生可能エネルギー発電能力量 19,987 kW

社会と環境
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LTで物流を変革する

KEY DEVELOPMENTS

先端LTの“実験場”をグループ全体の起点に
SBSグループでは、労働力の不足が進む中で物流の生産性を向上させるという社会的な課題を念頭に、
ロボットソリューションをはじめとするLT（Logistics Technology）を積極的に導入してきました。
2022年12月に開設した「LTラボ」には、複数の狙いがあります。まず、グループ各社が蓄積してきたナレッ
ジの共有と、そこから生まれる新たな可能性の探索です。また、進化し続ける先端LTへのアンテナを立て、
評価・テストを行い、有効なものを早期に安定運用できるようにすることも重要なミッションです。ここを起
点として、未来を先取りする物流施設が次 と々誕生しています。

SBS GROUP  Integrated report 202407



LTラボ（埼玉県越谷市）では、LTをめぐるナレッジを幅広い産業
や立場の皆様と共有するために、限定公開ツアーを開催してい
ます（予約制、無料）。SBSグループのLTプロフェッショナルに
よる解説とともに、複数種類の最先端マテハン機器が実際に動く
様子をご覧いただけます。さまざまなご質問にお答えするセッ
ションも行っています。

ロボットソリューションが
導入された拠点数

12拠点
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モーダルシフトを実践する
モーダルシフトの着実な推進
SBSグループは、モーダルシフト（輸送手段の切り替え）を、物流の低炭素化や2024年問題への有効なアプ
ローチと捉え、着実に進めてきました。
SBS東芝ロジスティクスは、自ら新造した31ft（フィート）ウイングコンテナを活用し、東芝エレベータ府中工
場（東京都府中市）で製造する製品の鉄道輸送を、東京と大阪間で2023年4月に開始しました。両社は、鉄
道・船舶を含む環境配慮型輸送を推進し、モーダルシフト率50%の達成を目標としています。31ftコンテナ
便は、東芝ライテックの照明機器の鉄道モーダルシフト※にも活用されています。

KEY DEVELOPMENTS

※令和５年度モーダルシフト取り
組み優良事業者公表制度におい
て「新規開拓部門」として表彰さ
れました。詳しくはp59をご参照
ください。
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SBSロジコムと富良野通運は、新デザインによる12ft（フィート）
冷蔵コンテナの運用を2023年9月に開始しました。断熱材によ
る保冷（保温）性能を備えており、温度維持が必要な品物を運ぶ
のに最適です。両社は、本州・北海道間の輸送品質向上を図り
ながら、社会的課題の解決にも貢献していきます。

31ftコンテナは、トラックで輸送していた貨物をそのままモーダルシフト
するのに有効です。ウイング仕様にすることで、両側面からフォークリフト
で荷役でき、輸送効率が向上します。

モーダルシフト輸送量
（2021～2023年度）

882,413t
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1月～通年　SBSグループ

SBSホールディングス、SBSロジコム、SBSリコーロジスティクスの各
社がコーポレートサイトを一新。また、SBSグループのグローバルサイト
も新設しました。

コーポレートサイトの一新、グローバルサイトの新設

3月　SBSホールディングス

SBSホールディングスは、株式会社三菱ＵＦＪ銀行およ
び株式会社みずほ銀行をアレンジャーとする「ポジティ
ブ・インパクト・ファイナンス（資金使途を限定しない事
業会社向け投融資タイプ）」の融資契約（総額350億円）
を締結することを決定しました。シンジケーション方式
によるポジティブ・インパクト・ファイナンスは、物流企
業初となります。

ポジティブ・インパクト・ファイナンスの
契約を締結

TOPICS

6月　SBSゼンツウ、SBSリコーロジスティクス

両社は、国土交通省が創設した、自動車運送事
業者の運転者不足に対応するための取り組み
「働きやすい職場認証制度」において「二つ星」を
取得しました。

働きやすい職場認証制度で二つ星を獲得

9,10月　SBSホールディングス

SBSホールディングス所属のプロゴルファー、久常涼選
手が、男子ゴルフ欧州ツアー「カズー・オープン・ド・フ
ランス」にて優勝しました。また、企業版ふるさと納税を
活用しキャリア支援を行っている「ヴィアマテラス宮崎」
は、「なでしこリーグ2部」にて優勝し、1部リーグへの昇
格を決めました。

当社がサポートするアスリートたちが
各界で活躍

久常涼選手 ヴィアマテラス宮崎

4,9月　SBSグループ

SBSリコーロジスティクスが4月、愛知県一宮市に「物流センター一宮」
を、SBS東芝ロジスティクスが9月、新潟県柏崎市に「柏崎倉庫」をオー
プン。それぞれ中部・信越エリアで初の自社開発施設となりました。

中部・信越エリア初の自社開発物流施設が2棟竣工

柏崎倉庫物流センター一宮
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9,11月　SBSグループ

9月、SBSリコーロジスティクスは、次世代型EV車両「F1VAN」
初号車の納車式を行いました。11月には、SBS即配サポートが同
車を13台納車。ラストワンマイル配送におけるCO₂排出量削減の
目標達成に向けてEVの導入を加速しています。
〈関連情報〉p56

サステナビリティ目標の達成に向けEVを導入

10月　SBSロジコム

2021年1月にSBSグループ入りした東洋運輸
倉庫株式会社がSBSロジコムと合併に至りま
した。事業領域や倉庫の立地が近く、親和性の
高い2社が経営を統合することで、更なる相乗
効果の発揮を目指します。

SBSロジコムと
東洋運輸倉庫が合併

10月　SBSグループ

ECプラットフォーム事業の第一弾拠点となる
「EC野田瀬戸物流センター」の2024年オー
プンを発表しました。また、年間を通じてさま
ざまな展示会に出展。当社グループにおける
EC物流事業拡大への動きを加速しました。

EC事業のお客様誘致へ向けて
積極的に活動

11月　SBS東芝ロジスティクス

『DFL思考 × 包装デザインアップデートによる顧客価値
共創～工業用電子管におけるコスト低減、作業性向上、
サステナビリティを追求～』と題した事例を発表。包材費
65%減、作業工数30%減、プラスチック100%減（脱プ
ラ）、CO₂量25%減を実現した経緯を共有しました。

「物流改善フォーラム2023」および
「『ホワイト物流』推進運動セミナー」で講演

創業から現在に至るSBSグループの成長の過程を動画にまとめました。SBSグループ紹介動画
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経営戦略とサステナビリティを統合する視点
から、SBSグループの重要課題として「安全」
「環境」「人財」の3つを特定し、継続的で戦略
性の高い取り組みを追求しています。

サステナビリティ経営における重要課題（マテリアリティ）は、
「自社のビジネスモデルの持続可能性にとっての重要性」を意味
します。これを示す（重要課題を特定し、取り組みをすすめ、開
示する）ことは、ステークホルダーにとって企業の中・長期的な
持続可能性を見極めるうえで非常に有用な情報となります。
SBSグループは、企業としての価値観（経営理念）とビジネスモ
デルに基づき、企業活動を行ううえで、影響（リスクと機会の観
点から）のある課題を次頁のように整理しています。
なお、重要課題についてはステークホルダーの重要度評価（投
資家の評価・評価機関の指標など）、また、当社グループにお
ける重要度評価（事業戦略上の注力事項・実際の取り組みなど）
に照らし合わせながら再評価を行うとともに、重点事項を確認
していくものとします。

SBSグループでは、社会課題の解決による持続可能な社会の
実現と、持続的な企業価値の向上の両立を図ることの重要性
が一層増していることを踏まえ、当社グループが重視する価値
と達成に向けて取り組む目標を示すことを目的として、「サステ
ナビリティ方針」を制定しています（p49をご参照ください）。
また、SBSグループ3カ年経営計画「SBS Next Stage 2025」
において、サステナビリティ経営を支えるガバナンスの強化と重
要課題（マテリアリティ）への対応強化を掲げ、経営戦略とサス
テナビリティの統合を図っています。

重要課題

環境安全 人財

企業価値の向上 持続可能な社会の実現

ガバナンス

SBS Next Stage 2025
経営戦略

サステナビリティ経営

SBSグループの重要課題
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社会インフラを支える物流事業の発展を実現するためには、事故ゼロを目指した
安全への取り組みは最重要事項です。
主な重点事項：車両事故、労災事故、施設火災、サイバー攻撃、自然災害
主な取り組み：安全教育研修の取り組み推進／事業車両事故率の低減
主要KPI：車両1台当たりの事故率／従業員一人当たりの労働災害率
主なリスク：信用失墜、ビジネス活動への支障、労働災害、資金調達への影響
主な機会：信頼向上、外部の評価向上、新たなビジネスチャンス

社会と共生し、社会から信頼される企業であり続けるためには、グローバルな課題である
環境問題への対応は必要不可欠な重要事項です。
主な重点事項：気候変動、炭素削減、資源循環、大気汚染、環境保全、規制対応、燃費向上
主な取り組み：CO₂排出量の削減／排ガス含有のNOx・PM値の削減／水使用量の削減／再生可能エネル
ギー創出の取り組み／次世代自動車導入の取り組み
主要KPI：売上高当たりのCO₂排出量削減率（Scope1,2）／次世代自動車の導入／排ガス含有のNOx・PM
値（kg）／物流DX（LT×IT）の活用による物流効率化
主なリスク：対応コスト増大、社会的評判の失墜、事業活動停止、資金調達への影響
主な機会：燃費改善によるコスト抑制、先進性による差別化

安全・環境への取り組みを含む企業活動を担うのは人財です。競争力を強化するうえで
人財の育成は重要事項です。
主な重点事項：人財確保・維持、人財育成、働き方改革、健康経営、ダイバーシティ
主な取り組み：社員の能力向上・キャリア開発支援の取り組み／社員のワークライフバランス向上に向けた取
り組み／女性活躍を促進する環境整備の取り組み
主要KPI：管理職全体のなかでの女性比率／女性活躍を後押しする制度の充実化検討と具現化／年次有給
休暇取得率／男性育児休暇取得率
主なリスク：競争力の低下、ビジネスチャンスの逸失
主な機会：多様な人財による新たなる価値創出、イノベーション推進、新たなビジネスチャンス

関連するSDGs
SBSグループではマテリアリティ主要KPIにおいて、SDGsの17目標および169ターゲットのうち複数の目標・
ターゲットに対して、関連性が特に高いものを以下のとおり特定し、取り組みを進めていきます。

マテリアリティの評価について
マテリアリティの評価については、ステークホルダーの重要度評価（投資家の評価・評価機関の指標など）、ま
た、当社グループにおける重要度評価（事業戦略上の注力事項・実際の取り組みなど）に照らし合わせながら
再評価を行うとともに、重点事項を確認していくものとします。

安全

環境

人財
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SBSグループは、「全方位の物流機能を有する
3PL企業集団」としての事業活動を支える資本
を広く捉えています。事業とESGを統合的に推
進し、成長に向けた基盤を強化しています。

INPUTS 企業活動に活用する資本
資本 マネジメントの考え方

幅広い物流サービスの運用能力をさらに高める
とともに、お客様の課題解決につながる知識の
組織的な蓄積、共有、開発を進める。

人的・組織的資本

サービス提供資本

財務資本

知的資本

社会関係資本

自然資本

積極的な投資活動と財務健全性の維持との均
衡を保つ。目標とする自己資本比率を30%と
設定。株主への利益還元は、継続的な配当維
持と業績に応じた配当水準の向上に努める。

ステークホルダーとの対話を通じて各々の期
待・要請を把握し、企業活動に反映し、社会と
の共生に努める。特に、物流事業者への最も重
要な社会的要請である安全の確保に注力する。
また、企業市民として社会・地域に貢献する。

CO₂排出量の削減、資源循環の促進、天然資
源の保全を重点課題として、中・長期的な視点
で環境負荷の継続的削減を進める。

人的資本経営に関する基本戦略のもとで、従
業員の能力向上とキャリア開発の支援、ワーク
ライフバランスやダイバーシティ＆インクルー
ジョンの向上を図りながら、業務品質・生産性
の向上のための仕組みも構築・運用する。

物流施設、車両、設備・機器、情報システム、
サービス拠点をはじめとする包括的な物流業務
のインフラを、成長するニーズを十分に満たせ
る規模と品質で整備する。

SBSグループの価値創造プロセス

SBS GROUP  Integrated report 202415



指標
推移

※すべての就業人員数であり、有価証券報告書記載の数値とは異なります。

2019 2020 2021 20232022

事故率（車1台当たりの年間事故率）（%） 0.84 0.85 0.98 0.81

総資産（百万円） 180,047 254,550 301,317277,197 296,898

純資産（百万円） 54,077 68,146 102,59280,707 92,172

自己資本比率（%） 25.1 19.9 26.421.9 23.7

株主数 2,878 3,664 4,8044,501 4,247

事業拠点数 655 716 707674 678

倉庫数（自社保有+借棟数） 386 401 575412 504

車両台数 4,570 4,405 5,1654,884 5,080

フォークリフト台数 1,436 1,369 2,2781,488 2,154

設備投資額（百万円） 11,710 11,507 10,95214,501 17,859

従業員数※ 19,379 23,270 23,94423,950 23,773

研修参加実数 7,173 6,824 11,6938,966 10,658

ISO9001（品質）認証取得法人数 5 6 77 7

ISO14001（環境）認証取得法人数 7 8 99 9

ISO27001（情報セキュリティ）認証取得法人数 4 5 55 5

環境効率（CO₂排出量の売上高原単位）（t/億円） 38.09 40.77 26.6328.23 26.76

再生可能エネルギー発電能力量（kWh） 11,017 11,017 19,98711,146 12,734

静脈物流（廃棄物）取扱量（t） 8,817 9,371 10,1607,579 9,195

環境投資額（百万円） 3,202 4,444 2,0463,581 1,972

Gマーク取得事業所数 162 167 189169 177

物流研究助成件数 6 6 54 7

社会的養護を受ける学生への奨学金給付件数 57 74 5076 86

フードバンク支援費（百万円） 2.23 1.362.41 2.92

エコドライブ受講人数（累計） 1,570 1,570 1,6971,617 1,662

グループ平均燃費（km/L） 4.93 5.01 5.055.03 5.05

受賞・表彰件数 2 4 57 8

1.26 1.44 0.901.011.23ネットD/Eレシオ（倍）
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PHILOSOPHY & VISION
SBS Next Stage 2025と重点施策の展開

SBSグループの価値創造プロセス

3PL

営業体制を一元化

営業人財を増強

既存荷主様のフォローアップ体制強化

営業情報のグループ内共有

EC物流

あらゆるEC事業者様にフィットする
多様なファシリティとサービスメニュー

棚ロボット、高層型ロボットなどの
本格運用を開始

国際物流

LT×IT

物流施設へのLT導入

新規の物流センターでの
ロボット多数採用

ロジ基盤強化・拡充

物流施設の運用面積拡大

サステナビリティ経営

方針と体制の整備

人財の登用

競争力ある価格設定の実現

グループ拠点の統合

クロスセル／協働営業
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OUTCOMES

進化する社会のニーズに
応える物流システム

売上高5,000億円を早期に
達成し、さらに先を見据える

これからの3PL／4PLビジネスモデル
を支える技術・ノウハウの蓄積と活用

幅広いステークホルダーとの
信頼・協力関係を構築

気候変動の2℃目標の
実現へのロードマップ

各人財の能力とグループ
シナジーを最大化

中・長期的な価値の創造と資本の充実

人的・組織的資本

サービス提供資本

財務資本

知的資本

社会関係資本

自然資本
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挑戦のDNA

SBSグループのDNAは、新たなことへの挑戦にあります。1987
年の創業以来、不屈のベンチャースピリットを持って成長を実現
してきた当社グループは、ナショナルブランドの物流機能を担う
企業を迎え入れる中で、共に挑戦する企業集団としての規模を
拡大しています。2023年には、「“ロジスティクス・テクノロジー

物流の未来を切り開く
メガベンチャーとして、
売上高1兆円へと
前進しています。

SBSグループ代表

（LT）×IT”で成長するメガベンチャー」という言葉で、自らを再定
義しました。
私たちは、グローバルに展開する多様な物流機能、革新的なソ
リューション提案力、他の追随を許さないスピードを兼備した企
業集団として、物流の未来を切り開いています。

トップコミットメント
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“踊り場”としての2023年12月期

SBSグループの2023年度の連結業績は、売上高が4,319億円
となり、営業利益および経常利益は197億円、親会社株主に帰
属する当期純利益は100億円と、減収減益の決算となりました。
その背景には、新型コロナウイルス感染症に起因する行動制限
が緩和され経済活動の正常化が進んだ一方で、光熱費の高騰、
資源価格および生活必需品価格の上昇が続き、景気の先行き不
透明感が継続したことがありました。物流業界にとっては、国内
では半導体不況や円安に伴う物価高騰とそれに起因した買い控
えの影響が大きく、海外では海上コンテナ運賃の下落が重くのし
かかりました。このような環境は、2024年度にも十分に解消さ
れるには至らないと予想されます。
“踊り場”となった2023年度にも、成長に向けた準備を着実に進
めました。大型案件を獲得するなどの営業的な成果も得られてい
ます。当社グループは、厳しい環境が続くことを想定せざるをえ
ない2024年度も、中・長期的な視野からの取り組みを重ねてい
きます。

2023年12月期業績（連結）

売上高 4,319 億円 （-5.2％）
営業利益 197 億円 （-9.7％）
経常利益 197 億円 （-7.7%）
当期純利益 100 億円 （-14.3%）

253.20 円 （-14.3%）
 65 円 （+4円）

EPS
（1株当たり当期純利益）

1株当たり配当金

SBSグループ成長戦略

M&Aを通じた非連続的成長

物流事業の自律的成長

M&A PMI

LT×IT 物流施設 グループシナジー

物流子会社
スモールM＆A
出資案件

システム離脱・統合
本社機能集約
社名、VI変更

組織横断的な事業開発
マーケティング

LT、IT積極活用
物流施設開発＆流動化

スケールメリットと
機能拡充を追求

SBS Next Stage 2025
重点施策

3PL

ロジ基盤
強化・拡充

国際物流 EC物流

LT×IT

サステナビリティ経営

2025年数値目標

売上高

5,000億円

営業利益

275億円

SBS Next Stage 2025

SBSグループは、「SBSグループ 3カ年経営計画：SBS Next 
Stage 2025」において、2025年度までの重点施策と数値目標
を打ち出しています。
4つの重点施策は、長期的な視点から策定した成長戦略を具体
的に展開するとともに、その基礎となるサステナビリティ経営を
柱としています。
計画2年目となる2024年12月期も、引き続き各施策を進めます。
自律的成長による目標達成へ取り組みつつも、重要なM&Aの機
会はしっかりと捉えていく考えです。
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3PL

SBSグループが重点事業領域として位置付ける3PL（サード・
パーティ・ロジスティクス）では、物流施設開発と融合した独自
のビジネスモデルが高い競争力と成長力を生んでいます。新たな
ノウハウやリソースを持つ物流企業を当社グループへ迎え入れ
ながら、営業開発体制をグループ横断的に強化することで、新
規3PL受託の拡大促進と既存のお客様向け3PL事業の深掘り
を同時進行させています。2023年12月期には、メーカー物流
を手がけてきたグループ会社が新たに2件のドラッグストア様業
務を受注するなどの成果が得られました。さらに、経営視点での
ロジスティクス戦略の提案や新スキームの提供を伴う高付加価
値3PL（4PL）の受注拡大にも注力しています。
こうした戦略的なアプローチは市場分析に立脚しています。多く
の荷主様は、人件費や燃料費の上昇や労働時間規制の強化によ
り、物流機能をアウトソーシング化する志向を強めています。同
時に、高度な専門性やシステムを求める傾向があります。当社グ
ループは、3PLの豊富な実績、物流の「2024年問題」への従前
からの備え、LT・ITの提案・運用能力を基礎に、こうしたニーズ
へ顧客視点で応える構えです。2010～2022年の3PL市場規
模のCAGR（年平均成長率）は8.4%と算出されており、今後は
さらに高まると予想されています。成長する需要を着実かつ旺盛
に取り込み、2025年度に売上高2,560億円を、中・長期的には
7,000億円から1兆円を実現していく所存です。

ロジスティクス基盤

SBSグループの成長の は、ロジスティクス基盤の強化にあり
ます。物流施設を設けることでお客様が関心をお寄せくださり、
3PL業務の受託に結実する、という流れを数多く経験してきま
した。
これまでの取り組みの結果、2023年末現在の物流施設運営面
積は97万坪となりました。2024年2月の野田瀬戸物流センター
A棟の運用開始により、100万坪に到達しました。増床計画上は、
120万坪以上をすでに視野に入れています。
物流施設は、荷主様の要望にお応えする品質・機能と自由度を
備えたものを、賃料を抑えながら利用することが肝要です。その
ために当社グループは、独自の物流施設開発モデルを磨いてき
ました。価格競争力が高い土地を仕入れ、営業と企画・開発を
並行して行います。満床稼働後に、付加価値が乗った施設の信
託受益権を譲渡し、好条件でリースバック契約を締結します。こ
のようにすることで、お客様への3PLサービスの提案の具体性が
増し、なおかつ長期にわたり支払賃料を低減できます。そして、
施設の買主様には優良な投資物件を提供できます。
この独自モデルは、流動化利益を得ながら貸借対照表を膨らま
せずに次の物流施設開発に備えることを可能にします。物流事
業の規模拡大と相まって、キャッシュ・フロー創出力を拡大して
います。
また、規模拡大と並行して、次世代汎用倉庫の設計、太陽光発
電設備の併設といったアプローチによる高付加価値化にも取り
組んでいます。

3PL市場規模の拡大予測 ■マクロ物流コスト　■3PL市場規模

※JILS「2022年度 物流コスト調査報告書」、LOGI-BIZ「3PL白書」（23年9月号）のデータを
もとにSBSホールディングスが作成しました。

（兆円）
3PL売上高実績と目標

2023年度実績

2,379億円

2025年度目標

2,560億円

2010年
10

20

40

60

2040年2030年2020年

トップコミットメント
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キャッシュ・フロー創出力の推移

物流施設の開発と流動化のサイクル

キャッシュ・イン
事業成長・投資回収

■営業CF（実質）　■物流施設の投資と回収　■M＆A／ LT・IT ／その他

キャッシュ・アウト
成長投資

2019年度

+180

▲137

+126

+54
▲69
▲68

2020年度

+192

▲324

+120

+72

▲71

▲253

2021年度

+327

▲276

+179

+148

▲95

▲181

2022年度

+344

▲279

+198

+146

▲166

▲113

2023年度

+258

▲219

+139

+119

▲128

▲90

2018年度

+123

▲223

+69

▲64

▲159

+54

※フリー・キャッシュ・フローを「営業CF（実質）」・「物流施設投資・回収」・「M&A IT・LT その他」へ区分しています。

（億円）

物流施設開発

竣工

流動化着工

用地仕入

SBSグループの3PLは、物流施設開発と融合した独自のビジネスモデルが
高い競争力と成長力を生んでいます。

2024年度に流動化する不動産

新杉田物流センター（2024年1月流動化） ※上記写真
延床面積：12,000坪

深川倉庫（2024年12月流動化〈予定〉）
延床面積：1,400坪
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EC物流

これからの成長事業領域としてSBSグループがもう一つ重視し
ているのが、EC（電子商取引）物流です。日々進化するECは、効
率的で柔軟な物流を必要としています。当社グループは、2023
年度から「EC1000」プロジェクトを開始しました。2030年12月
期までに、EC物流関連の売上高を1,000億円以上とする計画
です。
ワンストップでEC物流に最適解をもたらすサービスプラット
フォーム「EC物流お任せくん」が、その中核です。EC事業者のセ
ンター運営から配送（ラストワンマイルを含む）までをトータルで
支援します。LTをフル活用し、ローコストで堅牢な物流サービス
を提供していきます。
また、2024年2月にオープンした野田瀬戸物流センターでは、
「EC物流お任せくん」の第1号拠点となる野田瀬戸物流センター
支店が同月に運用を開始しました。
本格撮影スタジオを設け、ささげ業務の一括受託を可能にした
ほか、三温度帯設備に定温庫と、幅広い温度帯に対応するなど、
あらゆるEC事業者様にフィットする多様なファシリティとサービ
スメニューでお客様のニーズにお応えします。庫内では棚搬送ロ
ボなどによる自動化・効率化を追求しています。1フロア（約1万
坪）を、EC事業者様が相乗りで物流ロボットやマテハンを利用で
きる共同利用型のセンターとしています。多くの引き合いをいた
だき、強い手応えを感じています。

国際物流

SBSグループは、お客様のグローバルな事業活動を支援するた
め、国際物流を重視しています。
国際物流は、世界情勢による影響を受けやすく、2023年12月
期は、コロナ禍による“特需”の終了や、国際関係における緊張の
高まりが重なり、売上高は33％の大幅減少を止むなくされまし
た。今期も急回復は期待できない状況です。
そうした中でも、将来への打ち手は着 と々展開しています。その
一つが、フォワーディングの共同購買を開始し、従来はグループ
会社単位で行っていた船会社との料金交渉を、当社グループ全
体で行うようにしたことです。これによって競争力のある価格設
定を段階的に実現しています。また、同地域内でのグループ会社
の拠点の統合も進めており、拠点単位で協働する動きが活発に
なってきました。さらに、主に国内企業からのお問い合わせへ応
える形で、海外物流の受託活動も推進しています。日本の品質
で、というご期待に応えていく所存です。
今期は、今後に向けた2つの大きなアクションを取っています。
一つは、International Logistics Strategy ‒ Projectと私たち
が呼んでいるもので、海外現地法人を持つグループ会社3社
（SBS東芝ロジスティクス、SBSリコーロジスティクス、SBS古
河物流）の協働によるリソースの相互活用と営業力強化です。も
う一つは、ローカル物流の強化とグローバルSCM（サプライ
チェーンマネジメント）の再構築です。M&A、物流施設開発、
3PLを軸とした国内における成長戦略の海外への展開に向けて、
検討を開始しました。

EC物流の売上高推移と計画 国際物流の売上高推移と計画
（億円） （億円）

600
FY22

654

FY23

672

FY24（計画）

721
650

700

750

新規拠点開設や
配送需要増を見込む +7.3%

0
FY22

859

FY23

562

FY24（計画）

540

500

1,000

-4%

23年度は、海上コンテナ運賃の下
落などに伴い対前年比35%減。
24年度も急回復は期待できず微
減を見込む

トップコミットメント
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LT×IT

LT×ITというアプローチで、SBSグループはその事業活動をあら
ゆる側面から進化させています。
進化は、物流施設において特に顕著です。2023年12月末まで
に、12拠点で12種のロボットが稼働しました。GTP（Goods to 
Person）、ソーティング、搬送がこれまでの主用途ですが、梱包
向けのロボットもあり、さらに拡大する計画です。2023年4月竣
工の物流センター一宮では棚搬送ロボットが大きな役割を果た
し、今年2月にオープンした野田瀬戸物流センターではAGF（自
動フォークリフト）を採用しました。EC物流向けにも、GTPをは
じめとするロボットが活躍します。お客様の商品に応じて、さらに
新たなLTを検討していきます。
LTを積極活用してローコスト化を進めていくうえで、ロボティク
スとAIを含む先端LTの導入と運用に関する検証を行う当社グ
ループの施設「LTラボ」の役割はますます大きくなると予想して
います。公開ツアーも開催し、さまざまな業界の方 と々未来の物
流の姿を共有・構想しています。

野田瀬戸物流センターA棟

同施設内に設けられた「EC野田瀬戸物流センター
支店」は、あらゆるEC事業のお客様のニーズにお応
えする機能とサービスメニューを揃える。

こうした動きを牽引し、業務の改善や創出につなげているのは、
SBSホールディングスの「LT企画部」です。専門知識を持つエン
ジニアが、技術的な検討とともに、新しいプロジェクトの提案も
担います。
実践型の技術導入を促進し、より高品質で高効率なオペレーショ
ンを実現していきます。

LT導入状況 （2023年12月末現在）

12拠点で12種のロボットが稼働
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トップコミットメント

サステナビリティ経営

SBSグループは、社会課題の解決による持続可能な社会の実現
と、持続的な企業価値の向上を、統合的に追求しています。これ
が、当社グループのサステナビリティ経営です。
2023年12月期は、サステナビリティ経営の基盤となる制度を
整備した一年間でした。サステナビリティ方針の制定、サステナ
ビリティ推進委員会の設置、重要課題の特定とKPIの設定、
TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）に基づく情報開
示、国連グローバル・コンパクトへの参画を、一気呵成に進めま
した。三菱UFJ銀行とみずほ銀行をアレンジャーとする「ポジティ
ブ・インパクト・ファイナンス」の融資契約（総額350億円）の締
結は、その副産物です。
環境面では、気候変動リスクへの対応として、2年間のメーカー
との共同試験運用を経た上で、1トンクラスの商用次世代型EV
バンの採用を開始しました。2023年12月末までに26台を導入
し、2024年12月までに営業車を中心に約40台の導入を計画し
ています。また、1.5トン車、4トン車のEV化も視野に入れていま
す。一方、水素を含むより幅広い動力源の動向にも注視し、機動
的に導入していく構えです。

人財に関しては、人権方針とダイバーシティ方針の制定（2023
年6月）と並行して、グループ各社混成での研修の実施や戦略部
門への登用を行いました。研修は次世代経営層や若手リーダー
を養成するもので、登用は新設戦略部門であるEC物流の担い
手を適材適所の観点から探すものです。振り返って、人財力の
底上げ、各社の強みの水平展開につながったと総括しており、以
後の人財開発に活かす所存です。
いわゆる2024年問題に対しては、当社グループでは以前から残
業時間管理の徹底を図っており、対応の準備はできています。
協力会社への影響まで視野に入れると、ドライバーの待遇を向
上させていくことが肝要です。
私は、グループ全ての従業員が夢を持って、生き生きと働くこと
ができる職場の形成がサステナビリティ経営の基本と考えており、
経営者として全力で取り組んでまいる所存です。

商用次世代型EVバン

EV車導入予定 （2024年12月末まで）

40台
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成長のステップ

97年度（10th year）
100億円

07年度（20th）
1,000億円

17年度（30th）
2,000億円

21年度（34th）
4,000億円

25年度（38th）

5,000億円

XX年度

1兆円30年度（43rd）

7,000億円

幅広いステークホルダーへの
価値創出を実現しながら、株主の皆様へ
利益を還元することを重視し、
配当性向30％を目標とします。

株主への還元

SBSグループは、幅広いステークホルダーへの価値創出を実現
しながら、株主の皆様へ利益を還元することを重視しており、そ
のことは2023年に改定した3カ年経営計画においても明確にし
ています。より強固な経営基盤構築に向けた内部留保の充実と
のバランスを図りながら、安定的な配当実施と業績に応じた配当
水準の向上に努めています。
2023年12月期は、計画通り1株当たりの配当金を65円へと4
円増やしました。2024年12月期は、70円とさせていただく考え
です。
これまでの積み重ねにより、配当性向は25.7％に達しました。近
いうちには配当性向30％を実現していきたいと考えています。こ
の目標水準は、M&Aの原資となる内部留保とのバランスも考慮
したものです。

売上高1兆円へ

SBSグループは、2030年度までに売上高7,000億円を達成す
ることを目標としており、その先に1兆円の大台を見据えていま
す。それと共に、営業利益率を、まずは5％へ、長期的には8％水
準へと高めることを目指します。
私はこれらの目標について、物流という仕事が「重要な社会イン
フラ事業」であるとともに、世界中の人々に夢を届ける「希望のイ
ンフラ事業」でもあることを、グループの従業員が自覚し責任を
持って臨めば自ずと達成できるものと考えています。そのために
も、当社グループの文化である「失敗を恐れず、常にチャレンジで
きる環境」、「自由闊達でフレンドリーな組織」、そして「異なる考え
や意見を拒まないオープンな社風」をさらに涵養し、全ての従業
員の能力が存分に発揮できるグループを目指してまいります。
当社グループが中・長期的に実現しようとしている未来とその過
程に関心をお寄せいただいているステークホルダーの皆様には、
深く感謝申し上げます。これからも日本と世界を広く見渡す視野
を持って、多くの方 と々の対話と連携を広げていきたいと考えて
おります。

配当性向

2023年度実績

25.7%

目標

30.0%
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グループ総合力の強化（グループプラットフォーム戦略と各社の独自戦略）
●  3PLを中心にB to B事業のさらなる増強・深化
●  EC物流の加速（ハイブリッドECプラットフォームの構築）
●  国際物流事業のグループ協働体制確立およびグローバル市場の成長取り込み

ロジ事業基盤の整備および拡充
●  物流施設・輸配送ネットワーク、EC物流機能、国際物流網等、グループの物流基盤強化
●  事業活動の主体となる人財の確保と育成
●  M&Aによる経営リソース拡充

LT×ITによる業務生産性の向上、差別化
●  省力省人化技術の活用による物流現場のさらなる合理化、人手不足に向けた堅牢な運営体質づくり
●  物流データの活用によるさらなる物流の高度化～競争優位性の確立
●  管理部門の運営効率化により、間接業務におけるローコスト追求

サステナビリティ経営基盤の強化、人的資本に関わる取り組み
●  サステナビリティ経営を支えるガバナンス強化、重要課題の取り組み
●  グループ内人財力・組織力の強化による企業価値の向上

３カ年経営計画（2023～2025年度）の骨子

計数計画
SBSグループの2025年度の目標として、連結売上高5,000億円、
営業利益275億円（営業利益率5.5%）、自己資本比率30.0%を計画
しています。海外市場の環境変化の影響が大きいとみられる2024年
度は、そこへ至るステップとして計画しています。
売上高、営業利益などの「量」重視から、「量・質両立」の経営への転
換を進めます。営業利益率をKPIとして収益構造を見直していきます。
また、不動産事業を安定収益基盤に位置付けるとともに、物流事業
で持続的な成長を実現します。
なお、計画の目標値は、M&Aを除外したものです。今後新たにM&A
を実施すると、それに伴い目標値も変動することになります。

2025年度へ向けた計数計画

売上高
（対前年伸長率）

営業利益
（営業利益率）

自己資本比率

物流事業

物流事業

不動産事業
その他事業

不動産事業
その他事業

22年度実績

154
62

23.7%
4

4,332

4,554
（12.9%）

218
（4.8%）

134
87

155
75

25.5%
3

4,335

4,570
（0.3%）

228
（5.0%）

143
92

23年度計画

115
79

26.4%
3

4,086

4,319
（-5.2%）

197
（4.6%）

138
93

23年度実績

130
79

-
4

4,248

4,500
（4.2%）

210
（4.7%）

151
100

24年度予想

190
80

30.0%
5

4,681

5,000
（CAGR 4.5%）

275
（5.5%）

219
100

25年度計画

（億円）

連結売上高5,000億円の
実現に向けて着実なステップを
踏んでいきます。

SBSグループ3カ年経営計画
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主要グループ会社の成長戦略

売上高と営業利益

売上高 営業利益
（億円） （億円） （%）

22年度
実績

23年度
実績

25年度
計画

3,800

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

5,200

0

50

100

150

200

250

300

4.4

4.6

4.8

5.0

5.2

5.4

5.6

5.8

4,332

134
87

4,086

138
93 4,681

219

100

22年度
実績

23年度
実績

25年度
計画

25年度連結
275億円25年度連結

5,000億円

154

62

4

115

79

3

190

80

5

 ■ 営業利益率

■ その他事業

■ 不動産事業

■ 物流事業

投資

20～22年度（実績） 23～25年度（計画）

総投資額
550億円

総投資額
980億円

経常投資
160億円

戦略投資
820億円

戦略投資
420億円

M&A投資
297億円

経常投資
130億円

物流施設

DX（LT×IT）

人的資本

ESG

M&A

成長への投資

550億円
+

M&A 297億円

980億円

SBS東芝ロジスティクス
　　● メーカー SCMの上流工程における物流提案（4PL）
　　● 家電、半導体、超重量品、医薬機器などのプラットフォームを活用した新規営業
　　● 人事・処遇制度見直し、業務プロセスのDX化

SBSリコーロジスティクス
　　● SBSグループを牽引するリーディングカンパニーを目指す
　　● 強みとする精密機器、オフィス用品のEC物流をベースに、新たにチャレンジする業界・領域を絞り込む「狙い撃ち戦略」で新規案件を獲得

SBSロジコム
　　● グループの“風土メーカー”として、グループ会社間のハブ的な役割を担う
　　● 営業開発を支える人財確保、経営基盤再整備
　　● 物流施設増床と空床整理を通じ資産効率を向上させる
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■営業利益
■経常利益

10,176
10,172

21,844
21,404

20,706
20,489

10,960
10,883

2019

2023

2022

2021

2020

19,719
19,747

営業利益および経常利益 （百万円）

255,548

455,481

403,485

257,192

2022

2023

2021

2020

2019

431,911

売上高 （百万円）

10,790

11,732

6,826

6,0792019

2023

2022

2021

2020

10,056

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円）

■物流事業 94.6%

■不動産事業 3.2%

■その他事業 2.2%

事業別売上高構成

2023年度

売上高と利益

SBSグループの、2023年度の売上高は4,319億11百万円で、
前連結会計年度から235億69百万円減少しました（前連結会計
年度比5.2%減）。売上高総額の94.6%を物流事業が占め、不動
産事業は3.2%、その他事業は2.2%です。
営業利益は、197億19百万円で、 前年度から21億24百万円
減となりました（同9.7%減）。
また、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度
より16億75百万円減少し、100億56百万円となりました（同
14.3%減）。

4,319億円

-5.2%

物流事業 4,086億円 -5.7%

不動産事業 138億円 +3.5%

その他事業 93億円 +6.5%

売上高

197億円

-9.7%

物流事業 115億円 -25.4%

不動産事業 79億円 +26.7%

その他事業 3億円 -10.7%

営業利益

100億円

-14.3%

親会社株主に帰属
する当期純利益

事業概況と財務状況
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国内物流新拠点開設
コスト増等

海外物流運賃下落
物流減

光熱費上昇

為替

前期一過性費用の減少

その他

流動化

2022

2023

21,844

-2,800

-2,006

-195

+89

+632

+358

+1,538

賃貸 +141

その他 -42

調整額 +160

19,719　前期比 -2,124（-9.7%）

2022

2023

国内物流物量増減・新規顧客獲得等

国内物流料金適正化

為替

流動化

455,481

431,911　前期比 -23,569（-5.2%）

■物流事業
主力の物流事業では、既存顧客との取引拡大に加え、高い物流
機能を求める新規顧客の獲得や、EC物流の需要取り込みなど
に注力しましたが、企業間物流における海外事業の運賃下落や
物量減、家電・半導体などの取扱量減少といった影響により、
2023年度の物流事業の売上高は前連結会計年度より246億
10百万円減（△5.7％）の4,086億84百万円、営業利益は同39
億22百万円減（△25.4％）の115億１百万円となりました。

■不動産事業
不動産事業は、開発事業と賃貸事業で構成されます。開発事業
では、グループ内での3PL、4PL事業を推進するために、顧客の
物流ニーズに合った大型物流施設の土地の取得から建設まで一
貫して行います。賃貸事業では、グループで保有する物流施設、
オフィスビル、レジデンスなどから賃貸収益を得ています。当社
は、将来の投資に向け物流不動産を流動化し資金を回収してお
り、流動化に伴い計上する収益は不動産事業に含めています。
2023年度における不動産事業については、第1四半期において
横浜金沢物流センター（神奈川県横浜市）の信託受益権の一部
譲渡ならびに東扇島倉庫（神奈川県川崎市）の譲渡を実施した
ことなどにより、売上高は前連結会計年度より4億75百万円増
（+3.5％）の138億99百万円、営業利益は同16億79百万円増
（+26.7％）の79億62百万円となりました。

■その他事業
その他事業の主なものは、人材派遣事業、マーケティング事
業、太陽光発電事業および環境事業です。2023年度におけ
るその他事業の売上高は前連結会計年度より5億66百万円
増（+6.5％）の93億28百万円、営業利益は同42百万円減（△
10.7％）の3億59百万円となりました。

設備投資

当社グループの2023年度における設備投資の総額は109億52
百万円です。物流事業では、物流施設の用地取得や建設、車両
の経常的な更新などに93億94百万円を投資しました。不動産事
業では、賃貸用不動産の修繕などに総額50百万円を投資しまし
た。その他事業では、太陽光発電設備の増設などに総額5億16
百万円を投資しました。全社資産では、自社利用ソフトウェアの
購入、本社の内部造作などに総額9億91百万円を投資しました。

設備投資額の推移 （百万円）

2019 2020 2021 2022 2023

総額 11,710 11,507 14,501 17,859 10,952

物流事業 10,899 10,971 12,544 15,183 9,394

不動産事業 153 75 145 913 50

319 107 128 53 516その他事業

338 353 1,682 1,709 991全社資産

売上高推移の要因分析（セグメント別） （百万円）

営業利益推移の要因分析（セグメント別） （百万円）

+1,314

+1,510

+2,138

+232

賃貸 +243

その他 +566

-29,572

※自社利用ソフトウェアの購入額は、従来は「その他事業」に含めていましたが、2021年度より
「全社資産」に含まれています

設備投資

109億円

海外物流運賃下落・物量減

物流
前期比 -24,610
（-5.7%）

不動産　前期比 -475（+3.5%）

物流　前期比 -3,922（-25.4%）

不動産　前期比 +1,679（+26.7%）
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資産と負債

2023年度末における総資産は3,013億17百万円となり、前連
結会計年度末に比べ44億19百万円増加しました。これは主に、
棚卸資産などの流動資産の増加によるものです。
負債は1,987億24百万円となり、前連結会計年度末に比べ60
億１百万円減少しました。これは主に、買掛金および短期借入金
の減少などによるものです。
純資産は1,025億92百万円となり、前連結会計年度末に比べ
104億20百万円増加しました。これは主に、親会社株主に帰属
する当期純利益の計上による利益剰余金の増加などによるもの
です。

財務基盤の動向

当社グループは、中・長期的な視点から事業の持続的成長、収
益力および資本効率の向上を図る方針です。また、重要な事業
戦略、投資戦略の一環として、物流施設の自社開発と流動化サ
イクルを計画的に循環させることで、3PLおよび4PL事業の安定
的成長を図る独自のビジネスモデルを推進しています。積極的投
資により収益力を高めるとともに財務の健全性を堅持し、売上高
営業利益率5.5%、自己資本比率30%の達成を中期的な目標と
して掲げ、これを判断指標と位置づけています。
2023年度の売上高営業利益率は4.6%（前連結会計年度比
-0.2%）、自己資本比率26.4％（同+2.7％）となっており、引き続
き収益性の向上および財務の健全性を意識した事業運営を行
い、投資と回収の最適なバランスを実現していきます。

事業概況と財務状況

自己資本比率

26.4%

現金および現金同等物期末残高

296億円

普通株式1株当たりの期末配当金

65円

キャッシュ・フローの状況

2023年度末における現金および現金同等物は、前連結会計年
度末に比べ30億7百万円減少し、296億60百万円となりました。
各キャッシュ・フローの主な内訳は以下の通りです。

営業活動によるキャッシュ・フロー
営業活動により得られた資金は、141億13百万円となりました。
前連結会計年度の224億7百万円の収入と比べて、利益の減少
などにより82億94百万円収入が減少しました。

投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動により使用した資金は、101億84百万円となりまし
た。前連結会計年度の158億95百万円の支出と比べて、固定
資産の取得支出の減少などにより57億11百万円支出が縮小
しました。

財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動により使用した資金は76億47百万円となりました。前
連結会計年度の4億89百万円の収入と比べて、短期借入金の
返済支出などにより81億37百万円支出が増加しました。

株主還元

当社は、株主への利益還元を経営の重要施策のひとつと位置づ
け、より強固な経営基盤の構築のために内部留保の充実を図る
とともに、安定的な配当実施と業績に応じた配当水準の向上に
努めることを利益配分に関する基本方針としています。
また、当社は、年1回剰余金の配当を行うことを基本方針として
おり、会社法の関連規定に基づき取締役会の決議をもって剰余
金の配当などを行う事ができる旨定款に定めています。
当社は、上記の基本方針のもと、2023年度の業績および財務状
況などを総合的に勘案し、普通株式1株当たりの期末配当金を
65円としました。これは、前連結会計年度に比べ4円の増配とな
ります。
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キャッシュフローの状況

24.3318 1,3112014

22.5280 1,2482015

26.6325 1,2232016

28.5364 1,2782017

23.1397 1,7172018

25.1451 1,8002019

19.9507 2,5452020

21.9606 2,7712021

23.7

26.4

703 2,9682022

2023

■自己資本　■総資産 （億円）

■営業活動によるキャッシュ・フロー
■投資活動によるキャッシュ・フロー
■財務活動によるキャッシュ・フロー

自己資本比率の推移 自己資本比率（%）

連結貸借対照表の推移 （億円）

総資産

2,968
億円

2022
年度末

総資産

3,013
億円

2023
年度末

+44

1,460

1,503

1,508

+11,509

1,146

△1141,032

900

+54954

921

+1041,025

流動資産

固定資産

流動負債

固定負債

純資産

+43

配当推移

１株当たり配当金（円）

１株当たり当期純利益（円）

１株当たり純資産（円）

配当性向（%）

2018年
12月期

22

111.01

1,001.05

19.8

2.3

2019年
12月期

30

153.06

1,136.22

19.6

2.8

2020年
12月期

35

171.88

1,277.92

20.4

2.9

2021年
12月期

55

271.67

1,527.58

20.2

3.9

2022年
12月期

61

295.39

1,772.04

20.7

3.7

2023年
12月期

65

253.20

2,003.63

25.7

3.4

2024年
12月期（予想）

70

264.37

-

26.5

-純資産配当率（%）

2021

2022

2023

795 3,013

27,472
-22,343

-9,278

14,113
-10,184

-7,647

22,407
-15,895

489

SBS GROUP  Integrated report 2024 32



SBSグループは、企業物流をトータルに支援する「3PL」を重視し、その強みをさらに拡充しています。
戦略的・横断的な視点から経営課題の解決に貢献する4PLにも取り組んでいます。

経営戦略の中核に3PLを位置付ける

SBSグループが経営戦略の中核に置く3PL（サード・パーティー・
ロジスティクス）は、「荷主に対してロジスティクス改革を提案し、
包括的にロジスティクスサービスを受託する業務」です。お客様
が描く「ロジスティクスのあるべき姿」の実現に向けて、サプライ
チェーン領域で発生する輸送、梱包、保管、荷役、情報管理といっ
た多岐にわたる業務機能を、お客様に代わって企画・運用してい
ます。
当社グループでは、荷主企業様との直接契約、中・長期計画、
複数業務の一括受託という条件を満たす物流業務を3PLとして
定義し、3PLがもたらすメリットの最大化へ一貫して取り組んで
います。当社グループが鍛え上げてきたローコストオペレーショ
ンを基礎に、コンサルティング、情報システム、物流センターといっ
た要素を柔軟に組み合わせ、幅広い業種・業態のお客様へ、価
値ある3PLサービスを提供しています。
3PLの付加価値を高め、経営戦略に沿ったロジスティクス戦略
を提案し具現化する（経営課題を解決する）ことを、SBSグルー
プでは「4PL」と呼び、その事例を積み上げてきています。中・長
期的な視点から、サプライチェーン全体の最適化に向けた施策
を構想し、お客様とともに推進しています。

提案力
● 全体最適による物流改革提案
● データ分析を重視した提案
● 物流現場を熟知した提案

情報力
● 情報システムの開発から運用まで提案
● 独自開発のセンター管理システム

開発力
● 物流センターを独自開発、提供できる
● 最適施設でコスト削減を最大化できる

運営力
● 鍛え抜かれたローコストオペレーション
● 改善活動による効率・品質を成長させる現場

SBSグループの3PLの強み

3PLの戦略的展開
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各領域における3PLの展開

多様な強みを持つ物流事業者の集合体であるSBSグループは、
3PLを多層的に展開しています。
複数の電鉄系物流会社を前身に持つSBSロジコムは、メーカー、
チェーン小売業、ネット通販など多種多様な業種のお客様向け
に3PLサービスを提供し、国際一貫輸送から物流センター運営、
店舗配送など多岐にわたる業務を手掛けています。BCP（事業継
続計画）としての物流機能強化を受託している事例もあります。
三温度帯（冷蔵、冷凍、常温）の食品物流を提供するSBSフレッ
クは、食品メーカーの生産拠点からお得意先までの物流管理業
務をワンストップで担う「食品3PL」サービスを提供し、食の安心・
安全、商圏拡大への対応、そして物流の効率化とコスト削減へ
のニーズに応えています。
精密機器メーカーの物流子会社としての実績を持つSBSリコー
ロジスティクスは、その技術・ノウハウと事業インフラを最大限に
活かした3PLサービスを提供。精密機器物流をはじめ、高い専
門性が要求される電子部品や機械部品の物流、工場のニーズに
応える調達生産物流、複雑化する納品業務をサポートする量販
店向け物流やオフィス通販物流、さらには化粧品・医薬部外品
物流まで、幅広いお客様を支援しています。
電機メーカーのロジスティクス機能分担会社として、経営的視
点に立ったソリューション提供の経験を積み重ねてきたSBS東
芝ロジスティクスは、4PLベースの業務を自ら手がけるとともに、
SBSグループ各社へのノウハウ共有も担っています。

3カ年経営計画の重点施策として

SBSグループ 3カ年経営計画：SBS Next Stage 2025では、
重点施策1（グループ総合力の強化）の筆頭に3PLを位置付けて
います。3PLを中心に、B to B事業のさらなる増強・深化を進め
ていく計画です。新規受託に向けては、お客様のサプライチェー
ン全体を対象とした営業活動を展開し、広い視野で未受託領域
を開拓します。
既存のお客様には、ニーズに照らした改善提案のほか、物流プ
ラットフォームを活用した周辺領域への受託活動に取り組んでい
ます。そして、4PLの受注拡大のためには、高度な知識を持つ人
財育成に注力しています。

チェーンストア向けのソリューションを提供
SBSリコーロジスティクスは、コンビニ、食品スーパー、ドラッ
グストア、ホームセンターといったチェーンストア様向けの物流
ソリューションとして、一括物流センターの運営を代行していま
す。SBSグループが保有する物流施設や、当社が賃借・管理す
る物流施設の一部スペースをお客様専用の一括物流センター
として運用します。セン
ターに送られてくる商品の
荷受け、検品、一時保管、
ピッキング、仕分けといっ
た一連の庫内業務や、店
舗への配送業務にも対応
しています。

※市場占有率：月刊「LOGI-BIZ」2023年9月号「3PL白書」のデータに基づき当社作成

2.1547FY16

2.1588FY17

2.9889FY18

4.01,262FY19

3.71,206FY20

5.52,146FY21

5.52,282FY22

2,379FY23

2,381FY24（計画）

FY25（計画）

■3PL（億円）3PL事業高推移と市場占有率※

2,560

市場占有率（%）
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名称

東北低温DC SBSフレック

所在地

宮城
2022年12月末までの運営面積 813,100

2023年12月末の運営面積 968,200

2024年1月以降の増床計画 246,300

運営面積合計（既存+計画中） 1,214,500坪

3,400

稼働（連結）時期

2023年2月 賃借

小規模増床 SBS東芝ロジスティクス埼玉・岡山 6,1002024年度中 賃借
厚木センター（仮称） SBSフレック神奈川 4,3002024年9月 一棟賃借
一宮センター SBSフレック愛知 2,6002024年2月 賃借
野田瀬戸A棟 SBSアセットマネジメント千葉 43,8002024年2月 自社開発

三重倉庫 SBS東芝ロジスティクス三重 6002024年4月 自社開発
横浜福浦物流センター（仮称） SBSリコーロジスティクス神奈川 18,0002024年8月 一棟賃借
タイ土地 SBS東芝ロジスティクスタイ 8,000計画中 自社開発
富里開発計画 SBSアセットマネジメント千葉 30,0002024年8月（着工予定） 自社開発
野田瀬戸B棟 SBSアセットマネジメント千葉 39,500計画中 自社開発
所沢土地A SBSロジコム埼玉 7,000計画中 自社開発
所沢土地B SBS即配サポート埼玉 4,000計画中 自社開発
横芝光町土地 SBSロジコム千葉 60,000計画中 自社開発
かすみがうら市土地 SBSロジコム茨城 20,000計画中 自社開発
八潮土地 エルマックス埼玉 2,400計画中 自社開発

丸岡営業所 SBSリコーロジスティクス福井 1,3002023年3月 賃借
物流センター一宮 SBSリコーロジスティクス愛知 17,4002023年4月 自社開発
大阪住之江物流センター SBS東芝ロジスティクス大阪 5,7002023年4月 一棟賃借
柏崎倉庫 SBS東芝ロジスティクス新潟 6002023年10月 自社開発
2023年 国内増減 SBSグループ全国 51,7002023年 賃借
海外拠点集約 SBSグループ海外 75,0002023年 賃借

種別 延床面積／坪 運営会社

物流施設の増床計画 （2023年期末時点）

3PLインフラの継続的な強化

3PLサービスがもたらすメリットをより多くのお客様に届けられる
よう、当社グループでは事業インフラの整備を計画的に進めてい
ます。
3PLを支えるインフラとして最も重要なものは、物流施設です。
当社グループでは、物流施設の運営面積として100万坪を実現
することを一つの目標としてきました。2023年末時点で96.8万
坪となり、2024年2月の野田瀬戸物流センター A棟の竣工でつ
いに達成しました。これは通過点と捉えており、計画中のものも
含めると運営面積はすでに120万坪を超えています。
3PLによる物流の効率化は、LT（ロジスティクス・テクノロジー）
の発展によって加速しています。IT・LTへの積極投資により、当社
グループが運営する物流システム全体の更新さらには再設計を進
めています。物流施設は、ロボットやAIシステムを含む最新の技
術の導入により、新世代の3PLサービスの基礎となっています。
運用車両の拡充・更新と管理手法の刷新、3PLに関わる組織の
整備・再編成、そして3PLを担う人財育成への継続的な投資な
ども重視しています。

そして、3PLを財務面から支える仕組みとして、物流施設開発を
中心とした投資と回収のサイクル、機動的な運転資金の確保を
可能にするキャッシュ・マネジメント・システムを確立し、事業成
長や環境変化に伴う改善も重ねています。

キャッシュ・マネジメント・システムの活用
当社グループの主たる運転資金は、傭車費、外注費、人件費などの売上原価、販売費お
よび一般管理費などの営業費用です。また、投資を目的とした資金需要としては、車両の
経常的な更新、子会社・関連会社株式の取得、物流施設の自社開発に伴う用地取得、建
設工事代金、設備投資といったものがあります。
当社グループでは、持ち株会社がグループ全体の必要資金を一括で調達しています。複
数の取引銀行から運転資金を機動的に確保できる与信枠の設定を受けていることに加
え、投資を目的とした資金需要に対しては長期資金を計画的に調達しています。調達し
た資金は、キャッシュ・マネジメント・システム、具体的には子会社間の資金の過不足調
整（キャッシュ・プーリング）や支払い業務の代行などを通じ、グループ内で最大限に有
効活用しています。

※100坪未満四捨五入

物流施設運営床面積 （既存＋計画中、2024年2月時点）

1,214,500坪

3PLの戦略的展開
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賃貸物件数 31物件

SBS独自の物流施設開発モデル

物流施設
開発

3PL事業サイクル

開発サイクル

用地取得

顧客開拓

着工 受注提案流動化安定稼働

竣工

現場
立ち上げ

回収フェーズ 投資フェーズ

ライセンスや知見を
活かし、価格競争力が
高い土地の仕入れ

運営面積の5割程度
の運営見込みが立て
ば着工

満床稼働、オペレー
ション安定後、信託受
益権譲渡

営業活動を継続しつ
つ、LT、ITの企画設計
を行う

物流センター一宮

2023年4月にオープンした物流センター一宮はSBSグループに
とって中部エリア初となる自社物流施設です。名神高速道路一
宮ＩＣまで約4kmと交通アクセスに優れ、これまで近隣の複数の
物流センターで行っていた事業を集約するとともに、新規顧客事
業も手がけます。EC物流事業の稼働に向け、棚搬送ロボットな
どLT（ロジスティクス・テクノロジー）機器を本格導入し、自動化・
省人化を追求するほか、屋上に太陽光パネルを敷設して電力消
費の一部を賄います。

自社保有拠点 30拠点
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SBSグループリスク管理会議

物流事業者の経営環境における不確実性は、国際情勢の変動や地球環境をめぐる動向などにより増大しています。SBS
グループは、注視すべきリスクを広い視野で特定し、その性質や影響を分析して、効果的な管理に努めています。

リスク管理のプロセス

対処すべき主要なリスク

SBSグループの短期および中・長期的な経営成績、株価お
よび財務状況に影響を及ぼす可能性があるリスク事象とし
て、現在は15のカテゴリーを設けています。主に外的要因
によるもの、内的要因によるもの、その両方の側面を有する
ものといった違いはありますが、経営の健全性と持続可能性
を高める観点から、これらを包括的に管理しています。

 SBSグループリスク管理規程（骨子）

● 基本方針
SBSグループの役員および従業員は、SBSグループの社
会的な存在意義に鑑み、日常から人の生命・身体の安全
確保を最優先としてリスクを管理し、リスクが顕在化した
場合には、リスクの収束および損失の最小化ならびに速や
かな復旧に努める。

● リスク管理会議の設置と運営
　リスク対策のモニタリング・評価・承認

● 有事のリスク対応
　「事業継続計画書」の規定

リスク管理の方針と体制

SBSグループでは、「SBSグループリスク管理規程」を定め、
経営活動の脅威となり得るすべてのリスク事象の管理を図っ
ています。影響が直ちに現れる事象はもちろん、中・長期的
な視点から対処すべきだと判断されるリスクについても、管
理の対象としています。
グループ全体でのリスク管理を継続的に行っていくために、
グループ各社から選任された委員で構成される「SBSグルー
プリスク管理会議」を設置しています。原則として年間2回開
催する同会議では、リスクをグループ全体とグループ各社に
分け、各々のリスク対策状況のモニタリングを実施し、リスク
発生の未然防止と、緊急事態によって発生する被害の抑制
に取り組んでいます。

リスク管理のプロセス

SBSホールディングスおよび各グループ会社では、まず部
門ごとに対応すべきリスクを洗い出します。そして、各リスク
発生の可能性、起こった場合の影響度、制御の可能性など
を精査・分析します。そのうえで対応策を実行し、リスクに
よる損害や損失の予防と最小化を図っています。
SBSグループリスク管理会議では、 SBSホールディングスお
よび各グループ会社からの報告を受け、リスク対策の実施状
況やその有効性に関する検証・評価を行います。その結果を
「SBSグループサステナビリティ推進委員会」へ報告し、承認
を得ています。
こうしたサイクルを年次で回し、既存のリスクへのより適切
な対応だけでなく、新たに浮上するリスクへの早期対応にも
努めています。

洗い出し

精査・分析

対応策の実行

検証・評価

SBSグループサステナビリティ推進委員会への報告

経営リスクの管理
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顧客の確保を前提とした物流施設の
開発
※入居する荷主あるいは販売先を決定し、用途
や仕様あるいは賃料や賃貸期間などを明確に
したのちに着工しています。

開発工程のきめ細かい管理
開発した物流施設を流動化する多様な
スキームの準備

物流施設の流動化および営業キャッ
シュ・フローなどによる有利子負債の
返済
資金調達における取り決めの工夫（金
利の固定化など）
資金調達手段の多様化

国内景気の大幅な落ち込みによる消
費の低迷、極端な円高や海外景気の
深刻な落ち込みによる輸出入量の減
少に起因する受注件数の減少や輸
配送料金への押し下げ圧力などが起
こる可能性があります。

顧客を計画どおりに獲得できない場
合の売上・利益への影響は、投資額
により無視できない大きさになる場
合があります。また、売上および利
益が一定の時期に偏る場合や遅延
が生じる場合についても同様です。

世界的な原油価格の高騰や為替相
場の影響による燃料価格の想定を超
えた値上がりやコスト増加相当分を
運賃に転嫁できない状況が起こる可
能性があります。

戦略投資への資金調達困難、借入
金の調達金利上昇が起こる可能性
があります。また、環境悪化の度合
いによっては、一部の借入金に付さ
れている財務制限条項へ抵触する可
能性があります。

予期できない事情などにより、買収
や提携後の事業計画の進捗が当初
見通しに比べ大幅に遅れる可能性
があります。

景気の変動によるリスク

【短期】

発生可能性

影響度

制御可能性

不動産事業のリスク

【短・中期】

発生可能性

影響度

制御可能性

燃料価格高騰によるリスク

【短・中・長期】

発生可能性

影響度

制御可能性

金融環境悪化によるリスク

【短・中期】

発生可能性

影響度

制御可能性

M&Aのリスク

【短・中期】

発生可能性

影響度

制御可能性

事前デューディリジェンスの徹底
被買収企業の経営層との丁寧な調整
PMI（ポスト・マージャー・インテグレー
ション）の計画的推進
※資本参加・提携においても、これに準じる取り
組みを行っています。

主要なリスクの管理状況

対応状況影響概要

事業の多様化推進
取引先企業の拡大などによるリスク
分散
上記施策と併せた事業ポートフォリオ
の充実化・最適化推進
グループ内連携による営業活動やオペ
レーションの効率化

SBSグループの不動産事業は、物流
施設等の不動産の開発と、その顧客
への提供（販売および賃貸）とを主た
る活動としています。開発した不動
産をご利用いただくお客様が計画ど
おりに獲得できない場合、売上・利
益の減少要因になります。また、物
流施設の受注時期、規模や仕様、完
成時期、販売時期によって売上およ
び利益が一定の時期に偏る場合や
遅延が生じる場合があります。

重要な成長戦略としてM&Aの実施
や3PL事業推進のための物流施設
開発を行うにあたり、資金は主に金
融機関からの借入で調達しており、
金融環境の悪化はコスト増の要因と
なります。

既存事業の規模拡大や新事業分野
に進出するに際し、事業戦略の一環
としてM&Aや資本参加、資本提携
などを行います。これらが当初の計画
どおりに進まないリスクがあります。

SBSグループの事業は、国内外の経
済、景気動向および顧客企業の輸送
需要の動向に影響を受けます。

物流事業には軽油、ガソリンなどの
燃料の使用が不可欠ですが、原油価
格の高騰や為替相場の影響により燃
料価格が上昇した場合、コスト増の
要因となります。

市場動向を注視した燃料価格の変動
（予測）を織り込んだ予算の作成
グループ共同購買
エコドライブ、段階的な次世代自動車
の導入などによる、より燃料効率の高い
物流サービスへの転換

リスク
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主要なリスクの管理状況

各事業拠点・車両の衛生管理を徹底
従業員には国の指針に従った感染防
止・拡大抑制対策を徹底

「SBSグループ運輸安全推進会議」の
もとでSBSグループ全体の運輸安全
マネジメントを継続的に運営
「教育・啓発」「事故防止」「安全運転管
理」の三本柱で運輸安全を推進

法制度変更によるリスク

【短・中期】

発生可能性

影響度※1

制御可能性※1

自然災害等の発生による
リスク

【短・中・長期】

発生可能性

影響度

制御可能性

感染症によるリスク

【短・中期】

発生可能性

影響度

制御可能性

重大事故の発生による
リスク

【短期】

発生可能性

影響度

制御可能性

システムダウンによる
リスク

【短・中期】

発生可能性

影響度

制御可能性

対応状況影響概要

SBSグループの主力である物流事業
では、貨物自動車運送業、倉庫業、
通関業など物流に関する各種事業
法、不動産事業では建築基準法や
金融商品取引法が、人材事業では労
働者派遣法など、さまざまな法令の
規制を受けており、社会情勢の変化
に応じてこれらが変更される場合が
あります。

SBSグループの事業では、重大な感
染症の大流行が起こると、感染拡大
抑止のために、通常は行わない対策
を取らざるを得ないほか、悪くすると
オペレーション継続さえ脅かされる
場合もあり得ます。

SBSグループでは、トラックなどによ
り公道を利用して顧客の商品、製品
の輸送を行っていることから、交通事
故のリスクとは常に隣り合わせです。

SBSグループでは、顧客の貨物情報
の管理、倉庫管理、通関処理などの
業務システムから会計や人事給与シ
ステムなどの社内システムまでコン
ピュータやネットワークを使用してお
り、これらが故障、ウイルス、サイバー
攻撃、自然災害などによってシステ
ムダウンあるいは誤作動するリスク
があります。

SBSグループでは、トラックによる輸
送や物流センター運営を主体に事業
を行っており、自然・人為災害等の
影響を受けます。特に、首都圏の旺
盛な物流需要に対応するため、SBS
グループの物流拠点も首都圏に多く
立地しており、首都圏が影響を受け
ると、SBSグループ にも著しい影響
が生じます。

大規模災害などの事態が発生した場
合、荷主企業や当社施設の被災、交
通網の混乱・遮断、ライフラインの
停止などにより、SBSグループのオ
ペレーションが寸断され、物流サー
ビスの一部または全体が提供できな
くなる可能性があります。

感染症の大流行の発生は、SBSグ
ループの事業活動にさまざまな制約
をもたらします。感染防止対策を取
ることはコスト増の要因になります。

故障、ウイルス、サイバー攻撃、自
然災害などによってシステムダウン
や誤作動が発生した場合、顧客や取
引先へのサービス提供の中断、業務
処理の遅延や混乱をきたす可能性が
あります。また、意図せずに第三者
へ被害を及ぼす恐れもあります。

多くの人命を失う重大な事故を起こ
した場合、被害者からの訴訟やお客
様の信頼や社会的信用の低下、車
両の使用停止や営業停止の行政処
分などを受ける可能性があります。

関連する諸法令が社会情勢の変化
に応じて制度の改正・強化・解釈の
変更などを行うことにより、新たな費
用負担が発生したり、事業展開の変
更を求められたりする可能性があり
ます。

業界団体などを通じた情報収集
法制度の変更をあらかじめ想定した準
備・対応（取引先・協力会社への支援
を含む）

BCP（事業継続計画）の策定を通じた災
害状況の想定と対応策の準備
大規模災害等に備えた訓練の定期実施
事業に使用する主要な建物の耐震性の
確保
主要事業拠点の可能な範囲での分散化

「SBSグループCSIRT会議」のもとで
グループ全体のセキュリティ対策と教
育・啓発を推進
AIを用いたウイルス対策ツールや次世
代ファイアウォールによる防御の強化
SOC（Security Operation Center）
サービスによる監視・確認機能の強化
第三者による検証

リスク

経営リスクの管理

※1 物流の2024年問題の重要度と当社グループの対応に鑑み、影響度と制御可能性を1ずつ上げました。
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企業倫理規程において顧客情報の適
正な管理を明記
情報セキュリティマネジメントの一環と
して、顧客情報、個人情報の適正管理
のための対策を継続的に実施

「SBSグループ行動憲章」と「SBSグ
ループコンプライアンス規程」を制定
グループ各社が参加する「SBSグルー
プコンプライアンス会議」を中心に、啓
発活動や違反事案の監視・確認・調
査・改善を実施
意識啓発ツールの配付と意識調査の
定期実施

事業展開先の国・地域に関する継続的
な情報収集・分析
非常時の代替的手段の確保

能力のある人財を、新卒・中途を分け
隔てせずに積極的に採用
人財育成基本方針に則り、グループ各
社の全従業員を対象にさまざまな教育
研修を実施し、能力向上とキャリア開
発を支援
ダイバーシティと働きやすい職場づくり
の推進
段階的な待遇改善

顧客情報の流出リスク

【短・中期】

発生可能性

影響度

制御可能性

コンプライアンスによる
リスク

【短・中期】

発生可能性

影響度

制御可能性

国際展開によるリスク

【短・中期】

発生可能性

影響度

制御可能性

人財の獲得と人財育成の
リスク

【中・長期】

発生可能性

影響度

制御可能性

気候変動によるリスク

【中・長期】

発生可能性

影響度

制御可能性

※詳細はp41～44を参照

顧客情報の流出やデータ喪失などの
事態を発生させてしまった場合には、
お客様からの信用が毀損され、業績
および財務状況に影響を及ぼす可能
性があります。

関連規制への抵触や、役員、従業員
による不正行為が発生した場合、
SBSグループの社会的な信用の低
下、顧客からの取引停止、多額の課
徴金や損害賠償の請求などの事態を
招く可能性があります。

経済状況の変化、景気の後退、為替
レートの変動、政治または法規制の
変化、テロ・戦争・疾病の発生など
の要因による社会的混乱、進出地域
の文化および国際標準の理解不足
からくるトラブル、国際規範・規格・
ガイドラインへの抵触などの可能性
があります。

人財を適時確保できない場合や人財
が大量に社外へ流出した場合、ある
いは人財の育成がSBSグループの計
画どおりに進捗しない場合には、事
業展開、業績および成長見通しに大
きな影響を及ぼす可能性があります。

市場を取り巻く環境や制度の変更に
より、CO₂排出の価格上昇、低排出
技術への移行費用の発生といった事
業支出の増加要因が生じます。また、
物理的な影響は、事業資産への損
害やオペレーション能力の低下をも
たらす場合があります。

低炭素化を前提とした計画的な事業
戦略・環境戦略の推進
環境経営体制の強化
有事に備えた備蓄
災害対策マネジメントの強化

対応状況影響概要

SBSグループでは、将来にわたって
成長を続けていくために海外での事
業展開に取り組んでいますが、その
ような事業は事業展開先の国・地域
の情勢に影響を受けます。

気候変動に伴い、国際合意に基づく
CO₂排出規制強化や炭素価格の導入
が進む可能性があります。また、海水
面の上昇による港湾部の事業拠点の
浸水被害、風水害や豪雪による交通
網の遮断・混乱や電気・水道などのラ
イフラインの供給停止による影響、異
常気象のもとでの従業員の健康被害
（熱中症など）といった事象が発生する
可能性があります。

SBSグループでは、人財の重要性を
認識し、採用活動や教育研修に注力
していますが、必要な人財を継続的
に獲得するための競争は厳しく、計
画どおりに進捗しない可能性があり
ます。

SBSグループでは、物流事業に関連
する法規をはじめとして、幅広いルー
ルや社会的規範のもとで事業活動を
営んでいます。これらに何らかの形で
抵触してしまうことは、深刻な影響を
伴います。

SBSグループの行う事業では、個人
情報を含め多くの顧客情報を取り
扱っており、顧客情報の流出やデー
タ喪失の潜在的なリスクがあります。

リスク
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気候関連課題のガバナンス構成

SBSグループは、サステナビリティ経営の推進軸として「サステ
ナビリティ推進委員会」を設置しています。取締役会の諮問機関
でもある同委員会は年に1回開催され、サステナビリティ戦略・
活動方針の立案、KPIおよびグループ内活動の連携状況のモニ
タリングを実施し、決定事項を取締役会に報告しています。同委
員会の議長はSBSホールディングス株式会社代表取締役が務
め、委員は同社の取締役、執行役員およびグループ各社の代表
取締役で構成されています。また、事務局はサステナビリティ推
進部が務めています。
同委員会の下部組織には、リスク管理会議、コンプライアンス会
議、環境経営推進会議、運輸安全推進会議、CSIRT会議の5つ
の会議体が設置されており、これらの会議体では、同委員会の活
動方針のもとで、それぞれの領域での施策が立案、実施されてい
ます。リスク管理会議、コンプライアンス会議、環境経営推進会
議はサステナビリティ推進部が、運輸安全推進会議は物流品質
管理部が、CSIRT会議はIT企画部が事務局を担当し、グループ
各社との実務連携を行っています。
SBSグループは、これらの体制のもと、気候変動問題を含む
ESG課題についての対応を企画・決定・実施しています。

リスク評価と戦略

【リスク評価】　サステナビリティ推進委員会では、当社グループ
における環境分野の実施状況を確認・評価しています。環境につ

地球規模の気候変動への対応は「持続可能な開発目標
（SDGs）」の一つに位置付けられ、2016年11月発効のパリ協
定以降、世界中で取り組みが進んでいます。日本においても、
2020年10月に2050年カーボンニュートラルが宣言され、
気候変動への対応が一層重要となっています。当社グループ
は、この気候変動問題への対応が、企業価値と持続可能な社
会の構築との双方にとって重要な課題であるとの認識のもと、
TCFD提言への賛同を2022年12月に表明するとともに、提
言内容に基づき以下のとおり気候変動対応を推進しています。

SBSグループCSIRT会議

SBSグループ運輸安全推進会議

SBSグループ環境経営推進会議

SBSグループコンプライアンス会議

SBSグループリスク管理会議

SBSグループ事業会社

SBSグループサステナビリティ推進委員会
議長：SBSホールディングス代表取締役／委員：SBSグループ各社代表取締役

SBSホールディングス取締役会

サステナビリティ推進体制

実務連携

気候変動に関するリスク体制・取り組み等
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気候変動に伴うリスクと機会の特定プロセス

リスクと機会を抽出 短・中・長の時間軸で整理 影響度と発生可能性を評価 対策を検討

プロセス1 プロセス2 プロセス3 プロセス4

いてはCO₂排出量における削減状況、環境法違反件数等を対象
とし、目標達成状況の確認・評価を行っています。また環境経営
推進会議では、気候変動に関わるリスクと機会の評価、環境主
要KPIや中・長期目標の策定、モニタリング等の環境経営推進上
の重要事項について審議、または変更、改善の必要性を評価し、
委員長であるSBSホールディングス代表取締役がレビューを行
い承認しています。
【戦略】　SBSグループでは、経営リスクを包括的に管理（P37
参照）しており、短期および中・長期的な経営成績、株価および
財務状況に影響を及ぼす可能性があるリスク事象として、現在
は15のカテゴリーを設けています。気候変動リスクは、その中で
も最重要リスクと位置付けており、以下〈気候変動シナリオ分析〉
記載のとおり気候変動シナリオの分析を行い、気候変動に関する
リスクと機会による影響を把握しています。また、気候関連課題
を含むサステナビリティ領域を担当する取締役については、気候
変動課題を含んだサステナビリティ領域での業務経験を有し、
SBSグループサステナビリティ推進委員会および取締役会にお
いて提案や説明が可能であることを条件としています。

シナリオ分析

気候変動に伴うリスクと機会は、自社の事業戦略に大きな影響
を及ぼすとの認識により、サステナビリティ推進委員会を中心と
する推進体制のもと、1.5℃シナリオおよび4℃シナリオを用いて
以下のプロセスを通じて気候変動に伴うリスクと機会の特定およ
び重要性評価を実施しました。

【1.5℃シナリオ】　炭素税の導入を含む規制強化によるコスト増
や、エネルギー源の価格上昇リスクが想定されます。当グループ
は、「シンシアチャレンジ2030」の達成に向け、次世代自動車の
導入・再生可能エネルギー由来の電力調達・太陽光発電設備増
設と再生可能エネルギーの自家利用率向上を重点課題として取
り組みます。
【4℃シナリオ】　自然災害が激甚化することで、物理的リスクが
これまで以上に高まることに備え、気象災害を含むBCP対策（各
拠点のハザード情報管理、リスク情報の分析・検知など）を含む
災害対策関連投資の促進の検討を行います。また、物流事業は、
屋外や施設内での人力作業を伴うため、気温上昇に伴う生産性
の低下や従業員の健康被害が懸念されます。職場環境の整備な
らびにDX化による省人化・効率化を進めていきます。

指標と目標

SBSグループは2018年度から 中・長期環境計画「シンシアチャ
レンジ2030」に取り組んでいます。同計画はスローガン、中・長
期重点課題、中期行動計画（環境アクション2023）で構成されて
おり、この計画に誠実（シンシア）かつ積極的に取り組んでいます。

【参照シナリオ】
● 1.5℃シナリオ：SSP1-1.9、RCP2.6
● 4℃シナリオ：SSP5-8.5、RCP8.5
● その他参考：IEA「Net Zero Emissions by 2050 Scenario」
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シナリオ分析結果

主な財務影響 （2030年時点の仮説に基づく想定）

区分 類型 想定されるリスク・機会

政策法規制

技術市場リスク

国内環境規制強化に伴う炭素税の本格導入により、エネルギー消費量（温室効果ガス排出量）に比例した課税がなされ、
事業支出増加の可能性

国内環境規制強化に伴う炭素税
の本格導入により、エネルギー消
費量（温室効果ガス排出量）に比
例した課税がなされ、事業支出増
加の可能性

気候変動を含む環境関連情報開
示および取り組みの遅れにより企
業評価が低下する可能性

平均気温上昇による従業員の健
康への悪影響および生産性が低
下する可能性

次世代自動車導入によるCO₂排
出量削減と燃料費の削減機会

リスク・機会

リスク1

リスク2

リスク3

機会1

機会2

長期

期間

中期

中期

中期

長期

高い

発生可能性

高い

高い

ほぼ確実

非常に
高い

政策法規制

種類

評判

慢性の
物理的リスク

費用の減少

低排出
エネルギー

再生可能エネルギー使用による
CO₂排出量の削減機会

炭素削減施策コストが増加する可能性

グリーンファイナンス等の活用ができず、競合他社に比して競争力に劣る条件で資金調達が行われる可能性

評判リスク 気候変動を含む環境関連情報開示および取り組みの遅れにより企業評価が低下する可能性（資本アクセスへの減少・企業競争力の低下）

急性
豪雨、洪水、台風等の気象災害による社員の被災／事業復旧の遅れ、事業活動の停滞やサービス停止のリスクや収益に影響する可能性

移行リスク

物理的リスク

機会

エネルギー源
次世代自動車導入によるCO₂排出量削減と燃料費の削減機会

市場 環境優位性の確保により、グリーンファイナンスを活用し資金調達コストを低減できる機会

レジリエンス 太陽光発電自家利用に伴う、電力調達コストの削減および非常時の電源確保の機会

再生可能エネルギー使用によるCO₂排出量の削減機会

慢性 平均気温上昇による従業員の健康への悪影響および生産性が低下する可能性

気象災害による自社資産損傷に伴うコストが増加する可能性

気候変動に関するリスク体制・取り組み等

気候関連リスクを特定・評価する際の
「重大な財務上または戦略上の影響」の定義

気候関連リスク・機会を特定・評価する際に、事業
に対する財務または戦略面での重大な影響につい
ては、SBSグループサステナビリティ推進委員会に
おいて、資金、人的資源、財務諸表の規模、各事
業部門における事業計画などの側面から代表取締
役を議長とするサステナビリティ推進委員会のメン
バーで、売上に一定の影響を及ぼすなどの財務的
な観点を含め総合的に審議し、重大な財務影響と
なりうるリスクおよび機会を決定したうえで、最終
的に取締役会で承認を得ています。なお、事業に
対する重大な財務上または戦略上の影響の大きさ
は、売上やコスト等における一定規模の財務への
影響と発生確率をもとに定義しています。
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想定されるリスク・機会に対する施策
発生時期 総合評価 総合評価4℃シナリオ1.5℃シナリオ

短期
～2025

中期
2026～2030

長期
2031～ 影響度 発生

可能性
発生
可能性

リスク内容（財務影響算出根拠）

炭素税価格の予測（2030年）
● 1.5℃シナリオ：140ドル/t-CO₂ = 18,578円/t-CO₂
● 4℃シナリオ：90ドル/t-CO₂ = 11,943円/t-CO₂
※シナリオ別に2030年の炭素税について「World Energy Outlook2022」より
日本を含む先進国価格を引用（レート換算：1ドル=132.70円（2022/12/30
仲値価格参考））

★課税負担額＝CO₂排出量×税価格×影響年数

株式投資減少率　約14％
①65.3％（総運用資産に占めるサステナブル投資割合）　
②20.9％（サステナブル投資割合に占める株式投資割合）　
③総運用資産に占めるサステナブル株式投資割合
①×②＝13.6％ 14％
※①②の投資割合は「日本サステナブル投資白書2023」のデータを引用
★時価総額×③＝株式価値減少

労働生産性低下率　1.10％（構内職、運転職）
気温上昇が激しいRCP8.5シナリオでは、2030年には平均気温が1.5℃
上昇するとされ、生産性が1.10%低下することが示されている。
※RCP8.5規格「Climate Impact Explorer」生産性予測を引用
★運輸部門（物流セグメント）売上高×労働生産性低下率

燃費削減率　66％
EVと軽油の燃費性能・燃費単価より、1ｋｍを走行するのに必要な金額
を割り出し、差分の割合を算出する。
※1 メーカー公表の中小型車両の燃費性能値、業界・行政公表の燃料単価に
基づく

※2 昼夜の充電時間帯により費用およびCO₂排出量削減効果が異なる

Scope２排出量を削減
● 再生可能エネルギー創出増強と自家利用率向上
● 再生可能エネルギー由来の電力の調達（PPA導入含む）

対応策

中・長期環境計画に基づく重点課題対応
● 次世代自動車導入
● 再生可能エネルギー由来の電力の導入
● 太陽光発電設備継続増強と自家利用率の向上

気候変動課題およびサステナビリティ情報におけ
る適切な指標・目標の設定と速やかな情報開示
体制の強化

現業職員（運転職・構内職）の労働環境の整備（空
調・作業）

次世代自動車の導入

財務影響（金額は年額）

やや大きい
1.5℃シナリオ 約19億円の増加
4℃シナリオ 約12億円の増加
※2023年度排出量により仮算出

大きい
141億円の減少
※2023年度末時点の時価総額により仮算出

大きい
47億円の減少
※2023年度売上高より仮算出

やや大きい
● 66％程度の費用削減
● 1/3～2/3のCO₂排出量削減

やや大きい
電力調達方法により、コストインパクト
が異なる

再生可能エネルギー由来の電力調達と太陽光発
電自家利用推進

● CO₂排出量削減目標を設定し、排出量削減の取り組みを推進（次世代自動車の
導入、グリーン電力の調達、再生可能エネルギー創出と自家利用強化）

● 社内炭素価格（ICP）導入による財務影響の可視化

自然災害に対するBCP対策強化
（①拠点の分散化②太陽光発電・蓄電池等の設置③低リスク地域への移転等）

次世代自動車（EV／水素など）の導入

グリーンボンド等のグリーンプロジェクトに関する資金調達へのアクセス

再生可能エネルギー導入による電力調達コストの削減および非常時の電源確保

再生可能エネルギー由来の電力調達と太陽光発電自家利用推進

● 冷房設備の充実、屋外作業時の保冷ツールの利用・ファン付きウェア着用など、
涼化対策の実施

● 物流オペレーションの推進（①自動化・省力化・無人化の推進②快適な労働環
境の提供）

ハザード情報に応じた施設の強化・補強

次世代自動車導入時の補助金の活用、アライアンス協力による導入コスト圧縮、
市場動向等も踏まえた計画的な導入

サステナビリティの継続強化（環境・社会・企業統治に配慮した体制整備）を行う

気候変動課題およびサステナビリティ情報の適切な開示体制の強化
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SBSグループがSDGsを通して描く

未来像
SBSグループは、SDGsを“2030年に向けて、あらゆるステークホルダー
と持続可能な世界を創り上げていくためのビジョン”として捉えています。
そして、当社グループの成長戦略を補完し強化するものとして4つの未来
像を描き、その実現に取り組んでいます。

社会生活と産業活動の基盤である物流システム
の利便性、安全性、環境性能の水準を、進化する
テクノロジーを最大限に活用し、次の次元へと高
めていきます。

効率的で持続可能な物流システムを
国内外において構築する

支援物資の輸送、資源リサイクルの推進をはじめ
多岐にわたる、物流システムが社会的活動に貢献
できる機会を、合理的に実現できるかぎり最大化
していきます。

社会的活動への“お役立ち”の
機会を最大化する

行政、金融機関、研究機関、非営利団体、そして
生活者の皆様を含む幅広い立場の方々との協力
関係を、SBSグループが事業を展開する各地で
広げていきます。

多様な主体とのパートナーシップを、
社会の隅々にまで広げる

包摂的な世界の構築に向けて、あらゆる人が自分
の個性を発揮し、自分が備える本来の可能性を
追求する機会を、直接・間接に創出していきます。

誰もがその個性を発揮し活躍できる
機会を、新しい“当たり前”にする

SBSグループが追求するSDGs
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主要課題

安全の確保
SBSグループは安全性の改善を追求し、社会の交通事故削減に貢献します。

環境への配慮
SBSグループは事業におけるエネルギー使用の効率化とクリーン化を推進し、
炭素削減に貢献します。

地域社会への貢献
SBSグループは事業活動を中心にさま
ざまな形で地域社会に貢献します。

人権と多様性の尊重
SBSグループはあらゆる事業活動において人権と多様性を尊重します。
また、いかなるハラスメントと差別行為も許しません。

共創を目指したパートナーシップ
SBSグループはステークホルダーとの協力関係を価値あるものにします。

サステナビリティ経営を支えるガバナンス構築
SBSグループはサステナビリティ経営に資する責任あるガバナンス構築を
目指します。

総合物流ソリューションによる新たな価値の提供
SBSグループは社会インフラである物流の効
率化を追求し、生活の利便性の向上・環境負
荷の低減などに寄与することで住みよいまちづ
くりに貢献します。

効率的で持続可能な物流
システムを国内外において
構築する

社会的活動への“お役立ち”
の機会を最大化する

誰もがその個性を発揮し活
躍できる機会を、新しい“当
たり前”にする

多様な主体とのパートナー
シップを、社会の隅々にま
で広げる

SBSグループは、物流という社会インフラを担う企業としての責務と可能性を強く認識しています。そして、
世界が直面する諸課題と解決の方向性を示す持続可能な開発目標（SDGs）を重視し、その実現に貢献する
ことを経営の方針における一つの基礎としています。
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SDGsに対する

SBSグループの取り組み

SBSグループが追求するSDGs

フードバンク支援

社会的養護を受ける学生・生徒への奨学金給付事業（SBS鎌田財団）
大学生参画型SDGs座談会開催

運輸安全マネジメント／ドライバーコンテスト／KAIZEN活動／５S推進
安全の確保に向けた各種取り組みの推進
❶安全教育カリキュラムの実施　❷事故率改善

排ガスによる大気汚染削減
福祉作業所によるパン販売会開催

女性のためのキャリアアップ研修／「えるぼし」企業認定
ライフイベントと仕事の両立を柔軟に行うための環境整備
❶女性活躍の推進に伴う活動強化、女性が活躍しやすい環境づくり　❷女性キャリアアップ推進　❸女性管理職登用促進

DEI推進プロジェクト（仮称）始動

物流研究助成（SBS鎌田財団）
社会インフラとしての物流機能の拡大・強化
❶3PL事業強化による物流効率化の推進
❷ラストワンマイル輸送体制の整備（持続可能な輸送システムへのアクセスの提供）
❸物流DX・LT導入による自動化・効率化

職場何でも相談室／働きやすい職場認証制度／「くるみん」企業認定／各種表彰制度

再生可能エネルギー由来の電力導入／省エネ照明導入推進／エコ・安全ドライブ研修
エネルギー効率の改善と再生可能エネルギー増大
❶車両燃費改善　❷太陽光発電の設置

次世代自動車導入推進

従業員の能力向上とキャリア開発の支援
❶階層別研修　❷専門テーマ別研修　❸部門別研修

従業員のワークライフバランスの向上
❶男性育児休暇取得率　❷年次有給休暇取得率

生産的な雇用と働きがいのある人間らしい仕事（ディーセント・ワーク）を実現

未使用・使用済みの切手回収による国際協力活動への寄付
フェアトレード販売会実施
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廃棄物再資源化
中・長期環境計画「シンシアチャレンジ2030」の推進
❶水使用量の削減
❷循環型エコ包装開発による廃棄量削減
❸地域における清掃活動実施

再生可能エネルギー由来の電力導入／エコ・安全ドライブ研修／省エネ照明導入推進／モーダルシフト
中・長期環境計画「シンシアチャレンジ2030」の推進
❶CO₂排出量の削減

次世代自動車の導入推進

再生可能エネルギーの生産と活用
発電所（2カ所）のほか、物流センターや支店・
営業所へ太陽光発電設備を導入し、当社グ
ループとしての発電能力を整備してきました。
メガソーラー設備を備えた野田瀬戸物流セン
ター（A棟）の竣工（2024年2月）によりさらに
拡大します。

外国人技能実習生の受け入れ
技能実習生は、事業場でロジスティクスの基
本知識や技能から日本語や日本の文化、職場
の安全に対する考えなどを貪欲に、驚くほどの
スピードで学んでいます。技能実習生の受け
入れは私たちとの考え方の違いなどを直接感
じることができ、 “多様性”と“受容”の理解を深
める機会となっています。

企業の森活動
「森づくりと人づくり」をコンセプトとし、2011
年より企業の森活動（森の循環）を続けていま
す。活動目的は「森林の温室効果ガス吸収力
の保全」「生物多様性の保全」「森の循環を含
めた環境保護の重要性を理解する『人』の育
成」の３つです。これからも“森の循環”と“人の
育成”を継続しSDGsへの貢献を目指します。

SBSグループ グループ各社 SBSリコーロジスティクス

屋根に8,200枚の太陽光パネルを設置 ベトナムからの技能実習生 企業の森・SBSリコーロジスティクスグループ（御岳）

人権方針
ダイバーシティ方針
ダイバーシティ推進セミナー
「人権尊重ならびにハラスメント行為根絶」宣言

企業の森活動
森林保全活動に取り組む団体への支援
古本回収による子どもたちの森林活動や環境教育の支援

事業活動とサステナビリティ経営におけるパートナーシップソーシャルセクター支援
グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）加盟による多様なステークホルダーとの連携･協働
パートナーシップ構築宣言によるサプライチェーン全体の付加価値向上

事業継続計画
リスク情報検知
持続可能な物流拠点網

管理職向けコンプライアンス研修
監査等委員ホットライン
弁護士ホットライン
避難民雇用支援
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SBSグループでは、これまでも持続的成長と社会課題の解
決に向けて取り組んできましたが、企業を取り巻く環境が
大きく変化し、社会課題の解決による持続可能な社会の実
現と、持続的な企業価値の向上の両立を図ることの重要性
が一層増していることを踏まえ、次のとおりサステナビリ
ティにかかわる体制整備を行いました。

SBSグループでは、以下のサステナビリティ方針を2023年1
月に定めました。サステナビリティ経営を推進するにあたり、
従業員が大切にするべき価値と目標を示すとともに、ステーク
ホルダーに向けた方針の適切な開示を行うことを目的としたも
のです。
物流を生業にする企業らしく、“つながり”を方針のテーマとし
ています。「人・社会・地球」の3つの“つながり”というテーマは、
重要課題とも共通です。SBSグループが賛同する国連グロー
バル・コンパクトとも通底する内容としています。

SBSグループ サステナビリティ方針

サステナブルな世界に向けて
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［基本理念］
SBSグループは人を尊重し、社会的責任を貫くという経営理念の精神に基づき、社会インフラである物流を通じて、人々の暮らしの安定と持
続可能な社会の実現に貢献するため、以下の方針のもと、グループ全従業員が国際社会の一員である自覚を持ち、積極的にサステナブルな
取り組みを推進します。

［基本方針］
① SBSグループは、人とつながり、人の想いを大切にします。

●  私たちは、あらゆる企業活動において人権および多様な価値観を保護・尊重します。
●  私たちは、多様な人財が互いを認め合い協働できる風土と、安全で健康に働くことができる環境を提供します。
●  私たちは、適時・適切な教育を実施し、価値創造をもって社会に貢献できる人財を育成します。

② SBSグループは、社会とつながり、社会の期待に応えます。
●  私たちは、法令・国際ルールを遵守し、公正・誠実に業務を遂行するとともに、徹底した腐敗防止に取り組みます。
●  私たちは、社会のルールを尊重し、地域社会と相互に信頼しあい、事業活動を通じて社会に貢献します。
●  私たちは、適切な情報開示と責任ある対話を実施し、全てのステークホルダーの要請や期待に誠実に応えるよう努力します。

③ SBSグループは、地球とつながり、地球の未来に配慮します。
●  私たちは、環境経営の徹底を重要課題とし、あらゆる事業活動で環境負荷の低減を進め、地球の環境保全に最善を尽くします。
●  私たちは、気候変動のリスクを常に意識し、脱炭素社会の実現に向けた温室効果ガス排出削減の取り組みを推進します。

SBSグループは、2023年1月に国連グローバル・コンパクトへ
の賛同を表明しました。国連グローバル・コンパクトは、「人権」
「労働」「環境」「腐敗防止」に関連する10原則を定めており、
SBSグループは企業活動全体においてこれらの原則を尊重しま
す。なお、10原則の詳細は、SBSホールディングスのウェブサ
イトに掲載しています。

国連グローバル・コンパクトの4分野10原則
 人権
原則1 国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重し、
原則2 自らが人権侵害に加担しないよう確保すべきである

 労働
原則3 結社の自由と団体交渉の実効的な承認を支持し、
原則4 あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持し、
原則5 児童労働の実効的な廃止を支持し、
原則6 雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである

 環境
原則7 環境上の課題に対する予防原則的アプローチを支持し、
原則8 環境に関するより大きな責任を率先して引き受け、
原則9 環境にやさしい技術の開発と普及を奨励すべきである

 腐敗防止
原則10 強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗の防止に取り
 組むべきである

▶ 国連グローバル・コンパクトへの参画

SBSグループ（SBSG）サステナビリティ推進体制

会社A

会社B

会社C

会社D

会社E
SBSG CSIRT会議

SBSGリスク管理会議

SBSGコンプライアンス会議

SBSG環境経営推進会議

SBSG運輸安全推進会議

SBSGサステナビリティ推進委員会
議長：SBSホールディングス代表取締役
委員：各社代表取締役

SBSホールディングス取締役会

SBSG事業会社

実務連携

※上記各会議の議員は管理部門長・関連部門長および担当者で構成

▶ SBSグループ サステナビリティ推進委員会

SBSグループは、サステナビリティ方針に則った経営体制の整
備・強化を行い、グループ全体でサステナビリティ経営を実践し
て持続可能な社会の実現と持続的な企業価値の向上の両立を
図るため、2023年1月にサステナビリティ推進委員会を設置し
ました。
本委員会は、取締役会の諮問機関と位置付け、SBSグループ全
体のサステナビリティ戦略・活動方針の立案と、KPI指標および
グループ内活動の連携状況のモニタリングを行います。本委員会
は、当社の代表取締役を議長とし、当社の取締役、執行役員およ
びグループ各社の代表取締役により構成されます。
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車両1台当たりの事故率削減

0.81%（2023年度実績）
0.65%（2024年度目標）
0.50%（2025年度目標）

● 車両事故　● 労災事故　● 施設火災
● サイバー攻撃　● 自然災害

主な重点事項

● 信用失墜　● ビジネス活動への支障
● 労働災害　● 資金調達への影響

主なリスク

● 信頼向上　● 外部の評価向上
● 新たなビジネスチャンス

主な機会

主要目標

売上高当たりのCO₂排出量削減

前年度比3%以上削減

排ガス含有のNOx・PM値削減

前年度比1%以上削減

車両燃費の改善

前年度比1%以上向上

従業員1人当たりの水使用量削減

前年度比1%以上削減

主要目標

● 気候変動　● 炭素削減　● 資源循環
● 大気汚染　● 環境保全　● 規制対応
● 燃費向上

主な重点事項

● 対応コスト増大　● 社会的評判の失墜
● 事業活動停止　● 資金調達への影響

主なリスク

● 燃費改善によるコスト抑制
● 先進性による差別化

主な機会

女性管理職比率

5.3%（2023年度実績）
7.0%（2024年度目標）
8.0%（2025年度目標）
女性活躍を後押しする制度の充実化検討と具現化

DEI推進プロジェクト（仮称）
年次有給休暇取得率

55.7%（2023年度実績）
男性育児休暇取得率

20.9%（2023年度実績）

● 人財確保・維持　● 人財育成　● 働き方改革
● 健康経営　● ダイバーシティ

主な重点事項

● 競争力の低下　● ビジネスチャンスの逸失

主なリスク

● 多様な人財による新たなる価値創出
● イノベーション推進　● 新たなビジネスチャンス

主な機会

主要目標

「安全」「環境」「人財」という重要課題
（p13～14参照）について、それぞれ重
点事項を見定め、取り組みの成果を把
握するためのKPI（Key Performance 
Indicator：重要パフォーマンス指標）
を設定しています。

重要課題の具体的展開

サステナブルな世界に向けて

環境安全 人財

企業価値の向上 持続可能な社会の実現

ガバナンス

SBS Next Stage 2025
経営戦略

サステナビリティ経営

SBSグループの重要課題
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中期経営計画には3カ年重点施策として「サステナビリティ経営基盤の強化」「人的資本に関わる取り組み」
が盛り込まれており、さらにマテリアリティ（安全・環境・人財）に基づいた注力事項が設定されています。

経営計画とサステナビリティ計画の統合

持続可能な社会の実現と企業価値向上の両立を目指した体制の構築
● サステナビリティ経営を支えるガバナンスの強化
● 安全、環境、人財の3分野における重要課題（マテリアリティ）の取り組み

重大事故ゼロを目標に安全・安心な物流サー
ビスの提供
●  運輸安全マネジメントの推進
●  安全教育カリキュラムの着実な実施

環境に配慮した物流施設・輸配送体制の整備
●  次世代自動車の導入、燃費改善への取り組み
●  LT・ITを活用した効率化された物流施設の提供
●  温室効果ガス排出削減の取り組み

人財力・組織力を高め、グループ総合力を強化

安全 環境 人財

中・長期環境計画は、中期経営計画の注力事項の指標として、連動管理されます。

中期経営計画と中・長期環境計画の関係性

SBSグループ ３カ年経営計画

SBS Next Stage 2025
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CSRメッセージ＆トピックス

物流事業者としての強みを活かしたCSRを通じて、
暮らしの安定と持続可能な社会の実現に貢献していきます。

CSR Message
「もの」を運ぶということ 

「もの」を運ぶことは「もの」と人をつなげること

「もの」と人をつなげることは

人々の暮らしをつなげ社会をつなげること

私たちはこれからもずっと運び続ける

人々の暮らしの安定と

持続可能な社会の実現のために
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TOPICS
● 久常涼選手が欧州ツアー優勝報告に来社しました！
● 第1回店舗・EC DXPO福岡’23に出展
● SBSグループ 2023年トピックス
● 搬送効率向上を可能にした独自の牽引台車を開発
● エレベーター製品輸送のモーダルシフト推進について
● 全日本物流改善事例大会2023において２拠点の改善事例を発表しました
● ウェブサイトにDFL（包装設計）の事例を公開
● 全日本物流改善事例大会2023において「最優秀物流改善賞」を受賞
● 第24回物流環境大賞において「サステナブル活動賞」および「特別賞」を受賞
● 物流現場改善優良認定制度において2023年度 ブロンズに認定されました
● 日本パッケージングコンテスト21年連続受賞！
● 信越エリア初の自社倉庫「柏崎倉庫」の竣工式を開催
● 令和５年度モーダルシフト取り組み優良事業者公表制度において「新規開拓部門」として表彰されました
● 包装・設備技術グループが日本ロジスティクスシステム協会、国土交通省主催のセミナーで講演
● コーポレートサイトをリニューアル
● 「働きやすい職場認証制度」における「二つ星」取得
● 厚木野球部が幼児・小学校低学年向け教室を実施
● コーポレートサイトをリニューアル
● 株式会社K2 Cooperate Partnersがグループ入り
● 2023JAPAN IT WEEK関西に出展します！
● 物流広報誌「LOGILINK（ろじりんく）」第10号発行
● 「アジア・シームレス物流フォーラム2023」にて「EC物流お任せくん」をご紹介しました
● 「イーコマースフェア 大阪 2023」に出展しました
● 「（仮称）野田瀬戸物流センター」特設ページを開設
● ウェブサイトに物流サービス・事例紹介ページを公開
● 新デザインによる12ft冷蔵コンテナ運用開始のお知らせ
● SBSロジコムと東洋運輸倉庫が合併
● 仙台市宮城野区に三温度帯大型DCを開設！
● 第9回生活物流部門ドライバーコンテストを開催
● 第８回基幹運輸部門ドライバーコンテストを開催
● 「働きやすい職場認証制度」において「二つ星」取得
● 第５回「生活物流部門接客達人コンクール」を開催
● 賃貸用冷凍自動倉庫『LOGI FLAG TECH 所沢Ⅰ』における覚書締結に関するお知らせ
● 第７回生活物流部門改善事例発表会を開催
● 電子マニフェストシステムの運用支援を開始しました
● 「第３回セールスドライバー接客マナーコンテスト」開催
● プレミアムキャットフード専門店・通販「たまのおねだり（tama）」『療法食パウダーフード肝臓ケア』を新発売
● 「インターペット2023」（3/30～4/2、東京ビッグサイト）に出展
● 一口サイズの犬用グミ「3種類のフルーツマンナングミ」を新発売
● 《新発売》『POCHI犬用食事療法食肝臓ケアフレッシュチキン』
● プレミアムドッグフードブランド「POCHI（保　）」天猫国際に日本ペットフードメーカーとして初出店！
● 屋外サイネージ広告紹介ページを公開！
● 『POCHI 低リンシニアミルク』を新発売
● 『ボナペティ』ウェットフードを新発売
● 『ありがとうの手紙コンテスト』募集開始
● 【tamaオリジナル】猫用の乳酸菌ふりかけ 赤身の肉を使ったベニソンを新発売
● 「第９回京葉フェスタ2023」を開催しました！

当社ウェブサイトには、最新のCSRトピックス（CSRニュース）を掲載しています。
TOP→サステナビリティ　https://www.sbs-group.co.jp/sbshlds/csr/

SBSホールディングス

SBSロジコム

SBS即配サポート

マーケティングパートナー

SBS自動車学校

SBSゼンツウ

SBSリコーロジスティクス

SBSフレック

SBS東芝ロジスティクス
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ENVIRONMENT
取り組みの総括
SBSグループは、2030年・2050年のGHG削減目標を含めた「SBSグループ
脱炭素への取り組み」を開示いたしました。削減への主な取り組みは、車両の次
世代自動車化と施設の再生可能エネルギー由来の電源の確保です。車両におい
ては事業の主力である中型以上の実用車種が市場にないなどの問題があります
が、グループ内で創出された再生可能エネルギーの自家利用の推進と環境価値
の確保など、出来るところから着実に取り組みを進めていきます。

省電力照明導入事業所（累計）

122事業所

CO2総排出量（前年比）

2.2％減

モーダルシフト輸送量

311,014 t

主要指標 （2023年度実績）

エコ・安全ドライブ研修受講人数（累計）

1,697人

CO2売上高当たり排出量（前年比）

0.51％減

環境に関わる基本方針および推進体制についての詳細は当社ウェブ
サイトをご参照ください。

TOP → サステナビリティ
https://www.sbs-group.co.jp/sbshlds/csr/
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CO₂排出量と原単位（売上高当たりのCO₂排出量）の推移

GHGプロトコル排出量（Scope1・2・3）

Scope1  68,524ｔ
Scope2  34,137ｔ
Scope3※ カテゴリー 1（購入した製品・サービス） 772,240ｔ
 カテゴリー 3（Scope1,2に含まれない燃料・エネルギー活動） 20,616ｔ
 カテゴリー 5（事業から出る廃棄物） 2,338ｔ
※算出条件などは「Scope3算定について」を参照のこと

エネルギー消費量（種類別）

電力 77,937,816 kwh
水 123,002 ㎥
コピー用紙 81,798,772 枚
灯油 57,558 ℓ
施設LPG 2,215 ㎥
フォークLPG 63,838 ㎥
都市ガス 7,582 ㎥
Ａ重油 29,127 ℓ
フォークガソリン 7,582 ℓ
フォーク軽油 114,353 ℓ
車両燃料 26,210,561 ℓ

エネルギー消費量推移（熱量）

CO₂排出量とエネルギー使用量
SBSグループでは、エネルギー使用の効率化とCO₂排出削減に積極的に取り組んでいます。

2023年度の実績
SBSグループでは、中・長期の脱炭素戦略を車両と施設の２点に注力し、取り組みを進めています。2023
年度は、車両においてEV30台を導入、また、施設においてはグループのフラッグシップとなる野田瀬戸物
流センター A棟が完成。同センターは4.7MWの太陽光発電設備を備え、うち1.5MWを自家消費する環
境配慮型センターとして2024年度から稼働を始めています。
CO₂排出においては主力の物流事業の売上高の伸び悩みが影響し、売上高当たりの原単位は微減に止まり
ました。
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世界的にカーボンニュートラルに向けた潮流が加速する中、2015年にパリ協定が採択され、
2020年には日本が2030年の削減目標（46％ ※業種別目標含む）および2050年にカーボン
ニュートラルを宣言するなど、企業における排出削減の取り組みが重要視されています。
当社グループは総合物流事業を展開し、多くの貨物自動車を使用しています。脱炭素に向けた取り
組みは、物流という社会インフラを担う企業グループとしての責務であると認識しています。

SBSグループ脱炭素プラン

SBSグループは、2050年のカーボンニュートラルを見据え、2030年をターゲットにしたScope１・
２の抜本的なGHG削減を目指し、以下の２点に注力していきます。

【車両】
排出されるGHG（温室効果ガス）の削減※1

（EVをはじめとする次世代自動車の導入、その他技術の導入、エコドライブ）

【施設】
再生可能エネルギー由来の電源利用の推進※2

（グリーン電力の調達・太陽光発電による再生可能エネルギー創出増強と自家利用率向上・省エネ
照明導入などの対策推進）

目標達成に向けて

注１：環境配慮型車両の導入について
私たちにとって、車両の導入転換は非常に重要な事業投資です。今後も国の方針・政策と自動車メーカー
の開発動向を注視しながら着実な計画を策定し、導入のタイミングを見計ろうと考えています。
注2：カーボンオフセット
削減には再生可能エネルギー創出およびクレジットによるオフセットを含みます。
注3：削減目標について
①Scope1・2の2030年目標に対する基準年は、我が国の「パリ協定に基づくGHG削減目標基準年」に
準じた基準年を設定しておりますが、今後はSBT認定を見据え、当該認定との整合を図った取り組みを
行っていく予定です。
②国の削減水準や上記条件に変更などがあった場合、排出削減目標を変更する可能性があります。

ENVIRONMENT

SBSグループ脱炭素への取り組み

※1：メーカーの開発動向による
※2：第６次エネルギー基本計画
におけるエネルギーミックス状況
による

※3：日本の業種別削減目標であ
る「運輸部門：▲35％」に基づく

削減目標
対象Scope

Scope 1・2

Scope 3 サプライチェーンにおける排出削減に取り組みます。

2030年：CO₂排出量35％減（2013年度比）を目指します。※3
2050年：カーボンニュートラルを目指します。

排出削減目標
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計画名 シンシアチャレンジ2030

スローガン “環境にやさしい緑あふれる社会　私たちは挑戦します！”

重点課題 中期 CO2排出量の削減（車両・施設の低炭素化）
  資源循環の促進（廃棄物の効果的活用と再資源化）
  天然資源の保全（コピー用紙・水の使用量削減）

 長期 車両排出CO2削減強化（次世代自動車導入計画策定・施行）

SBSグループ中・長期環境計画

EMS導入率前年比増

目標

0.51％減

○

○

○

○

0.01％増

28.25％減

5.81％減

増減なし
△

△

△

○

○

△

26.63t/億円

0.51kg/km

5.14㎥

3,416枚

5.05km/ℓ

貨物系車両導入終了

4事業所を
表彰

2023

評価表彰
制度の定着

積極推進

20262024

サンプリング

評価表彰
制度の構築

1団体以上へ支援

積極的推進

前年比1％以上

前年比1％以上

前年比1％以上

前年比3％以上

2025

対象事業所
拡張

評価表彰
制度の開始

前年比1％以上

行動

環境団体への支援

環境行動の啓発
（ポスター掲示等）

エコドライブ推進

売上高当たりの
CO2排出量削減

車両走行距離当たりの
CO2排出量削減

従業員一人当たりの
水使用量削減

従業員一人当たりの
PPC用紙使用量削減

産業廃棄物
再資源化の可視化

燃費改善

目的

地球温暖化防止

資源保全【水・森林】

資源循環

教育

社会貢献

物流サービスグリーン化

実績

検討中

達成状況

26.76t/億円

0.51kg/km

7.16㎥

3,627枚

5.05km/ℓ

6事業所を
表彰

2022

「シンシアチャレンジ2030」
および

「半径5ｍの環境行動ポスター」
掲示展開

環境団体1団体への賛助
および活動支援を行った

環境アクション2023

中・長期環境計画
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物流の効率化
SBSグループがさまざまな場面に向けてご提案している、3PL
を軸とした物流改革には、お客様の業務や事業全体の効率化を
進めると同時に、CO₂排出を削減する大きなポテンシャルがあ
ります。SBSグループは、社会システムとしての物流を、サステ
ナビリティの観点からも優れたものとして設計・運用する努力を
重ねています。そして、その基礎となる、自らの管理下にあるリ
ソースは、ハード・ソフト両面において、継続的に環境負荷の低
減を進めています。

車両の取り組み
物流システムの基本単位である車両を低環境負荷で運用する
ために、運転の姿勢と技術をドライバーに浸透させるとともに、
段階的な更新を進めています。
■エコドライブ
SBSグループでは、エコドライブ（省燃費走行）の浸透を教習（エ
コ・安全ドライブ研修：グループで実施しているエコドライブ教習）
と実地（自主燃費管理：乗務員が給油量・走行距離・燃費を自ら
手書きで記録することにより、自分の走りを把握することで、省燃
費走行への意識向上を図る）の二軸で推進することで、より深い
エコドライブの浸透を図っています。
■次世代自動車導入
2030年までに中・小型車両を中心に、1,000台程度の車両を
EV化する計画を進めています。2023年は小型車23台、2t車3
台を実践投入しています。現状では貨物車両における選択肢が
極めて少ない状況ですが、メーカー動向を見守りつつ、着実に台
数を増やしていく予定です。

エコ・安全ドライブ研修受講人数

1,697人
（2023年12月末現在）

モーダルシフト輸送量

311,014t
鉄道貨物：288,440t
船舶貨物：  22,574t
（2023年度）

省電力照明導入事業所

122事業所
（一部導入も含む累計）

太陽光発電設備

17カ所
（自家利用3カ所）

総発電能力

約20MW
（2024年2月時点）

※モーダルシフトとは
貨物や人の輸送手段の転換を図ることで、貨物輸送では貨物トラックによる輸送を鉄道輸送
や内航船輸送に切り替えることを指します。1997年の気候変動枠組条約第3回締約国会議
（京都会議）で注目されて以来各国で取り組まれ、日本でも国土交通省が推進しています。

ENVIRONMENT

物流の低炭素化に向けて

SBS東芝ロジスティクス ｜ SBSリコーロジスティクス
SBSロジコム ｜ SBS古河物流

モーダルシフト対象会社

施設の取り組み
倉庫をはじめとする物流施設の低炭素化を進めるために、省エ
ネと創エネの両面を追求しています。
■省電力照明導入
SBSグループでは、各種節電対策による施設の省電力化を推
進しています。その中でも省電力照明（LEDなど）導入は、施策
の中心として積極展開を行っており、2023年末現在、導入事
業所は122カ所（自社事業所）になりました。これにより、約
50％以上の節電（当社比）につながっているほか、3,000t以上
のCO₂排出量削減効果（従来型の蛍光灯・高天井照明等との
比較）が得られています。
■再生可能エネルギー創出
SBSグループでは17カ所（施設屋上・専用）の太陽光発電設備
（総発電能力：約20メガワット［予定含む］）を有しており、再生
可能エネルギー創出に貢献しています。自家利用の総発電量に
占める割合はまだわずかですが、2030年に向けて、再生可能
エネルギー由来の電力使用へのシフトを進めていく予定です。

モーダルシフト※
SBSグループではモーダルシフトにも対応しています。モーダ
ルシフトは環境負荷低減のみならず、ドライバー不足にも対応
する社会貢献的輸送手段です。なお、SBSロジコムは、2015
年に酒販業者の販路のモーダル化推進に参画し、大幅なCO₂
排出量削減に貢献。グリーン物流優良事業者表彰を合同受賞
しています。

■照明機器の鉄道モーダルシフトを実現
SBS東芝ロジスティクスは日本貨物鉄道株式会社と協働し、ほ
ぼ毎日運航していた10ｔトラックの代替えとなる31ftコンテナ
便の確保、運行時刻に合わせた庫内作業シーケンスの大幅見
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※物流における環境保全の推進や環境意識
の高揚等を図ることを目的とし、一般社団法
人 日本物流団体連合会の主催により2000
年から行われている表彰制度です。

SBS東芝ロジスティクスは2023年7月開催の「第24回 物流環境大賞」※において、サステナブルな社会の実
現に貢献する優れた改善事例に贈られる「サステナブル活動賞」１件と、環境保全のため物流の健全な発展に
貢献した事業者に贈られる「特別賞」2件を受賞しました。

【サステナブル活動賞】
工業用マグネトロン DFL（Design for Logistics「物流を配慮した製
品・包装設計」）アプローチによるサステナブル包装の取り組み
包装材のコスト高、作業工数増加、緩衝材プラスチック使用、輸送CO₂
排出量の増加等、環境負荷が増大する複数の問題点があった、精密機
器工業用マグネトロンの包装箱について、DFL（Design for Logistics）
の考え方に基づき、抜本的に包装設計を見直し、包装箱のオール段ボー
ル化・コンパクト化・軽量化を実現、包材費65%減、作業工数30%減
を実現。とりわけ、緩衝材プラスチックの利用廃止は、脱プラスチックだ
けでなく、CO₂排出量25%削減と環境負荷低減に大きく貢献しました。
また、対象製品の内部にあるフィラメント線の断線を防ぐために、包装
材料・材質・形状の強度解析シミュレーションを通じた設計検証と実物
サンプルでの落下試験検証に注力することで、輸送・荷扱いにおける製
品品質も確保しました。

第24回物流環境大賞「サステナブル活動賞」および「特別賞」を同時受賞（SBS東芝ロジスティクス）

【特別賞】
1. リチウムイオン電池100％リサイクル緩衝材採用と収納効率最大化
取り組み
輸出用リチウムイオン電池の包装の見直しを行い、従来のバージン
プラスチック発泡緩衝材から、欧米の包装廃棄物規制（特定有害物
質の不含有）にも適合した100%リサイクル材（発泡スチロール）へ
の転換を実現しました。 また、同時に収納効率も上げることで20ft
海上コンテナへの積載数を25%増、輸送CO₂を20%削減し、環境
負荷低減にも貢献しました。

2. 複数拠点からの遠距離輸送プロセスの改善による輸送CO₂の削減
京浜地区およびその周辺地区から北海道へ輸送する工程において、
海上輸送と鉄道輸送を一本化し、積載効率を上げることにより、輸
送に関わる排出CO₂削減、ならびにドライバー負担軽減を実現しま
した。

2024年2月に竣工した野田瀬戸物流センターは、日中電力を再生可
能エネルギーで賄う自家消費型太陽光発電（総発電量4.7ＭＷのうち
1.5MW利用）や井水利用（主に植栽への水の供給）設備を備えた環境
配慮型センターであり、建築物の総合環境性能を評価するCASBEE 
建築評価認証※においてA評価（大変よい★★★★）を取得しています。

TOPICS ▶ 環境に配慮したフラッグシップセンター直しと、貨物基地までの輸送の委託調整、更には従来便に比較
し着時間が遅れることに関してお客様にも理解協力を要請し、
輸送CO₂排出量の削減活動に関係各社が合意しました。この
結果、従来60％程度に留まっていた該当製品の鉄道輸送率は
90%を超えるまでに拡大しました。

CO₂低減の評価
SBSロジコムでは、専門のスタッフがお客様の選択肢に応じた
CO₂削減効果を診断するサービスを提供しています。サプライ
チェーンの安定化はもとより、カーボンフットプリントの観点か
らも評価し、お客様にとって最適な物流のあり方をご提案して
います。

大気汚染防止
車両から排出される有害な大気汚染物質は、常に計測・管理さ
れています。近年では車両の更改が進み、年々減少しています。

使用量／年度 2020 2021 2022 2023

Nox（単位:kg） 138,977 104,815 63,044 64,762

対前年削減率 -1.49% -24.58% -39.85% 2.73%

PM（単位:kg） 3,458 2,587 1,600 1,681

対前年削減率 -7.27% -25.19% -38.15% 5.06%

※CASBEE認証とは
Comprehensive Assessment System for Built 
Environment Efficiency（建築環境総合性能評価システ
ム）の略語。2001年4月に国土交通省の支援のもと産官
学共同プロジェクトとして設立された「建築物の総合的環
境評価研究委員会」が開発した、建物の環境品質を総合
的に評価するシステム。省エネ・省CO₂対策・断熱化等に
よる住環境の快適性向上・生物多様性への配慮など、建
築物の環境に対するさまざまな側面を客観的に評価する
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SAFETY
取り組みの総括
2023年度は事故率が低減した一方で、３件の重大事故が発生しました。更な
る取り組みで事故率低減と重大事故撲滅を目指します。

安全に関わる基本方針および推進体制についての詳細は当社ウェブ
サイトをご参照ください。

TOP → サステナビリティ
https://www.sbs-group.co.jp/sbshlds/csr/

運輸安全推進会議開催数

4回

Gマーク認定事業所数（取得率）

189事業所（93.1%）

グループ安全教育実施回数

88回

主要指標 （2023年度実績）

グループ平均燃費

5.05km/ℓ

重大事故

3件

事故率（車１台当たりの事故率）

0.81%（2022年度0.98％）
※2023年１月SBSグループは、サステナビリティ強化
の一環としてマテリアリティを正式に特定。その中で、
従来から掲げていた“安全”をあらためて最重要課題に
特定いたしました。これに基づき、安全に関わるKPI（車
１台当たりの事故率）を新たに設定しました。
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 運営方針

運輸安全マネジメントの着実な推進

リスク管理 方針・重点課題

運輸安全推進会議

教育・啓発 事故防止 安全運転管理

点呼、アルコールチェック

日常点検

運行支援機器装着
（デジタルタコグラフ、ドライブレコーダー、バックアイカメラ）

業務監査、巡回フォロー、事業所自己点検

安全性優良事業所（Ｇマーク）認定取得

トラックドライバーコンテスト

フォークリフトオペレーターコンテスト

労働安全衛生運動

安全運転褒賞

物流施設防火対策

エコ･安全ドライブ評価表彰制度

事故要因分析

ヒヤリハット情報収集・DR映像分析

危険予知トレーニング

適性診断

定期SASスクリーニング検査・健康診断

ストレスチェック／産業医面談

事故惹起者研修

安全機能搭載車両導入
（衝突回避・軽減ブレーキ／走路逸脱防止）

血圧測定

熱中症対策

グループ安全教育

　運行管理者 試験対策セミナー

運行管理者 基礎講習

運行管理者 一般講習

衛生管理者 試験対策セミナー

救急救命講習

エコドライブ教習

エコ･安全ドライブ研修

トラック安全運転研修

フォークリフト安全運転研修

フォークリフトオペレーターコンテスト

トラックドライバーコンテスト

安全スローガン募集

エコ・安全ドライブ車ステッカー貼付

SBSグループ運輸安全マネジメント

車両1台当たりの事故率

目標 2025年

0.50%

 重点課題

● 事故低減（車両事故・労働災害）
● 物流施設防火対策強化（防火対策協議会設置）
● 従業員の健康管理強化（ＳＡＳ対策強化）
● 燃費向上

2021年

0.85%

2022年

0.98%

2023年

0.81%
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運輸安全推進会議
SBSグループでは運輸系を中心に11社による運輸安全推進会議
を年4回開催しています。当会議では主に運行管理業務、事業適
正化に向けた運用諸施策の展開、自動車･労災事故の詳細分析、
健康起因事故対策の具体的運用等、運輸安全に関する各種情報、
取り組みの共有化が図られます。

グループ安全教育
運行管理者による日々の判断は、重大事故をはじめとするリスクを
最小化していくうえで非常に重要です。SBSグループでは運行管
理者の育成とスキルアップに注力し、グループ全体の運輸安全マ
ネジメント力の底上げを図っています。

運行管理標準化
複数の物流会社で構成されるSBSグループでは、グループ共通
の運行管理マニュアル（冊子とDVD）を作成し、運行管理者・整備
管理者・乗務員の知識および業務運営の標準化を進めています。

『ゆずる心』と『危険予知』 安全運転『二刀流』
SBS即配サポート株式会社 森田 昌宏

2024年度 交通安全スローガン

怖いのは 慣れと油断と 未確認
SBSフレックネット株式会社 西村 勇人

2024年度 事業所の安全スローガン

教育・啓発、事故防止

カリキュラム

運行管理者試験対策セミナー
運行管理者一般・基礎講習
衛生管理者試験対策セミナー
救急救命講習
安全運転講習会（出前講習）
エコ・安全ドライブ研修
安全運転研修会（トラック）
安全運転研修会（フォークリフト）
トラックドライバーコンテスト
フォークリフトオペレーターコンテスト

11

17

1

4

45

3

1

4

1

1

 217

 176

 20

 68

 746

 35

 16

 61

 205

 22

実施回数 受講人数

SBSグループ安全教育カリキュラム 2023年度実施状況

SAFETY

安全スローガン
SBSグループ全体で啓発に使う安全スローガンは、毎年従業員
から募集し、安全に責任を持つプロとしての矜持を醸成していま
す。2024年度は交通安全スローガンと事業所の安全スローガン
それぞれ１作品が選出されました。

エコ・安全ドライブ車ステッカー貼付
2017年12月からSBSグループ貨物車両全車にこのステッカー
を貼付しています。このステッカーは社会の皆様にSBSグループ
の車両が環境と安全に配慮していることをお約束するものです。
私たちはエコ・安全ドライバーであることを自覚し、エコ・安全ド
ライブに徹します。

乗務員の健康管理
SBSグループでは過労防止は元より、健康に起因する事故を防
止するため、定期的な健康診断とSAS（睡眠時無呼吸症候群）ス
クリーニング検査を徹底しています。SASスクリーニング検査に
ついては、二次検査はもちろんのこと、検査後もモニタリングを欠
かさず実施しています。また、近年、社会的に脳疾患に関わる事
故も増加傾向にあることから、必要に応じて脳MRI検査も行うな
ど、乗務員の健康状況を常に把握し、安心・安全な輸送に徹して
います。

作業員の健康管理
SBSグループでは、昨今の気温上昇に鑑み2018年度より、庫内
の熱中症対策を強化徹底しています。熱中症発生に関わる情報
を徹底調査し、空調設備を増設するなど庫内の温度管理を徹底
しました。また、乗務員に対してもエアコンの連続運転を積極的
に勧奨。その結果、熱中症発生数を減少させることができていま
す。今後も継続的に対応を重ね、熱中症発生ゼロを目指します。

カリキュラム開催回数

88回
カリキュラム受講者数

1,566人
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5S活動の展開
SBSグループでは安全衛生管理の一環として5S活動の展開を
開始しました。安全な環境を作り上げ、改善や平準化を進め、よ
り良い職場風土を醸成することで、安全と人財育成環境のさらな
る向上を目指します。

トラックドライバーコンテスト＆フォークリフトオペレー
ターコンテスト
「コンテストを通じて、高度な運転技能・点検技術・関連法規に
ついての知識を競い、切磋琢磨することで自己の能力を磨くとと
もに、職場の代表者として他の模範となることで、ドライバーとし
ての社会的責任を啓発する」ことを目的に、2016年度からコンテ
ストを開催しています。それぞれのコンテストは個々の意識や能
力を向上させるとともに、安全運行を追求するグループ・アイデ
ンティティーの醸成につなげていきます。

事故防止および安全への意識啓発
SBSグループではさまざまなポスターを作成・掲示し、車両事故・
労働災害の防止および安全意識の啓発を図っています。

安全運転管理

2023年度 エコ・安全ドライブ評価表彰受賞事業所

SBS三愛ロジスティクス 関東支社 群馬営業所

SBSフレイトサービス 八戸営業所

SBSフレックネット 大分営業所

SBSゼンツウ 第四宅配部 岡山宅配課 倉敷東部営業所

運行支援関連機器の装着
SBSグループのすべての貨物車両にはデジタルタコグラフ（運行
記録計）が装着され、運行速度の遵守はもちろんのこと、急加速
や急減速、ドアの開閉、アイドリング情報を含むさまざまな情報
の記録・評価分析を行うことで、事故の防止や燃費向上、安全
運転への啓蒙につなげています。また、ドライブレコーダーも全
車両に装着を行い、運転状況をモニタリングすることで安全運転
の向上に努めています。その他、新しい車両にはバック走行時の
衝突事故を防ぐバックアイカメラや衝突回避支援システムなどが
装備されています。SBSグループではこれからも乗務員の安全
支援の充実を図っていきます。

物流施設の防火対策
2023年度は「SBSグループ防火対策協議会」を設置しました。
拠点のリスク診断を行いながら、課題を共有し、全体の対策強
化を図ることが目的です。2023年度は30拠点の診断を実施。
今後は診断の対象を順次拡げていく予定です。

エコ・安全ドライブ評価表彰制度
エコ･安全ドライブの意識と技術を広く浸透させることで、輸送の
安全と適正な事業運営を達成することを目的として、エコ･安全
ドライブ評価表彰制度を実施しています。当制度はエコ・安全ド
ライブ（燃費改善率（前年度比）、安全運転管理・安全教育実施
状況などを評価項目とする）に優れた実績を残した事業所を表彰
します。当制度を通じて環境・安全の両面からの品質向上を図り
ます。
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年次有給休暇取得率

55.7%

フードバンク支援実績

1,359千円

男性社員による育児目的休暇の取得率

20.9%

主要指標 （2023年度実績）

女性管理職登用促進（管理職全体数の女性比率）

5.3%（主要6社）

SBS鎌田財団

物流研究助成 5件　奨学支援 50人

SOCIAL
取り組みの総括
SBSグループでは、サービスを提供している「お客様」をはじめ「株主・投資
家」、ともに働く「従業員」、そして調達先や委託先などの「取引先」や、事業展
開をする「地域社会」を主なステークホルダーと位置付けています。ステーク
ホルダーに対しては、「お客様第一主義」「適正な情報開示」「働きやすい職場
づくり」「パートナーシップ」「地域社会への貢献」をお約束し、ステークホル
ダーとのさまざまな対話を通じて企業活動に反映し、企業市民として法令・
マナー・モラルの遵守、環境保全、社会貢献を行うことなどを行動基準として
定め、社会との共生に努めています。

社会に関わる基本方針および推進体制についての詳細は当社ウェブ
サイトをご参照ください。

TOP → サステナビリティ
https://www.sbs-group.co.jp/sbshlds/csr/
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品質マネジメントシステム
SBSグループでは、グループ各社が品質マネジメントシステムを
構築し、輸送・サービス品質の維持・向上に努めています。品質
マネジメントシステムの体系的な要求事項を示す国際規格であ
るISO9001をはじめ、情報セキュリティマネジメントシステムに
関する国際規格のISO27001、個人情報保護に関するプライバ
シーマーク、さらにはJAS有機農産物小分け認証、引越安心マー
クといった認証も適宜取得しています。

改善活動の展開
SBSグループにはさまざまな改善活動があり、その活動成果の
顕彰と、優れたノウハウの共有を目的とする「改善大会」が開催
されています。SBSリコーロジスティクスでは経営課題を取り込
んだ「KAIZEN」「改革」をテーマにした「グローバルKAIZEN大
会」を行っています。また、SBSゼンツウでは四温度帯の食品宅
配を担当する生活物流部門において、働きやすい職場づくりのた
めの「改善事例発表会」と宅配の接客スキルを競い、学ぶ「接客

社会とステークホルダーとの関わり

SBSグループは、幅広いステークホルダーとのコミュニケーション手段の整備とその活用を通じて、
対話および情報の開示・提供に努めています。

従業員とのコミュニケーション
グループ報「SBS Express」発行

紙 1回　オンライン 110回
メディアコミュニケーション
プレスリリース数

103件（うちIRニュースリリース33件）
Webインフォメーション

3件

公正取引委員会からの社名公表について
当社の子会社であるSBSフレック株式会社（代表取締役社長：加藤元）は、公正取引委員会より
2024年３月15日に公表された「独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に係るコスト上昇分の価格転
嫁円滑化に関する調査の結果を踏まえた事業者名の公表について」において「労務費、原材料価格、
エネルギーコスト等のコストの上昇分の取引価格への反映の必要性について、価格の交渉の場にお
いて明示的に協議することなく、従来どおりに取引価格を据え置くこと」等に該当する行為がみられた
事業者として、独占禁止法第43条の規定に基づき社名が公表されるに至りました。（今回の公表は
同社が独占禁止法又は下請法に違反すること又はそのおそれを認定したものではありません。） 
当社および当社グループは、すべての取引先に対して対等公正な取引関係を構築し、事業目的をとも
に遂行するパートナーとして互いに発展すべく取り組んでおりますが、今回の件を真 に受け止め、
労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストの上昇分の取引価格への反映の必要性について
明示的に協議するとともに、取引先の皆様との一層の信頼関係構築に努めてまいる所存です。

以下のグループ企業は、公正な取引に積極的に取り組むことを
宣言した「パートナーシップ構築宣言」を表明しています。
SBSホールディングス株式会社／SBS東芝ロジスティクス株式
会社／TLロジサービス株式会社／SBSリコーロジスティクス株
式会社／SBS三愛ロジスティクス株式会社／SBSグローバル
ネットワーク株式会社／SBSロジコム株式会社／SBSフレイト
サービス株式会社／SBSロジコム関東株式会社／旭新運輸開
発株式会社／SBSフレック株式会社／SBSフレックネット株式
会社／株式会社日ノ丸急送／SBSゼンツウ株式会社／SBS即
配サポート株式会社／SBS古河物流株式会社

達人コンクール」、そしてSBSフレックネットでは、より良いサー
ビスの提供と、より良い労働環境を目指すことを目的とした「業
務改善発表会」があり、それぞれが気づき・学びを共有する場で
あるだけでなく、企業風土・文化を醸成する場としても位置付け
られています。

情報の提供
SBSグループでは、委託された業務に関する情報開示は元より、
お客様を中心にさまざまな情報を提供することでステークホル
ダーからの信頼獲得につなげています。
SBSロジコムが発行しているお客様向け物流広報誌「LOGILINK
（ロジリンク）」は、企業や団体、官公庁において物流に関わる責
任者・担当者様向けに、物流のソリューション事例や最新情報な
ど役立つ情報を発信するメディアとして好評を得ています。SBS
ロジコムの物流サービスのノウハウ・機能からスタッフの創意工
夫までわかりやすく紹介されており、SBSロジコムの物流企業と
しての総合力がわかる一冊です。

株主・投資家とのコミュニケーション（2023年度1Q～4Q）
決算説明会延べ出席者数

中間 59名　期末 72名　合計131名
スモールミーティング

4回　30名
ウェブサイトコミュニケーション
訪問者数　※（）内はSBSホールディングス

1,239,946人（297,853人）
ページビュー

4,131,901PV（1,035,283PV）

※投資家・アナリスト対応 115件/年
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マテリアリティ『人財』
『人財』をマテリアリティに特定し、サステナビリティ経営戦略の
コアに位置付け、企業競争力向上に向け、優秀な人財の確保・
育成および生産性向上に注力していきます。

人権尊重への取り組み
SBSグループでは、「SBSグループ人権方針」においてビジネス
における人権尊重への取り組みについて定めるとともに『SBS
グループ「人権尊重ならびにハラスメント行為根絶」宣言』を定
め、従業員へ、人権尊重とハラスメント防止の理解と遵守の徹
底を図っています。

SBSグループの人財戦略

女性活躍支援（対象：主要６社）
①女性管理職登用促進

2022実績

4.6%

2023実績

5.3%

2024目標

7.0%

2025目標

8.0%

ダイバーシティ推進
多様性啓発推進（研修参加者）

2022実績

150人

2023実績

280人

2024目標

500人

2025目標

500人

②女性キャリアアップ推進（研修参加者）

活躍推進セミナー

2022実績

140人

56人

2023実績

未実施

未実施

2024目標

150人

100人

2025目標

150人

100人キャリアデザイン研修

③女性活躍を後押しする制度の充実化（働きやすい職場環境の整備推進）

2023（各社の制度）

在宅勤務制度検討
フレックスタイム制度検討
半休制度検討
時間休制度検討

2024（各社の制度）

在宅勤務制度導入
フレックスタイム制度導入
半休制度導入
時間休制度導入

2025（グループ制度）

新制度

SBSグループでは、“企業の永遠の繁栄は、人を大事にすることにある”という理念に基づき、“人財”こそが企業の価値創造の最
重要源泉と位置付けております。この考えのもと、人権尊重を基本に『多様性への理解』、『ハラスメント行為根絶への取り組み』、
『働き方改革』を一体的に推進し、“人財”の育成と価値創造力の最大化を図ってまいります。

人的資本経営
マテリアリティ

『人財』

人権方針

「人権尊重ならびにハラスメント行為根絶」宣言

制度改革

教育・啓発

ダイバーシティ方針

SOCIAL

ダイバーシティ＆インクルージョン
SBSグループでは「SBSグループダイバーシティ方針」を定め、
ダイバーシティ＆インクルージョンを重要な経営戦略に位置付
け、３つのアクションプランによって誰もが生き生きと能力を発
揮できる環境づくりを推進しています。
【アクションプラン】
● 従業員の多様な個性を尊重します
● 従業員が個性をより輝かせることができるよう支援します
● 従業員の多様性を活かす組織風土の醸成に努めます

管理職全体数の女性比率
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働きやすい職場環境の整備
SBSグループでは、ダイバーシティ・働き方改革の推進を軸に、
“誰もが安心して働ける、能力を発揮できる”職場づくりに取り
組んでいます。その一環として、新型コロナウイルス感染症対
策を機に管理部門におけるテレワーク・在宅勤務の体制整備を
行いました。今後もそれぞれの事情に応じた多様で柔軟な働き
方を提供できるよう、ワークライフバランス推進を図ります。

人財育成のための教育・啓発
SBSグループは、人財育成基本方針に則り、グループ各社で
働くすべての従業員を対象に各種教育研修を実施しています。
研修は階層別研修、テーマ別研修、専門テーマ別研修、自己
啓発支援で構成・体系化され、社員の能力向上とキャリア開発
を支援しています。
※カリキュラムの内訳は、p86の「ESGデータ」でご覧いただけます。

人的資本経営について
SBSグループでは、SBSグループ3カ年経営計画（SBS Next 
Stage 2025）において、グループ内人財力、組織力の強化によ
る企業価値・競争力の向上を目指し、右の通り人的資本経営に
関わる基本戦略を定めました。当基本戦略に基づき、これから
の人的資本投資およびその開示に向けた基盤整備を進めてまい
ります。

取得認証
SBSグループでは、誰もが安心して働ける、働きやすい職場づ
くりに取り組んでいます。

働きやすい職場環境づくり（対象：主要６社）
①男性社員による育児目的休暇の取得率

2022実績

16.7%

2023実績

20.9%

2024目標

前年比増

2025目標

前年比増

2022実績

53.5%

2023実績

55.7%

2024目標

前年比増

2025目標

前年比増

②年次有給休暇取得率

1. 経営戦略ならびに人財戦略の一環として実施し、グループの成長・
発展に貢献できる人財を育成します

2. 多種多様な教育研修により“人財”を育成し、人的資本の蓄積を図
ります

3. 生涯教育を通して社員の自己実現目標の達成を支援します

人財育成基本方針

1：従業員の能力向上とキャリア開発の支援　
事業戦略に沿った動的人財ポートフォリオ策定と、適切な人財の
確保
グループ標準（骨格）となる人事諸制度の展開
各種研修の実施（階層別、専門テーマ別、部門別）、次世代リーダー
育成プログラム

2：従業員のワークライフバランス向上
グループ標準（骨格）となる福利厚生制度の展開
法的開示義務のある男性育児休暇、年次有給休暇取得率の向上

3：ライフイベントと仕事の両立を柔軟に行うための環境整備
女性活躍の推進に伴う活動強化、女性が活躍しやすい環境づくり

4：生産的な雇用と働きがいのある人間らしい仕事（ディーセント・ワー
ク）の実現
従業員エンゲージメントの向上、障がい者雇用の法定雇用率の確
実な達成

5：グループ全体最適に向けた人事受託業務の再編、構築とサービス
レベル向上
業務品質・生産性の向上（KPI設定）に向けた仕組みの構築と安定
運用

人的資本経営に関わる基本戦略

女性活躍推進企業認定「えるぼし」
※SBSホールディングス

子育てサポート企業認定「くるみん」
※SBSホールディングス

働きやすい職場認証制度（自動車運送事業者）
※SBSリコーロジスティクス

SBS三愛ロジスティクス・SBSゼンツウ

当社は金融庁および経済産業省がオブザーバーとして参加する「人的資本経営コンソーシア
ム」に入会（2022年12月15日）し、同会参加企業との情報共有や意見交換を通じて人的資本
経営への理解を深め、SBSグループの次世代を担う人財への投資を一層加速し、持続的な成
長と企業価値の向上に努めております。
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SBSグループのリソース提供によるフードバンク支援
SBSグループでは、2018年からフードバンク支援を開始しまし
た。フードバンクとは、まだ賞味期限が来ていないにもかかわら
ずさまざまな理由で売ることができない食品を集めて（企業など
から提供を受け）、必要な人（生活に困窮している人た
ち）に配給する活動もしくは活動する団体のことです。
私たちが支援を行っているのは東京都台東区浅草橋に
本拠を構える国内最大のフードバンク団体「認定NPO
法人セカンドハーベスト・ジャパン（以下、2HJ）」です。
物流を使った社会貢献を模索していた私たちと、物流
支援を求めていた2HJのニーズが一致、支援協定締結
へと至りました。支援内容は大きく分けて二つ、一つは
“食品寄贈希望者と2HJ拠点間の臨時物資輸送”、もう
一つは“倉庫運営ならびに車両運行に関する助言・提
言”です。
臨時物資輸送とは、通常2HJが自前の車両で寄贈食
品（メーカー等の申し入れによる）の集荷を行うところ、
空車がないまたはドライバー（すべてボランティア）がい
ないなど、車両や人手が確保できない状況が発生した
場合、SBSグループの車両が代替輸送を行うというも
のです。稀に2HJの倉庫が満床の際には物資の保管要
請もあり、状況に応じて対応しています。
フードバンク支援は、生活に困っている方々の暮らしを
サポートするフードライフラインの強化に寄与するだけ
でなく、社会問題となっているフードロス削減にも寄与する大変
意義のある取り組みです。今後も2HJが目指す、食べることに困っ
たときに頼れる場所が当たり前のようにある社会づくりに協力し
ていきます。

フードバンク

製造業者

児童養護施設
福祉施設

地方公共団体
社会福祉協議会

NPO団体 地方
フードバンク団体

個人世帯

輸入業者・卸売業者 小売店 一般企業

寄付

種別

ソーシャルセクター
との連携

地域
社会貢献

その他
（使用済み品回収など）

支援内容および支援先

フードバンク支援
（認定NPO法人セカンドハーベスト・ジャパン）

環境保全活動支援（公益財団法人オイスカ）

支援内容詳細

2HJからの要請
により実行

回収品は
随時受付

社会貢献販売会
（墨田区福祉作業所等ネットワーク《kai》）

2～3回／年
オリナス

墨田区内約20カ所の福祉作業所（障がいのある方々が作業に携わっている）で製
造されたお菓子とパンを販売

使用済切手寄附（墨田区社会福祉協議会） 随時受付収益金（切手はスタンプ会社が買取）は墨田区の社会福祉事業に使用

ハブラシ回収〈ハブラシ回収プログラム〉
（LION・テラサイクルジャパン合同会社）

随時受付

ランドセル回収〈命のランドセル〉
（NPO法人国際コンサルティング協会）

随時受付

※上記以外にもグループ各社において、それぞれ個別の社会貢献活動が行われています。

セカンドハーベスト・ジャパン（2HJ）へ食品寄贈を希望する企業と2HJの物流拠点
を結ぶ輸送支援。その他、倉庫運営、車両運行に関する助言・提案などを実施

賛助および活動支援（森林保全活動への参加・回収品（古本・CD・DVD）による
寄附）

受付・開催

SBSグループの社会貢献の主な取り組み

使用済みハブラシを回収して再資源化し、植木鉢などの新たなプラスチック製品に
再生する取り組み。プラスチックごみの削減および再生資源の活用推進が目的

内戦などの影響で、未だに教育機会に恵まれないアフガニスタンの子どもたちにラ
ンドセルを送る取り組み。特に女子の教育に対する理解が得られない文化的な背景
があることから、女子の就学に役立てるエンパワーメント支援として知られる。
（支援が浸透し、アフガニスタンではランドセルは教育の象徴となっている。）

2018

470

2019

540

2020

2,220

2021

2,412

2022

2,924

2023

1,359

計

9,925

フードバンク支援（輸送・保管）の実績 千円

SOCIAL

社会貢献活動
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所属機関名

防衛大学校
システム工学群 機械システム工学科

川原 秀夫

職位

教授

氏名 研究課題 助成額（千円）

500人為的ミスが引き起こす冷凍・冷蔵コンテナの環境変化に伴う貨物損傷
と品質管理

福井工業大学
経営情報学部 経営情報学科

近藤 智士准教授 500
コンテナラウンドユースの継続的運用手法の解明と内陸デポの立地に関
する分析

岡山県立大学
情報工学部 情報システム工学科 妻屋 彰教授 500

生産内示方式をとる多段サプライチェーンの外乱に対する挙動の分析と
対策立案支援方法に関する研究

大東文化大学
経営学部 経営学科 清水 真人准教授 500大規模災害発生時における複数事業者への緊急燃料配送に関する研究

淑徳大学
コミュニティ政策学部 コミュニティ政策学科

渡邊 壽大准教授 500持続可能なミルクサプライチェーン構築に関する輸送問題の研究

東京大学寄附講座
SBSホールディングスは、ヤマトホールディングス（株）、鈴与（株）
とともに、東京大学先端科学技術研究センターに先端物流科学
寄附研究部門を設置。2020年４月より、先端科学技術を用いて
物流を改革できる人財の育成を図る講義を開始し、物流企業の
課題解決と日本経済の発展に寄与することを目指しています。

SBS鎌田財団
公益財団法人SBS鎌田財団は、優れた物流研究への助成と社
会的養護を受ける学生・生徒への進学支援を行う助成財団です。

2023年度物流研究採択結果

2019

10,000

2020

10,000

2021

10,000

2022

10,000

2023

10,000

計

50,000

寄付金額 千円

社会的養護を受ける学生・生徒への奨学金給付
当事業は意欲と能力のある学生等が経済的理由によ
り修学を断念することがないよう、学生本人に対して
奨学金の給付を行い、教育の機会均等および人財の
育成に寄与し、教育と福祉の向上に貢献することを
目的としています。

物流研究助成
社会インフラである物流の学術研究を支援し、物流
効率化や事故防止などの研究成果をもって産業全
体の発展と国民生活の向上に寄与することを目的と
して、助成事業を行っています。

応募条件
原則18歳を迎え、進学が決定した学生であって、関東地方の各
種児童福祉施設に入所している児童、または里親家庭で生活
している児童であること、大学、短期大学、専門学校等が進学
先であることなど
給付額
一人30万円（進学支度金として）

対象研究
物流の振興・発展に資する①学術研究②研究集会、シンポジウ
ム、セミナー等の開催を対象とします。
※取り組みテーマ例：物流の効率化・貨物輸送の安全向上・物流の仕組みの改
善を通じての地球環境負荷の低減（CO₂排出の削減）
助成金額：総額300万円、一件当たり限度額を50万円とします

2023年度助成件数

5件

2023年度給付人数

51人

助成事業の実績
件数

助成額

※金額は千円単位

物流研究

奨学金給付
人数

助成額

6

2,994

2015

-

-

7

3,374

2016

-

-

7

3,300

2017

30

9,000

9

4,499

2018

34

10,200

6

2,995

2019

57

16,800

6

2,600

2020

74

21,000

4

2,000

2021

76

22,800

7

3,434

2022

86

25,800

5

2,000

2023

51

15,300

57

27,196

計

408

120,900

記念シンポジウムに登壇した阿久澤執行役員（中央）
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GOVERNANCE
基本的な考え方
当社は、SBSグループのホールディング・カンパニーとして、SBSグループ全
体の経営の効率性、健全性および透明性を確保します。また、企業価値の継
続的な向上と社会から信頼される会社の実現のために、コンプライアンスとリ
スク管理をSBSグループ全体で推進します。

コーポレート・ガバナンスについての詳細は、当社ウェブサイトをご参
照ください。以下の資料を含む体系的な開示情報を掲載しています。
● 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な枠組みおよび考え
方を取り纏めた「SBSホールディングス コーポレート・ガバナンス・
ガイドライン」

● 東京証券取引所に提出している「コーポレート・ガバナンス報告書」
● 財務報告に関わる内部統制の有効性に関する「内部統制報告書」

TOP → サステナビリティ → コーポレート・ガバナンス
https://www.sbs-group.co.jp/sbshlds/csr/governance/

主要指標 （2023年度実績）

社外取締役

4名 （取締役11名中）

監査等委員会出席率

100%

令和5年度財務報告に関わる内部統制評価

有効

社外取締役の取締役会出席率

全取締役98.1%　社外取締役 96.4%

取締役会開催回数および出席状況
（2023年度）

出席率（%）
全取締役（11名）

社外取締役（4名）

開催回数 14回

98.1%

監査等委員会の開催回数および出席状況
（2023年度）

出席率（%）

開催回数 14回

100%

96.4%
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コーポレート・ガバナンス体制
当社は監査等委員会設置会社であり、株主総会、取締役会、監
査等委員会、会計監査人を会社の機関として設置しています。
当社が現在の体制を採用している理由は、①当社および当社グ
ループ会社の経営上の最大の強みである迅速な意思決定と意思
決定機関の機動性の確保、②客観的・中立的な経営の監視によ
る経営の健全性の堅持、の2点です。

株主総会
会社は、毎年12月31日の最終の株主名簿に記載または記録さ
れた株主をもって、その事業年度に関する定時株主総会におい
てその権利を行使できる株主としています。定時株主総会は、毎
事業年度末日の翌日から3カ月以内に招集し、臨時株主総会は
必要に応じ随時招集しています。株主総会は、取締役社長が招
集し、議長を務めています。株主総会における意思決定としての
決議は、法令または定款に別段の定めがある場合を除き、出席
した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を
もって行います。

取締役会
当社の取締役会は、11名で構成し、このうち4名が社外取締役
です。法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長がこれ
を招集し、その議長となりますが、監査等委員会が選定する監査
等委員も取締役会を招集することができます。意思決定機関とし
て法令および定款に定められた事項のほか、経営方針および経
営に関わる重要事項を決定するとともに、取締役の業務執行の
監視・監督を行っています。取締役会の決議は、議決に加わるこ
とができる取締役の過半数が出席し、出席した取締役の過半数
をもって行います。
取締役会は、月1回以上開催するほか、必要に応じて臨時の取

コーポレート・ガバナンス体制図

株主総会

SBSホールディングスの各部署およびグループ会社

監査部 代表取締役

執行役員

会計監査人

監査等委員会 取締役会

取締役
（監査等委員）

監査
監督

選任　解任選任　解任

選任　解任
連携

連携

指示
報告

調査 報告

報告

報告

諮問
答申

諮問
答申

相談・通報

選定　解職

指示　監督

報告指示　命令

連携

監査

監査 是正報告

報告　意見陳述

取締役
（監査等委員ではない）

CSIRT会議

リスク管理会議

コンプライアンス会議

環境経営推進会議

運輸安全推進会議

内部通報制度
SBSグループホットライン

監査等委員ホットライン

弁護士ホットライン

サステナビリティ推進委員会
（委員：グループ各社代表取締役）

指名・報酬委員会
（取締役会で選定した取締役）

締役会を開催し、取締役による迅速かつ効果的な意思決定が行
える体制としています。また、社外取締役を除く、一部の取締役
は主要子会社の取締役を兼任しており、取締役会への出席を通
して、子会社の重要事項の審議および当社グループ内の意思疎
通の円滑化を図っています。
なお、経営戦略決定の迅速化および業務執行体制のさらなる強
化を図るため、執行役員制度を導入しています。

監査等委員会
監査等委員会は、監査等委員である取締役3名で構成し、このう
ち2名が社外取締役です。監査等委員は、月1回以上監査等委
員会を開催するほか、必要に応じて臨時の監査等委員会を開催
し、監査等委員以外の取締役会の業務執行や適法性を監査・監
督しています。また、議長の遠藤隆を中心として取締役会をはじ
めとする社内の重要な会議に出席し、必要に応じて助言を行って
います。

指名・報酬委員会
指名・報酬委員会は、取締役3名で構成し、そのうち2名が独立
社外取締役です。同委員会は、1年に1回以上開催するほか、必
要に応じて臨時に開催し、取締役および監査等委員の指名・報
酬等に関する手続の公平性・透明性・客観性を強化しています。
委員長は社外取締役の岩﨑二郎が務めます。

会計監査人
当社が置く会計監査人は、株主総会の決議によって選任してい
ます。会計監査人の任期は、選任後1年以内に終了する事業年
度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで、として
います。会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査等委員会の
同意を得て定めます。 
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鎌田 正彦
代表取締役社長　代表執行役員

1988年3月から当社代表取締役社長を、
2004年3月から当社代表執行役員を務め
る。当社グループのSBSロジコム（株）およ
びSBS即配サポート（株）の代表取締役や、
SBS東芝ロジスティクス（株）の代表取締
役、 SBSフレック（株）、SBSゼンツウ（株）、
SBSリコーロジスティクス（株）の取締役も
務める。2013年7月からは公益財団法人
SBS鎌田財団の代表理事でもある。

星 秀一
取締役 専務執行役員
（サステナビリティ推進部担当）

伊藤忠商事（株）の食品流通部門長および
執行役員、伊藤忠食品（株）代表取締役社
長を務めた後、2019年3月から当社の社
外取締役、2023年7月からは取締役、専
務執行役員に就任し、2024年3月には
SBSフレック（株）の代表取締役、会長執行
役員・CEOに就任、また同月にSBSゼンツ
ウ（株）の取締役に就任している。

泰地 正人
取締役 常務執行役員
（人事・総務統括責任者）

現在はいずれもSBSロジコム（株）となって
いる東急ロジスティック（株）、ティーエル
ロジコム（株）にて人事部長を務め、2017
年3月から当社取締役に就任。2019年3
月からは常務執行役員（人事・総務統括責
任者）、2022年3月からはSBSロジコム（株）
の取締役も務める。

田中 康仁
取締役 常務執行役員
（経営企画・事業統括責任者）

（株）住友銀行（現（株）三井住友銀行）で
の勤務を経て、2010年11月に当社経営
企画部次長に就任。2018年12月から当
社執行役員、2021年3月からは取締役、
2024年3月からは常務執行役員に就任。
SBSアセットマネジメント（株）、エルマッ
クス（株）、SBSリコーロジスティクス（株）、
SBS東芝ロジスティクス（株）の取締役も
務める。

取締役会

遠藤 隆
取締役（常勤監査等委員）

（株）日本長期信用銀行（現（株）SBI新生銀
行）における30年の勤務を経て、当社の経
営企画部長、執行役員財務部長、日本物
流未来ファンド（株）（現日本物流未来投資
（株））の代表取締役を歴任。2022年3月
から当社の取締役（監査等委員）を務める。
また、当社および主要グループ会社5社の
監査役も兼務している。

松本 正人
社外取締役（監査等委員）

国際証券（株）、三菱証券（株）（現三菱UFJ
証券ホールディングス（株））、三菱UFJモ
ルガン・スタンレー証券（株）、（株）三菱
UFJフィナンシャル・グループ、MUSビジ
ネスサービス（株）の経営に従事。2019年
3月から当社の社外監査役を、2021年3月
からは当社の社外取締役（監査等委員）を
務める。また、（株）サンドラッグの社外取締
役も務める。

辻 さちえ
社外取締役（監査等委員）

公認会計士として、（株）ビズサプリ代表取
締役、辻さちえ公認会計士事務所所長、一
般社団法人日本公認不正検査士協会理事
を務める。2021年3月から、当社の社外取
締役（監査等委員）を務める。なお、新電元
工業（株）、大塚ホールディングス（株）の社
外監査役でもある。

監査等委員会

取締役・執行役員一覧

GOVERNANCE
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五味 夏樹
取締役 執行役員
（財務統括責任者）

（株）日本長期信用銀行（現（株）SBI新生銀
行）、楽天（株）執行役員、野村信託銀行
（株）常務を経て、2021年7月から当社顧
問に就任し、同年10月からは当社執行役
員を務める。2023年3月には当社取締役
に就任し、同時にSBSアセットマネジメント
（株）取締役、（株）エルマックス取締役も務
める。

若松 勝久
取締役 執行役員（グループ事業戦略
部、eコマース事業推進部担当）

（株）リコーで生産統括センター所長を務め
た後、2011年10月にリコーロジスティク
ス（株）（現SBSリコーロジスティクス（株））
で取締役執行役員（経営管理本部長）に、
2013年10月に同社代表取締役社長執行
役員に就任。2019年3月から当社の取締
役を、2023年3月からは執行役員（事業戦
略部担当）も務める。SBS東芝ロジスティ
クス（株）取締役も兼務している。

岩﨑 二郎
社外取締役

TDK（株）にて取締役専務執行役員を務め、
（株）JVCケンウッドでも取締役執行役員常
務（コーポレート戦略部長）を務める。GCA
（株）では社外監査役、次いで社外取締役
を、ルネサスエレクトロニクス（株）でも社外
取締役を務める。当社では、2011年3月
から社外監査役に、2015年3月からは当
社社外取締役に就任。

小杉 善信
社外取締役

日本テレビ放送網（株）（現日本テレビホー
ルディングス（株））の要職を歴任した後に
代表取締役を務める。2022年6月から同
社顧問を務める。2023年3月に当社社外
取締役に就任。（株）読売新聞グループ本
社社外監査役リゾートトラスト（株）社外取
締役も務める。

男性 10名　女性 1名
（男性91％、女性9%）

加藤 元 執行役員（SBSフレック（株）代表取締役社長執行役員）
金澤 寧 執行役員（SBS東芝ロジスティクス（株）代表取締役社長執行役員）
上田 裕彦 執行役員（SBSアセットマネジメント（株）代表取締役）
佐藤 公博 執行役員（SBS東芝ロジスティクス（株）代表取締役会長執行役員・CEO）
阿久澤 了 執行役員（IT・LT統括責任者、ITソリューション推進部長・情報システム1部長）

他の執行役員

取締役男女別構成

社外

●

●

●

●

鎌田 正彦

星 秀一

泰地 正人

田中 康仁

五味 夏樹

若松 勝久

岩﨑 二郎

氏名

小杉 善信

遠藤 隆

松本 正人

辻 さちえ

代表取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

地位

取締役

常勤監査等委員

監査等委員

監査等委員

●

●

●

指名・
報酬委員会

取締役候補者が有している専門性と経験

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

企業経営

●

●

●

●

●

●

営業・
マーケティング

●

●

●

●

●

●

会計・
財務

●

●

●

●

●

●

●

法務・
リスク管理

●

●

人事・
人材開発

●

●

●

IT・LT

●

●

●

●

●

●

ESG・
サステナビリティ

●

●

●

●

海外

※代表取締役および指名・報酬委員会構成員は、本株主総会終了後の取締役会にて決定いたします。
※上記の一覧表は各氏の経験などを踏まえ、より専門的な知見を有する分野を表しており、有する全ての知見を表すものではありません。
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社外取締役の選任状況

監査等委員氏名

岩﨑 二郎

選任理由

長年にわたる会社役員としての経営に関する豊富な経験と幅広い見識、
また、社外役員としての経験と知見を当社の経営に反映していただけるも
のと判断したことによるものです。

● ●

独立役員

●

●小杉 善信
長年にわたり会社役員として経営に参画されており、その経験と経営能力
を当社の取締役として活かしていただくことが取締役会の意思決定に資す
るものと判断したことによるものです。

松本 正人

●●辻 さちえ

公認会計士としての専門的知識・経験に加え、内部統制、内部監査、コン
プライアンスに関する業務に長年取り組まれた経験を有しており、これら
の専門的な知見を、当社の監査に活かしていただけるものと判断したこと
によるものです。

取締役の選任
当社の取締役は、SBSグループの経営、財務戦略、リスク管理、
法令遵守等に関する多様な知見および専門性を有し、人格に優
れ、求められる責務を遂行できる知識と経験、能力を有する人物
を取締役会からの諮問に対する指名・報酬委員会からの答申を
尊重して取締役社長が指名し、選任議案を取締役会に諮り、株
主総会で承認を得ることとしています。
また、グループ会社の代表取締役などの経営幹部の選任にあたっ
ては、人格に優れ、求められる責務を遂行できる知識と経験、能
力を有する人物を取締役社長が指名し、当社の取締役会の承認
を経てグループ会社の株主総会で承認を得ることとしています。
なお当社は、取締役候補者全員の個別の選任理由を株主総会招
集通知に記載しています。

当社取締役による兼任の制限
当社は、社外取締役を除く取締役が、他の上場会社の役員を兼
務する場合は、当該企業との取引関係の強化に資する等の明確
な理由がある場合に限るものとし、極力当社の職務に注力するも
のとしています。このような兼務の状況は、事業報告にて毎年開
示することとしています。

社外取締役
当社では経営の監督機能の強化を図るため、4名の社外役員を
選任しています。独立性と透明性の高い監視機能、また、慣習な
どに縛られない、新たな発想や理念を形成する役割にも期待して
います。社外取締役の独立性基準については、コーポレート・ガ
バナンス・ガイドラインの別表1において定め、一般株主と利益
相反が生じることを防止しています。
取締役会における議論を活性化させることを目的として、取締役
会資料を事前に送付するとともに、社外取締役の要望に応じて、

起案部署が議案の事前説明を行うなどの対応をし、社内の取締
役との情報格差を最小化するよう努めています。また、監査等委
員の職務を補助する監査等委員会スタッフを1名選任しており、
必要に応じて内部監査組織である監査部もその補助を行ってい
ます。

取締役会全体の知識・経験・能力のバランス、多様性お
よび規模に関する考え方
取締役候補者の選任にあたっては、経営監督機能強化の観点は
もとより、監督と執行の人数バランスも考慮しています。また、取
締役会の役割・目的を実効的に果たすため、事業経営に関する
重点分野における経験と知見を有する人財をもって構成するも
のとしています。
社外取締役候補者の選任にあたっては、当社グループの中核事
業である物流業に限ることなく、異なる業種の企業での経営経験
のある方をはじめ、法律・会計監査等の専門知識を有する方な
ど、多様性を意識した人選を行っています。
社内の取締役候補者については、当社グループの経営、財務戦
略、リスク管理およびコンプライアンスに関する多様な知見およ
び専門性を有する者を選定しています。
2023年度より、監査等委員を含む各取締役の専門性と経験を
一覧化したいわゆるスキル・マトリックス（p74に記載）を開示し
ています。

取締役の能力向上
当社は、取締役へ各々が求められる役割を果たすため、就任時に
取締役としての義務や責任に関する事項の説明を行います。ま
た、社外取締役には、当社グループの経営方針や事業に関する
説明を併せて行います。
当社は、取締役への継続的なトレーニングとして、年2回程度、

金融機関における企業経営者としての豊富な経験に加え、財務および会
計に関する相当程度の知見を有しており、その幅広い見識を当社の監査
に反映していただけるものと判断したことによるものです。

兼務状況

ルネサスエレクトロニクス（株） 社外取締役

（株）読売新聞グループ本社　社外監査役
日本テレビホールディングス（株） 顧問
リゾートトラスト（株）　社外取締役

（株）ビズサプリ 代表取締役
辻さちえ公認会計士事務所 所長
一般社団法人日本公認不正検査士協会 理事
新電元工業（株） 社外監査役
大塚ホールディングス（株） 社外監査役

（株）サンドラッグ 社外取締役

実効性の確保

GOVERNANCE
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役員区分ごとの報酬 （2023年度実績）

取締役の報酬の構成

役員区分

監査等委員でない取締役（うち社外取締役）

監査等委員である取締役（うち社外取締役）

基本報酬（約85%） 役位ごとに設定

業績報酬（約15%） 会社業績と連動

当事業年度における業績連動報酬に
関わる連結営業利益

目標　15,000百万円

実績　16,595百万円

※不動産売却益を除く

116（17）

28（12）

報酬等の総額
（百万円）

11（4）

3（2）

対象となる役員の員数（名）
報酬等の種類別の総額（百万円）

102（17）

28（12）

基本報酬

14（-）

-（-）

業績報酬

※取締役（社外取締役を除く）には、子会社代表取締役兼務3名が含まれており、その3名の業績評価は当該子会社において行われているため、当社の報酬の支払は基本報酬のみとしています。

社外取締役に占める
独立役員の数

4名（4名中）

外部講師を招き研修会を開催するほか、自己研さんに対して必
要な支援を行います。

役員報酬
当社は、監査等委員会設置会社への移行を機に、取締役（監査
等委員である取締役を除く）の報酬等の額またはその算定方法に
関わる決定に関して、第35期定時株主総会（2021年3月25日
開催）において方針を決議しました。
当社の業務執行をする取締役の報酬については、持続的な成長
と企業価値向上への動機付けを図ることを目的として、「取締役
の報酬内規」の定めに従い、役位ごとに定められた基本報酬と会
社業績と連動した業績報酬から構成され、報酬総額に対する業
績報酬の割合が15％前後となるよう設定されています。子会社
の代表取締役を兼務する取締役の業績評価は当該子会社におい
て行われているため、当社における報酬は同内規に基づく基本報
酬のみとしています。社外取締役（監査等委員である取締役を除
く）の報酬は、同内規に基づく基本報酬のみとしています。
業績報酬は、会社業績との連動性を高め、かつ客観性・透明性
を高めるために、連結営業利益を基礎としています。業績報酬の
額は、連結営業利益の目標達成に応じた定量ポイントと、役位
毎に求められる役割、機能、責任、実績を評価した定性ポイント

の合計に、役位毎の基準額を乗じて算定しています。当事業年
度における業績連動報酬に係る連結営業利益（不動産売却益を
除く）の目標は「15,000百万円（不動産売却益を除く）」、実績は
「16,595百万円」であり、目標を達成しました。
当社は、取締役の指名・報酬等に関する手続の公正性・透明性・
客観性を強化するため、2022年12月14日開催の取締役会に
おける決議により、任意の指名・報酬委員会を設置しました。こ
れにより、2023年度以降、各取締役（監査等委員である取締役
を除く）の報酬については、代表取締役社長が取締役会の一任を
受けたうえで、取締役会からの諮問に対する指名・報酬委員会
の答申の内容を尊重して、決定しております。また、監査等委員
である取締役の報酬については、取締役会からの諮問に対する
指名・報酬委員会の答申の内容を尊重して、監査等委員である
取締役全員の協議により（監査等委員である取締役全員の合意
がある場合には監査等委員会において）決定しております。
当社の取締役に対する報酬総額の上限は、第35期定時株主総
会において承認を得ており、監査等委員でない取締役への報酬
は年額200百万円以内（うち社外取締役は年額40百万円以内）、
監査等委員である取締役への報酬は年額50百万円以内と定め
ています。
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取締役会の実効性
当社は、取締役会の実効性を自己評価するためのアンケート（無
記名）を2017年から年1回実施しています。
アンケートは、監査等委員を含む全取締役（11名）を対象に、無
記名で次の4項目22設問について5段階で評価する方式とし、
各設問のコメント欄および末尾に設けた自由記述欄に補足説明
や意見などを記す方法としています。
取締役および監査等委員の変更による評価への影響を含め、定
点観測による比較検証を目的に2017年の開始当初から2021
年までの5年間にわたり同じ設問としました。2022年は、当社の
監査等委員会設置会社への移行ならびに市場区分の見直しを考
慮し、設問の追加や表現の修正といった見直しを行いました。た
だし、若干の見直しであることから、評価方法については例年ど
おり、評価ポイントによる比較検証としました。
アンケートの全設問に対する評価点の平均は4.06（昨年の4.05
から0.01ポイントの微増）となり、概ね十分な実効性をもって機
能しているとの評価結果に至りました。
アンケートへの回答結果や提出された意見につきましては、取締
役会において意見交換を行うとともに、今後に向けての課題を共
有し、取り組みのあり方について審議を行いました。
当社の取締役会は、この度の評価結果を踏まえ、取締役会の実
効性のさらなる向上を目指し、議論を重ねたうえで必要な取り組
みを実行し、継続的な改善に取り組んでまいります。

監査等委員会の運営
当社の監査等委員会は、常勤の監査等委員1名と非常勤の監査
等委員2名で構成されています。定期的な監査等委員会を月1回
以上開催するほか、必要に応じて臨時の監査等委員会も開催し、
委員間の協議や意見交換を行うことにより、取締役の法令および
社内規程の遵守状況を把握するほか、業務監査や会計監査が有
効に実施される環境を整えるべく努めています。
当社の監査等委員は、社内の重要な会議へ出席するほか、重要
書類の閲覧、役職員への質問などの監査手続きを経て、経営に

対する適正な監査を行っています。
また、各種の会議議事録、その他の文書を自由に閲覧することが
できる権限を付与しています。
当社では、監査等委員会の職務を補助する監査等委員会スタッ
フを1名専任しており、必要に応じて監査部がその業務を補助す
ることで業務の円滑化を図っています。監査等委員会スタッフの
任命や異動などの人事権に関わる事項については、事前に監査
等委員会の同意を得て決定することとしています。
監査等委員、当社監査部、当社が任命する会計監査人は、当社
およびSBSグループ各社の内部統制部門と連携して監査計画を
策定・実行し、その結果を取締役会へ報告しています。

会計監査の状況
当社の会計監査は、EY新日本有限責任監査法人が担当していま
す。当社の業務内容に対して効率的な監査業務を実施することが
できる一定の規模と世界的なネットワークを持つこと、審査体制
が整備されていること、さらに監査実績等により統合的に判断し、
選定しています。同監査法人による継続監査機関は23年間です。
2023年度の監査業務を執行した公認会計士は、指定有限責任
社員 業務執行社員の月本洋一氏、長崎将彦氏の2名です。補助
者は、公認会計士8名、その他19名により構成されています。
監査報酬は、監査法人から提示される監査計画の内容をもとに、
妥当な監査日数を見積もるなどして決定しています。

内部統制
当社は、企業会計審議会の公表した「財務報告に関わる内部統
制の評価および監査の基準ならびに財務報告に関わる内部統制
の評価および監査に関する実施基準の設定について（意見書）」
に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に
関わる内部統制を整備および運用し、年次報告を行っています。
直近の財務報告に関わる内部統制の評価は、2023年12月31
日を基準日として実施しました。評価の範囲は、財務報告の信頼
性に及ぼす影響の重要性の観点から決定し、当社、連結子会社
19社、持分法適用関連会社1社としています。

アンケートの構成（各問は5段階評価）

❶ 取締役会の構成について（全3問）
❷ 取締役会の運営について（全５問）
❸ 取締役会の議題について（全10問）
❹ 取締役会を支える体制について（全４問）　計22問
※評価の補足・その他意見を記述できる欄を設けています

内部統制報告書は、過去のものも含めて、当社ウェブサイトに掲載しています。
TOP → サステナビリティ → コーポレート・ガバナンス
https://www.sbs-group.co.jp/sbshlds/csr/governance/

取締役会の実効性に関する評価点の平均値

4.06点（5点満点）

監査等委員会の活動状況 （2023年度）
氏名

遠藤 隆

松本 正人

辻 さちえ

開催回数

14

14

14

出席回数

14

14

14

出席率

100%

100%

100%

実効性の確保

GOVERNANCE
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株主総会招集通知や臨時報告書（「決議事項に対する賛成、反対および棄権の意思
の表示に関わる議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件ならびに当該決
議の結果」を含む）は、当社ウェブサイトでご覧いただけます。
TOP → 株主・投資家情報 → 株主総会
https://www.sbs-group.co.jp/sbshlds/ir/meeting/

株主およびステークホルダーとの建設的な関係の維持

第38回定時株主総会の概要

日時
2024年3月27日（水曜日）午前10時～

場所
東京都新宿区西新宿八丁目17番1号
住友不動産新宿グランドタワー 37階 当社会議室

報告事項
1. 第38期（2023年1月1日から2023年12月31日まで）事業報告、連結計
算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監査結
果報告の件

2. 第38期（2023年1月1日から2023年12月31日まで）計算書類報告の件

決議事項と結果
第１号議案　監査等委員でない取締役８名選任の件
本件は、原案のとおり監査等委員でない取締役に鎌田正彦、星秀一、泰地
正人、田中康仁、五味夏樹、若松勝久、岩﨑二郎および小杉善信の各氏
が選任され、それぞれ就任いたしました。なお、岩﨑二郎および小杉善信
の両氏は、社外取締役であります。

第２号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
本件は、原案のとおり補欠の監査等委員である取締役に鈴木知幸氏が選
任されました。

株主権利の確保
当社のコーポレート・ガバナンス・ガイドラインは、株主権利の重
要性を踏まえ積極的な情報開示により経営の透明性を高め、す
べての株主の権利が確保されるよう適切な環境の整備に努める
ことを明記しています。その一環として、株主総会に提出した会
社提案の議案への賛否状況を取締役会に報告すること、会社が
提案した議案に総議決権数の20%を超える反対票が投じられた
場合には、必要に応じて株主との対話などの対応を検討すること
としています。

株主総会の活性化と議決権行使の円滑化
当社は、株主総会を「株主との建設的な対話」として重視し、株
主総会における株主の権利行使に関して適切な環境を整えるよ
うに努めています。また、株主総会における株主の議決権行使を
「株主の重要な権利の一つ」と認識し、議決権行使の判断に資す
る適切な情報を適時・適切に提供するように努めています。
より多くの株主が総会に出席し議決権を行使できるよう、いわゆ
る総会開催集中日を避けて開催日程を設定するように努めてい
ます。
株主が株主総会議案の十分な検討期間を確保するため、「株主総
会招集通知」を法定の発送期日よりも早期に発送するように努め
ています。また、「株主総会招集通知」を株主総会招集に関する取
締役会決議後遅滞なく、当社および東京証券取引所のウェブサ
イトならびに議決権電子行使プラットフォームに掲載しています。
株主が議決権を行使する方法として、書面のほか、パソコン、ス
マートフォンまたは携帯電話から当社が指定する議決権行使サ
イトにアクセスすることにより、インターネット経由で議決権を行
使する方法も選択できるようにしています。

政策保有株式の扱い
当社は、当社および当社グループが将来に向けて持続的に成長
するためには、取引先企業との協力関係の構築は重要であり、当
社および当社グループの企業価値向上の観点から「政策保有株
式を保有する意義がある。」と判断した場合に限り、当該企業の
株式を保有しています。
当社は、主要な政策保有株式について個別銘柄ごとに取引関係
の維持・強化によって得られるメリットを毎年検証し、「当該企業
の株式保有を継続することの中・長期的な当社および当社グルー
プの企業価値向上への貢献度が小さい」と判断される場合は、当
社および当社グループの業績や株式市場への影響等を考慮しつ
つ、取締役会の承認を経て当該株式を売却しています。
当社は、政策保有株式の議決権行使を、原則して保有先企業の
経営方針や事業戦略等を個別に判断したうえで、議案内容が当

該企業ならびに当社および当社グループの企業価値向上に資す
るか否かを判断し、議案の賛否を判断することとしています。

買収防衛策
当社は、いわゆる「買収防衛策」を導入しないことを基本としてい
ます。当社株式が公開買付けに付された場合は、取締役会として
の考え方を株主に明確に説明し適正な手続きを確保します。
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自己資本比率

26.4%
1株当たり配当（2023年12月期）

65円

資本・配当政策
当社は、当社および当社グループの持続的成長による企業価値
および株主価値の向上を図り、成長のための戦略投資に耐えう
る財務の健全性を維持すべく、自己資本比率30%以上を目標と
し、その達成に努めています。
当社は、株主還元を「経営の重要な課題の一つ」と位置付け、よ
り強固な経営基盤の構築に向けて内部留保の充実を図るととも
に、継続的な配当の維持と業績に応じた配当水準の向上に努め
ることを基本方針としています。

情報開示
当社は、法令に基づく開示を適切に行うことに加え、中・長期的
な企業価値向上の実現のため、将来の成長に必要な経営基盤や
事業戦略などに関する計画を策定した場合は、これを開示します。
国内外における株主および投資家をはじめとするステークホル
ダーから企業評価を得るとともに、株主、投資家およびステーク
ホルダーとの対話を通して世界水準の企業価値向上に資するた
めの合理的な範囲において、英語での情報開示を進めています。
株主や投資家との対話を推進する窓口としてIR担当役員を任命
し、IR・広報部を担当部署としています。株主や投資家との個別
対話は、主にIR・広報部長が行い、適宜取締役社長やIR担当役
員も参加します。

株主以外のステークホルダーとの協働
当社および当社グループは、「SBSグループ行動憲章」のもとで
中・長期的な企業価値向上に向けてはステークホルダーを尊重
するとともに、当社および当社グループの存在意義を明確にして
良好な関係の維持に努めています。
また、当社の取締役会は、「SBSグループ行動基準」が広く実践
されているかを定期的に評価する責任を担っています。
当社は、持続可能性を巡る課題への取り組みを推進する当社お
よび当社グループが協働して「SBSグループ　サステナビリティ
推進委員会」を設置し、同委員会のもとで運営される会議体にお
いて各種課題への対応方針を決定・実行しています。
（p49「サステナブルな世界へ向けて」をご参照ください）

コーポレートガバナンス・コードへの対応
当社は、各上場会社の持続的な成長と中・長期的な企業価値の
向上に資する主要な原則を取りまとめた文書であるコーポレート・
ガバナンス・コード（株式会社東京証券取引所が金融庁と連携し
て策定・公表）を重視しています。そして、同コードが求める「コン
プライ・オア・エクスプレイン」の姿勢により取り組んでいます。
当社のコーポレート・ガバナンス報告書では、コーポレート・ガバ
ナンス・コードの各原則に基づく開示状況を報告するとともに、
直ちに全面的な対応には至っていない補充原則については、そ
の理由や今後の見通しについて、当社としての説明を掲載してい
ます。

● 実質株主の株主総会への出席に対する対応（補充原則1-2-5）
● 最高経営責任者等の後継者の計画の監督（補充原則4-1-3）
● 代表取締役の選解任の手続き（補充原則4-3-2、3）
● 「筆頭独立社外取締役」を選任する等、独立社外取締役と経営
陣との連携（補充原則4-8-2）

（株）東京証券取引所に提出している「コーポレート・ガバナンス報告書」は、当社ウェブ
サイトに掲載しています。
TOP → サステナビリティ → コーポレート・ガバナンス
https://www.sbs-group.co.jp/sbshlds/csr/governance/
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コンプライアンス会議開催数

2回
コンプライアンス関連研修開催数

18回

コンプライアンス相談窓口相談件数

291回

マネジメント
SBSグループでは、「SBSグループ行動憲章」および「SBSグ
ループコンプライアンス規程」を定め、コンプライアンスの体制
整備とその推進に取り組んでいます。その役割の中心はグルー
プ各社から選任された議員で構成される「SBSグループコンプラ
イアンス会議」です。コンプライアンス会議は啓発活動推進の中
心を担う一方、コンプライアンス違反事案の監視・確認・調査・
改善を行っています。また、意識啓発ツール（コンプライアンス・
カード、コンプライアンスマニュアル、コンプライアンスルール・
ブック）をグループ全従業員に配付し、意識と知識を共有するこ
とで、公正かつ倫理的な行動および活動の推進に努めています。

意識向上への取り組み
SBSグループでは、従業員に対し、定期的な研修と情報発信を
行うことで、コンプライアンス意識向上を図っています。階層研
修においては主に広義のコンプライアンスを、専門テーマ別研
修は管理者を対象にハラスメントをテーマにしています。また、
実務担当者向け教育素材を定期的に配信し、現場でも教育・啓
発ができるようにフォローしています。全従業員向けには「コン
プライアンス通信」を発行し、基本的な考え方や参考にすべき具
体的事例などを伝えているほか、オリジナルのコンプライアンス
教育ビデオを活用しています。

コンプライアンス意識調査
SBSグループでは、従業員のコンプライアンス意識の浸透度や
従業員を取り巻く環境の変化を把握するために、定期的にコン
プライアンス意識調査を実施しています。調査結果は、行った施

通報　相談

調査依頼

報告

報告

報告

報告　指示

調査依頼

報告

社内通報窓口

SBSグループホットライン
監査等委員ホットライン

社外通報窓口

弁護士ホットライン

内部調査委員会

※経営に重大な影響を与
えると判断した場合に
設置

通報・相談の流れ

コンプライアンス会議
（議長：サステナビリティ担当役員、事務局：サステナビリティ推進部）

サステナビリティ推進委員会

SBSホールディングス取締役会

SBSグループ 内部通報窓口

従業員

策の有効性の判断、課題の特定、そして次の取り組みの検討に
幅広く活用されます。

内部通報体制と通報者の保護
SBSグループは「SBSグループ内部通報規程」に基づき、グルー
プで働くすべての従業員が職場環境や業務上での問題および法
令・社内規則または企業倫理に違反する行為を知ったときに相
談・通報できる窓口を設置・運用しています。
窓口は、コンプライアンス会議事務局が受け付ける「SBSグルー
プホットライン」、常勤監査等委員が受け付ける「監査等委員ホッ
トライン」、顧問弁護士が受け付ける「弁護士ホットライン」の3
つがあります。職場何でも相談室は、相談者の判断により相談
員（男性、女性）の連絡先（直通ダイヤル）が選択できます。
各窓口に寄せられた相談・通報内容は、サステナビリティ推進委
員会事務局から取締役会へ報告されます。客観的な調査・検証
のうえで、当社および当社グループの関係部署と対応を協議し
ています。
また、重大性が懸念される事案が把握ないし報告された場合に
は、SBSグループコンプライアンス会議議長を委員長とする「内
部調査委員会」を設置し、事実関係の調査および勧告、監査等
委員会へ臨時の取締役会の招集を提案するといった、適切な対
応を講じる体制としています。
なお、通報者の保護にあたっては、同規程に「通報者の探索およ
び報復行為の禁止」を定めている他、公益通報者保護法に基づ
いた従事者指定による守秘義務の徹底など、不利益が起こらな
い体制を整えています。

コンプライアンス

※階層研修＋専門（ハラスメント）
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危機管理体制
SBSグループリスク管理会議を中心に、運輸安全、コンプライア
ンス、情報セキュリティの各会議体で管轄する危機管理事項の
情報共有を行い、クライシス案件との判断が出た場合は「危機管
理マニュアル」に則り全社体制で対応に取り組んでいきます。な
お、新型コロナウイルス感染症の感染事案発生時の対応は、
SBSグループとしてのガイドラインにおいて定めている手順に
沿って実施しています。

BCP／BCM
SBSグループでは、大規模災害発生時には人命の安全確保を前
提に、社会インフラの一部としての物流を中心とした事業活動を
行い続けることがSBSグループの社会的責任であると考え、
BCP（Business Continuity Plan：事業継続計画）を策定して
います。BCPでは、対策の前提、事前準備、初動対応、復旧対
応などが明確に規定されています。また、策定したBCPが適正に
機能するようBCM（Business Continuity Management：事
業継続マネジメント）にも注力しています。

緊急時対応訓練
大規模地震発生などに備えた緊急時対応訓練を定期的に実施し
ています。この訓練では対策本部・緊急時代替拠点の設営、各社・
各拠点の被災状況や安否情報等の情報連携および関連するすべ
ての情報の共有を中心に行われ、毎回想定シナリオを変更し実
施されます。

グループ内緊急連絡網の整備
有事の際に、従業員の安否確認、拠点の被災情報をいち早く共
有し、事業継続につなげるために緊急連絡体制および緊急連絡
網の整備・管理を行っています。

拠点情報の整備とハザードリスクの共有
BCMの一環としてハザードリスク※を含む拠点情報を一元管理
し、グループ内で共有しています。情報を共有することで、課題
対策の共通化が図れるほか、近隣事業所との連携にも役立てて
います。　※行政が発行しているハザードマップを使用

ドライバーの安全確保
ドライバーの安全確保のため、グループの全車両に緊急時備蓄
品（水、非常用トイレ、防寒シート）が配備されています。また、
有事の際にドライバーの避難場所として使用することができるよ
うに相互受け入れが取り決められています。

従業員専用災害情報ポータルサイト
有事の際にグループ内の被災状況など、事業継続に関わる情報
を共有するための従業員専用「SBSグループ災害情報ポータル
サイト」を開設しています。平時は防災に関わるお役立ち情報を
提供しています。

東京都一斉帰宅抑制推進企業として
SBSホールディングス（株）は、2018年12月に東京都一斉帰宅
抑制推進企業に認定されました。これは、発災時に向けた食糧
の備蓄や従業員がオフィスに留まるための各種装備、グループ内
連携の状況などが評価されたものです。今後も、認定企業として
の取り組みを継続していきます。
なお、当社は墨田区とも防災協力
協定を締結し、地域防災に参画し
ています。

危機管理広報マニュアルの策定
SBSグループは、2023年に危機管理広報の手順と体制を再整備し
ました。法令違反、自然災害、重大事故といった事業を行ううえで発
生しうるクライシス事象が発生した場合に、検知、対策本部の設置
から情報開示、事後対応に至るまでの一連の流れを明確化していま

危機管理

GOVERNANCE

主なクライシス事項

● CSIRT会議
大規模なセキュリティ事故・サイバー攻撃・システム障害

● 運輸安全推進会議
人命に関わるような車両事故・労災事故

● コンプライアンス会議
不適切な労務管理・不正経理・情報管理の不徹底などの企業不祥事

● 災害対応マネジメント（事業継続計画）
大規模地震をはじめとする各種自然災害など

す。危機の発生に備えるとともに、リスクを早期に発見して被害の拡
大を防ぎます。この取り組みは、2022年に発生した倉庫火災の教訓
を当社グループとして活かすためのものです。
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情報セキュリティガバナンス
SBSグループでは情報セキュリティガバナンス体制を整え、グ
ループ共通の基盤整備と情報共有を図っています。また、セキュ
リティインシデント（セキュリティ上の問題）に対し、効果的に対
応できるようCSIRT体制（グループCSIRT・各社CSIRT）を整え
インシデント発生時の迅速な復旧とその後の確実な防止に備え
ています。CSIRTは、発生時の対応だけでなく、平時の予防策お
よび教育・啓発の企画・実施などグループのセキュリティマネジ
メントをコントロールしています。

教育・啓発
■セミナー
各種階層および各社情報セキュリティ担当者に向け、それぞれの
カリキュラムを実施しています。
■eラーニング
年に1回グループ全社を対象に受講を義務付け定期的な啓発を
図っています。

SBSグループは、お客様をはじめとするステークホルダーのあら
ゆる情報を適切に保護・管理することを、重要な社会的責任と
認識しています。これに基づき、情報セキュリティポリシーおよび
各種標準を定め、さまざまな情報・サイバーセキュリティリスク
に対し、実効性のある管理体制を整えています。

情報セキュリティ方針
「SBSグループ情報セキュリティ基本方針」を定め、グループ全
体で情報セキュリティに取り組むことを宣言しています。

■情報セキュリティマネジメント
「SBSグループ情報セキュリティポリシー」を定め、これに則り、
推進機関であるCSIRT会議を中心に、グループ全体のセキュリ
ティ対策状況モニタリングおよび教育・啓発の推進を行い、セ
キュリティレベルの維持と向上に努めています。
■脅威からの防御
高度な脅威に対応するため、AI（人工知能）を用いたウイルス対
策ツールを導入しています。また、次世代ファイアウォールを導
入し、外部からの攻撃に加え、万が一の内部からの攻撃に対し
ても、防御の強化を図っています。
■脆弱性対応
SOC（Security Operation Center）サービス導入により、監
視・確認機能を強化しています。また、公開系サーバの脆弱性
検査、必要なサーバに対する脆弱性テストを実施し、安全性の
維持を図っています。
■第三者の検証
定期的に情報セキュリティ専門会社によるマネジメントレビュー
を実施し、効果的な改善策へつなげています。

SBSグループ情報セキュリティ基本方針

１．情報セキュリティに関する法令、国が定める指針、その他規範を
遵守します。

２．情報セキュリティに関する責任を明確にし、対策を実施するため
の体制を整備します。

３．情報セキュリティリスクを識別し、人的・組織的・技術的・物理的
に適切な対策を実施します。

４．情報セキュリティに関する教育・啓発を実施し、全従業員が情報
セキュリティ意識をもって業務を遂行できるようにします。

５．情報セキュリティに関する管理体制および取り組みについて点検
を実施し、継続的に見直し・改善を行います。

情報セキュリティ

2023年度受講人数

セミナー 440人　eラーニング 7,248人

SBSグループ 情報セキュリティガバナンス

グループ各社

CSIRT会議
（議長：グループCSIRT統括管理責任者）

定期報告

情報共有

サステナビリティ推進委員会
（委員：グループ各社代表取締役）
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注記
1. 第30期より、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年3月26日）を適用したため、第29期については遡及適
用後の数値を記載しています。

2. 第32期より、「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 2017年3月29日）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関す
る当面の取扱い」（実務対応報告第24号 2017年3月29日）を早期適用したため、第31期については遡及適用後の数値を記載しています。

3. 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年2月26日）を第34期の期首から適用しており、第33期については遡及適用後の数値を記載しています。
4. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を第37期の期首から適用しており、第37期については遡及適用後の数値を記載しています。
5. 従業員数は、就業人員数を表示しています。

 回次

決算年

売上高 百万円

経常利益 百万円

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円

包括利益 百万円

純資産額 百万円

総資産額 百万円

1株当たり純資産額 円

1株当たり当期純利益金額 円

自己資本比率 ％

自己資本利益率（ROE） ％

株価収益率（PER） 倍

営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円

投資活動によるキャッシュ・フロー 百万円

財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円

現金および現金同等物の期末残高 百万円

従業員数 
名（外、平均臨時雇用者数）

連結対象子会社 社

設備投資 百万円

第29期

2014年

141,535

3,648

2,725

3,702

35,091

131,120

811.23

69.77

24.3

9.0

14.4

6,603

△15,101

8,893

11,037

5,572
（8,512）

27

15,988

第30期

2015年

157,996

5,772

△3,815

△4,693

29,947

124,817

706.32

△96.84

22.5

△12.7

△9.8

7,728

△7,081

△2,685

8,984

5,555
（8,636）

23

11,142

第31期

2016年

149,054

7,832

5,111

5,346

34,533

122,330

818.55

128.69

26.6

16.9

6.3

12,201

△10,043

△1,733

9,383

5,189
（8,652）

17

10,455

第32期

2017年

152,870

6,475

4,446

4,702

38,510

127,802

916.50

111.94

28.5

12.9

10.1

11,671

△8,127

△1,420

11,534

5,515
（8,911）

16

9,576

財務・事業情報
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第33期

2018年

203,516

7,607

4,409

4,494

48,173

171,796

1,001.05

111.01

23.1

11.6

12.8

12,398

△22,433

14,815

16,303

6,979
（10,575）

25

11,607

第34期

2019年

255,548

10,172

6,079

6,923

54,077

180,047

1,136.22

153.06

25.1

14.3

12.4

16,872

△12,579

△2,084

18,495

7,124
（10,674）

24

11,710

第35期

2020年

257,192

10,883

6,826

7,181

68,146

254,550

1,277.92

171.88

19.9

14.2

15.2

17,262

△30,480

22,726

27,537

9,742
（12,098）

28

11,507

第36期

2021年

403,485

20,489

10,790

13,936

80,707

277,197

1,527.58

271.67

21.9

19.4

12.0

27,472

△22,343

△9,278

23,795

10,689
（12,805）

33

14,501

第37期

2022年

455,481

21,404

11,732

14,189

92,172

296,898

1,772.04

295.39

23.7

17.9

9.4

22,407

△15,895

489

32,668

10,859
（11,970）

41

17,859

第38期

2023年

431,911

19,747

10,056

13,439

102,592

301,317

2,003.63

253.20

26.4

13.4

9.7

14,113

△10,184

△7,647

29,660

10,903
（12,057）

40

10,952
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CO2排出量 水使用量
CO2（t） 水資源使用量（t）売上高原単位

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

0

20

40

60

80

100

2018 2019 2020 2021

施設
車両
合計

2019 2020

使用量
消費原単位

■施設　■車両　■売上高原単位

売上高原単位

34,595

66,820

101,415

28.23

35,883

66,778

102,661

26.63

37,474

67,533

105,007

26.76

32,782

66,088

98,869

40.77

26,090

65,157

91,247

38.095

2021
60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

2022 2023

127,524 149,681

6.71 7.72

147,097

6.32

151,070

6.31

170,250

7.16

123,002

5.14

4.0

6.0

5.0

7.0

8.0

10.0

9.0

※売上高原単位は1億円当たりの値

2022 2023

■ 使用量　■ 消費原単位

（一人当たり：㎥）消費原単位

会社名認証

ISO14001
（環境マネジメントシステム）

グリーン経営認証 SBSロジコム
GPN認証
（グリーン購入ネットワーク）

SBSロジコム　※「エコ商品ネット」の輸配送サービスに認定

環境関連認証取得状況（2023年度末時点）

SBS東芝ロジスティクス、SBSリコーロジスティクス、SBS三愛ロジスティクス、SBSロジコム、SBSフレック、
SBSフレイトサービス、SBS即配サポート、SBS古河物流  

電力消費量
電力使用量（千kWh）

0

20,000

40,000

60,000

100,000

80,000

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

2,500

2,800

3,100

3,400

3,700

4,000

2018 2019 2020 2021 2022 2023

2.35 2.70 2.85 3.10

44,740 52,264 66,386 74,149 78,875

3.32

77,938

3.26

使用量
消費原単位

コピー用紙使用量
コピー用紙使用量（千枚）

2018 2019 2020 2021 2022 2023

使用量
消費原単位

■  使用量　■ 消費原単位 ■ 使用量　■ 消費原単位

（一人当たり：枚）消費原単位（一人当たり：千kWh）消費原単位

59,251 53,685

3,116 2,770

83,747

3,598

89,880

3,753

86,229

3,627

81,799

3,416

※経済産業省資源エネルギー庁が提供する「ロジスティクス分野におけるCO₂排出量算定方法共同ガイドラインVer. 3.1」に沿って算出しています
※CO₂排出量は、その大半が車両の運行によって生じることから、SBSグループの事業活動全体の活動量と効率性によって左右されます。そのため、売上高という会社全体の活動量を反映する指標を
分母としています。一方、水、電力、コピー用紙といった環境負荷は、事業所・施設内で発生するのが主で、従業員の環境保全行動によって削減する余地が小さくないものです。そのため、これらに
ついては一人当たりの値を計算しています

会社名

SBS東芝ロジスティクス、SBSフレック、SBSフレックネット、
SBSフレイトサービス、SBS三愛ロジスティクス、
SBS古河物流
SBSリコーロジスティクス、SBS三愛ロジスティクス、
SBSロジコム、SBS即配サポート
SBS東芝ロジスティクス

SBS東芝ロジスティクス

SBSゼンツウ
SBSロジコム

SBSフレイトサービス、SBSスタッフ、
マーケティングパートナー、日本レコードセンター

認証

ISO9001
（品質マネジメントシステム）

ISO27001
（情報セキュリティマネジメントシステム）

ISO/IEC27001※

ISO/IEC17025
（試験所・校正機関マネジメントシステム）

プライバシーマーク

JAS有機農産物小分け認証
引越安心マーク

※従業員が直接相談できる社内・外に設置された窓口への合計相談数

相談内容

労務・業務に関するもの
職場の人間関係に関するもの
その他
合計

件数

品質系認証取得状況（2023年度末時点） コンプライアンス相談窓口 相談件数（2023年度）※

138

129

24

291

※国際電気標準会議（IEC）合同

ESGデータ
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取扱量（t）品目名称

廃プラスチック類
再生プラスチック
金属くず
木くず
紙類・その他
合計

SBS即配サポート廃棄物処理量

6,838

14

1,625

964

719

10,160

区分 内容 講座数 受講者数（人）

次世代育成研修 ● 次世代経営層育成プログラム ● 次世代若手リーダープログラム
● 女性管理職向け活躍推進プログラムなど

階層別研修 ● 部長研修 ● 管理職研修 ● 監督職研修 ● 中堅社員研修 ● 新入社員研修など
領域別研修 ● 現場管理者育成研修 ● OJT導入研修 ● ビジネスキャリア検定試験対策講習会など
専門テーマ研修

合計

● エコ・安全ドライブ研修 ● 運行管理者研修 ● 情報セキュリティ研修など
自己啓発研修 ● 通信研修 ● eラーニングなど

152

1,287

167

9,254

11,693

833

65

5

35

8

13

4

人財育成取り組み状況  SBSグループ研修実績（2023年度末時点）

合計 19,987

1

1

0

0

0

5

7

26

36

14

22

8

76

182

27

37

14

22

8

81

189

SBSリコーロジスティクスG（RLJS含む）
SBSロジコム（LGCK含む）
SBSフレイトサービス
SBSフレックネット
SBS即配サポート
SBSゼンツウ
SBSグループ合計

会社名 新規取得
事業所数

既取得
事業所数

Ｇマーク取得
事業所数計

Ｇマーク対象
事業所数

Ｇマーク
取得率

27

37

14

26

10

89

203

100.0%

100.0%

100.0%

84.6%

80.0%

91.0%

93.1%

Gマーク取得状況（2023年度末時点）

※1 全国のトラック運送事業所の取得率：33.6％（数値は2023年12月15日現在　※全日本トラック協会HPより ）
※2 対象事業所数には新設事業所（Gマーク申請条件未達の３年未経過事業所）が含まれます

環境投資

投資項目

車両関連投資

施設省エネルギー化などに伴う投資
地球環境保全投資
環境マネジメント
環境コミュニケーション

内容

CNG、LPG、ハイブリッド、重量車燃費基準達成車など
燃費改善（エコ・安全ドライブ研修など）
デマンド監視・省電力照明等
太陽光発電等
環境マネジメント登録・管理活動等
社内外への啓発・報告資料作成等

2018 2019 2020 2021 20232022

1,870

4

141

11

6

13

2,046

1,880

0

39

34

9

10

1,972

3,791

3

45

6

3

6

3,854

3,055

1

131

6

3

6

3,202

3,514

8

14

29

8

8

3,581

4,379

19

26

6

4

10

4,444合計

（単位：百万円）

※環境省「環境会計ガイドライン2005年版」を踏まえながら、総合物流事業者としてのSBSグループの事業特性に鑑みた分類を行っています
※「地球環境保全投資」は、自社で運営する施設における再生可能エネルギー由来の発電設備の設置・運用・維持管理に関わる支出です。これまではすべてが太陽光発電です

 

514

2,826

803

617

710

210

161

268

223

935

野田吉春物流センター
芝山第一発電所
川越物流センター
西日本ロジスティクスセンター（京田辺）
芝山第二発電所
小田原支店
高崎営業所
君津支店
吉川支店
長津田物流センター

施設名 発電能力（kW） 発電能力（kW）施設名

豊橋物流センター
新杉田物流センター
所沢物流センター
南港物流センター
横浜金沢物流センター
大東倉庫
物流センター一宮
野田瀬戸物流センター

221

1,109

973

1,488

1,523

129

1,601

5,676

再生可能エネルギー発電能力量（2023年度末時点）
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SBSグループ行動基準
１. 公正で透明性のある企業活動

●  私たちは、法令・規約や社会常識にもとづいた、公正で透明性のある企業活動を行います。
●  私たちは、反社会的な活動や勢力に対しては毅然とした態度で臨みます。

２. コーポレート・ガバナンスの推進
●  私たちは、株主や社会に対して積極的な情報開示を行い、経営の透明性を高めます。
●  私たちは、経営の改善などにかかわる提案を尊重し、株主や社会に対してオープンな経営を目指します。

３. 安全の確保
●  私たちは、安全、無事故を最大の使命とし、社会的責任とその役割を自覚し安全確保に努めます。
●  私たちは、ルールを守り、基本に忠実に、知識・技術 ・技能を高め安全を必然とした風土を目指します。

４. 社会貢献と環境への配慮
●  私たちは、「良き企業市民」としての責任を自覚し、企業活動をとおして積極的に社会に貢献します。
●  私たちは、「良き地球市民」として環境問題に心を配り、健全な地球環境を子孫に継承します。

５. お客様第一主義
●  私たちは、「お客様第一主義」の視点に立って、常にお客様の立場で考え誠実に行動します。
●  私たちは、思考と行動の絶え間ない革新に挑戦し、お客様の期待に応えるサービスを提供します。

６. 法令・規程の遵守
●  私たちは、すべての法令を守り、社会的規範に照らしてお客様に非難を受けることのないよう誠実に行動します。
●  私たちは、企業の一員として責任を持って自分の職務を果たすとともに、業務を遂行するうえで守るべき規程・ルールやマナーはしっか
りと守ります。

７. 働きがいのある職場づくり
●  私たちは、創造性・主体性をお互いに尊重し合い、礼儀正しく自由で風通しの良い企業風土を醸成します。
●  私たちは、安全で働きやすい職場環境を確保するために相互の協調と職場での意思疎通を大切にします。

SBSグループ環境方針
【基本理念】
SBSグループは、環境への配慮を経営の重要課題のひとつに位置付け、事業にともなう環境負荷の低減および事業活動をとおして環境改
善への取組みを推進し、「良き企業市民」として環境の保全に努めます。
【基本方針】
SBSグループは、国内外における様々な事業活動を行うにあたり、以下の方針に従い、グループ会社が協力して基本理念の実現に努めます。
１. 国内外の環境法令を順守します。
２. 自然環境の維持・保全に十分配慮します。
３. 資源・エネルギーの有限性を認識し、有効活用に努めます。
４. 環境保全を推進する体制を整え、教育・啓発活動に積極的に取組みます。
５. 本理念と本方針をSBSグループで働くすべての人へ周知し、その取組み成果を広く開示します。

SBSグループ人権方針
【基本方針】
SBSグループは「経営理念」と「SBSグループ サステナビリティ方針」の理念に基づき、人権に関する最上位の方針として「SBSグループ人
権方針」（以下、本方針）を定め、人権尊重に関する取り組みを推進します。
【基本的な考え方】
SBSグループは、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」を基本とし、「国際人権章典」、「労働における基本原則及び権利に関するILO宣
言」、「子どもの権利とビジネスの原則」、「グローバル・コンパクト」等人権に関する国際規範を支持・尊重し、これらの原則に基づいて事業
活動を行います。
【適用範囲】
本方針は、SBSグループの全ての役員と従業員に適用します。また、ビジネスパートナーやその他の関係者にも本方針の理解と支持を期待
します。
【人権デューデリジェンス】
SBSグループは、事業活動に関係する人権への負の影響を特定、評価、防止、軽減するために適切な人権デューデリジェンスを行うよう努
めます。SBSグループの事業活動が人権に負の影響を引き起こしている、あるいは助長していることが明らかになった場合、適切な手段を

ESG関連方針
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通じて、その是正・救済等の対策を講じます。
【救済・是正・予防】
SBSグループは、人権に関わる各種の基準が適切に守られていないと認められる場合、国連指導原則に従って、影響を受けた人々に対して
適切な救済措置を講じるとともに、その問題の原因を特定し、効果的な改善策を講じます。また、人権等に関する相談窓口として、お客様
をはじめとするステークホルダーの方々からは電話やホームページ等で、従業員からは社内外の通報窓口によって相談を受け付け、人権問
題に責任を持って対応する体制を整えております。なお、これらの窓口では、相談者が不利益を被ることがないよう、匿名性や秘密保持に
ついて十分な配慮がなされています。
【教育・啓発】
SBSグループは、本方針が理解され効果的に実施されるよう、役員および従業員に対して適切な教育と啓発を行います。
【責任者】
SBSグループは、本方針の実行に責任を持つ担当役員を定め、実施を監督します。
【ステークホルダーとの対話と協議】
SBSグループは、人権への負の影響に対する措置について、関連するステークホルダーと誠実に対話と協議を行い、改善に努めます。
【情報開示】
SBSグループは、人権尊重に関する取り組みの進捗状況や結果をホームページや報告書等で公開し、ステークホルダーの方々にご理解い
ただけるよう努めていきます。
【人権方針の改定】
SBSグループは、人権の尊重が今後ますます重要性を高めること、また、社会の変化や事業の動向等により取り組むべき課題が変化するこ
とを理解しており、定期的に本方針の見直しの要否を検討し、必要に応じて改定を行います。

SBSグループダイバーシティ方針
【基本方針】
SBSグループは、従業員ひとり一人が個性を活かし、生き生きと意欲的に新たな創造へ挑戦できる職場を理想とし、その環境構築が企業
の責務であると認識しております。従業員が多様性を活かし、個の能力を発揮することが新たな価値創出の源泉となることから、「ダイバー
シティ＆インクルージョン」を重要な経営戦略の一つとして位置づけ、「SBSグループダイバーシティ方針」を定めて企業価値の持続的な向
上をめざしてまいります。
【アクションプラン】
① SBSグループは、従業員の多様な個性を尊重します。

●  SBSグループは、従業員の多様性（性別、年齢、障がい、国籍、学職歴、雇用形態、価値観、性的指向、性自認等）を尊重します。
●  SBSグループは、人種、宗教、国籍、性別、性的指向、障がいの有無等にとらわれず、多様な人材を採用し、育成、登用します。

② SBSグループは、従業員が個性をより輝かせることができるよう支援します。
●  SBSグループは、従業員ひとり一人がダイバーシティの重要性を理解し、互いの個性を尊重し合い承認できるよう、従業員教育を実施
します。
●  SBSグループは、従業員の能力と個性が発揮できるよう、能力開発とともにキャリア開発も支援します。

③ SBSグループは、従業員の多様性を活かす組織風土の醸成に努めます。
●  SBSグループは、互いの個性や違いを認め合い、対等な他者として尊重し、誰もが安心して意見し、行動できる職場の構築に努めます。
●  SBSグループは、全従業員が良好なワークライフバランスを享受できるよう、柔軟で多様な働き方の整備を推進します。

SBSグループ「人権尊重ならびにハラスメント行為根絶」宣言

人はみな、生まれながらに尊厳と権利について平等であり、誰も人格を傷つけることはできません。
私たちはこの基本理念のもと、人権への理解を深め、人権尊重にもとづいた言動を取ります。

私たちは、みなが生き生きと働ける職場環境を維持するため、ハラスメント行為を根絶します。私たちは根絶のため、積極的に教育・啓発活
動に参加し、コンプライアンス情報にも耳を傾け知識と対応力を身に付けます。

私たちは、ハラスメント行為を受けたり目にしたときは、必ず相談窓口などへ相談・通報し、放置しません。
SBSグループは『性別、年齢、国籍、人種、民族、宗教、社会的地位、障がいの有無、SOGI（性的指向・性自認）、価値観、ライフスタイル
等の人と人との違い』におけるいかなるハラスメントと差別行為も許しません。
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環境関連各種指数算定方法について

■Scope１
燃料・ガスなどの使用量に、環境省「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル（Ver5.0）」“算定・報告・公表制度における算定方法・
排出係数一覧”の該当係数等を乗じて算定

■Scope２
電気の使用量に環境省・経済産業省公表の「電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）－R４年度実績－
R5.12.22」の該当係数等を乗じて算定　※供給電力会社が不明な拠点の排出係数は対象年度の「全国平均係数」を使用

■Scope３

Category1：購入した製品・サービス
定義 SBSグループの主力事業（物流）におけるサービス購入を算定することとし、集計範囲を以下に限定する。
 •報告対象年度に購入した利用運送サービスを対象とする。  ※利用運送を取り扱わないグループ会社は、本カテゴリーの集計対象外
算定方法 利用運送費用を活動量とし、環境省DBの「5産連表DB」原単位を乗じて排出量を算定。
活動量 対象各社が支払っている報告対象年度の利用運送費用の総額（単位：百万円）
排出係数 ［列コード：712201］道路貨物輸送（除自家輸送）3.93t-CO₂eq/百万円

Category3：Scope1,2に含まれない燃料・エネルギー活動
定義 報告対象年度に自社が購入した燃料の上流側（資源採取、生産及び輸送）の排出、自社が購入した電気・熱（蒸気、
 温水又は冷水）の製造過程における上流側（資源採取、生産及び輸送）の排出を範囲とする。
算定方法 Scope1, 2算定で集計したエネルギーの使用量を活動量として、エネルギー種別毎に環境省DBの「5産連表DB」
 もしくは「7電気・熱」の原単位を乗じて排出量を算定する。
活動量 エネルギーの使用量を活動量とする。
 a.電力（kWh）　b.都市ガス（千㎥）　c.ガソリン、軽油、A重油（kl）　d.LPガス（kl）  ※LPガス単位換算係数4.192l/㎥（= kl/千㎥）
排出係数 環境省DB「7電気・熱」の原単位を使用する。
 a.電力0.0682（kgCO₂e/kWh）環境省DB「5産連表DB」の物量ベースの原単位を使用する。
 b.都市ガス［列コード：512101］都市ガス0.497t-CO₂eq/千㎥
 c.ガソリン、軽油、A重油［列コード：211101］石油製品0.573t-CO₂eq/kl
 d.LPガス［列コード：211101］石油製品0.573t-CO₂eq/kl

Category5：事業から出る廃棄物
定義 自社の事業活動から発生する廃棄物（有価のものは除く）の自社以外での「廃棄」と「処理」に係る排出を範囲とする。
 •廃棄物の輸送に係る排出量も任意でカテゴリ５に含めることができるが、対象外とする。
 •事業系一般廃棄物は、対象外とする。　※有価物（引き取り事業者に有価で引き取ってもらう物）は、本カテゴリーの対象外
算定方法 廃棄物種類・処理方法（リサイクル有無）別の重量を活動量として、種類毎に環境省DBの「9廃棄物【種類別】」の
 原単位を乗じて排出量を算定する。　※リサイクルされていることが分かる場合は「8廃棄物【種類・処理方法別】」の原単位を乗じる。
活動量 廃棄物の種類、処理別の重量を活動量とする。
 a.廃油（t）　b.廃プラスチック（t）　c.紙くず（t）　d.木くず（t）　e.金属くず（t）　f.ガラスくず（t）
 g.汚泥（t）　h.動植物残渣（t）
排出係数 環境省DBの「9廃棄物【種類別】」の原単位を使用する。
 ＜リサイクル不明もしくは実施していない場合＞
 a.廃油1.7815（tCO₂e/t） b.廃プラスチック0.7927（tCO₂e/t） c.紙くず0.1082（tCO₂e/t）
 d.木くず0.0972（tCO₂e/t） e.金属くず0.0015（tCO₂e/t） f.ガラスくず0.0117（tCO₂e/t）
 g.汚泥0.1722（tCO₂e/t） h.動植物残渣0.0728（tCO₂e/t）

■エネルギー消費量（熱量）
・電気は電気事業者からの買電8.64GJ/千ｋWｈ、太陽光発電3.6 GJ/千ｋWｈのエネルギー換算係数を使用して算定
・燃料・ガスなどは、環境省「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル（Ver5.0）」“算定・報告・公表制度における算定方法・排出係
数一覧”の該当係数等を乗じて算定　※都市ガスは45GJ/千㎥を使用して算定

※当該報告対象範囲および対象期間に基づく
※環境省DB：「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース（Ver.3.4）」
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会社概要と株主の状況

※2024年7月1日現在会社概要

社 名 SBSホールディングス株式会社
代表取締役 鎌田 正彦
創 立 1987年12月16日
資本金 39億20百万円
売上高 4,319億11百万円（連結） ※2023年12月期
所在地 〒160-6125 東京都新宿区西新宿8-17-1 住友不動産新宿グランドタワー 25階
 TEL：03-6772-8200（代表）
事業内容 物流事業、不動産事業、マーケティング事業、人材事業 ほか
事業年度 1月1日～12月31日

所有者別株式分布状況 （発行済株式総数：39,718,200株）

※取締役のみ掲載、2024年7月1日現在

代表取締役 鎌田 正彦
取締役 星 秀一
取締役 泰地 正人
取締役 田中 康仁
取締役 五味 夏樹
取締役 若松 勝久
社外取締役 岩﨑 二郎
社外取締役 小杉 善信
常勤監査等委員 遠藤 隆
監査等委員 松本 正人
監査等委員 辻 さちえ

役員

発行可能株式総数 154,705,200株
発行済株式の総数 39,718,200株　単元未満株10,200株含む
単元株制度の有無 有（100株）
証券コード 2384
上場市場 東京証券取引所 プライム市場

株式の状況

※2023年12月31日現在大株主の状況

株式会社鎌田企画 19,888,400 50.07%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,464,100 6.20%

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,195,600 5.52%

SBSホールディングス従業員持株会 1,200,800 3.02%

和佐見 勝 1,078,600 2.71%

東武不動産株式会社 1,001,000 2.52%

ノルウェー政府 655,409 1.65%

大内 純一 601,400 1.51%

株式会社ばんせい総合研究所 410,000 1.03%

上田八木短資株式会社 366,200 0.92%

株主名 持株数 持株比率

※発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数第3位を切り捨てて表示しております。

その他の法人
22,955,488株（57.80％）個人・その他 7,764,283株（19.55％）

金融機関 5,190,800株（13.07％）

外国法人等 3,466,710株（8.73％）

金融商品取引業者 340,130株（0.86％）
自己名義株式 789株（0.00％）
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お問い合わせ先
SBSホールディングス株式会社  サステナビリティ推進部
〒160-6125 東京都新宿区西新宿8-17-1 住友不動産新宿グランドタワー25階
TEL:03-6772-8200
https://www.sbs-group.co.jp


